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千歳科学技術大学は「光サイエンス」を特徴

とした公設民営の理工系単科大学として平成 10

年に開学した、まだ若い大学である。

建学の精神に「人知還流」（優れた人材、知的

成果を世に送り出し、高い評価を大学に還流する

ことで社会とともに発展する大学を目指す）を掲

げているように、基礎から実社会で役立つ技術ま

で幅広く学び、地域、社会に貢献する人材を育成

する教育を目指している。

さて、大学教育における ICTのルーツは教育

現場の OA化であろうか。「OA」と聞いてすぐイ

メージが湧くのは中年以上の人間であろう。20

世紀後半のビジネス社会ではワープロやファクシ

ミリ、コピー機などによりオフィスの自動化を図

る OA （Office Automation）化が先進オフィスの代

名詞として用いられ、その最終形態はペーパーレ

スなオフィスを実現すること、とされた。

しかし、いつの間にかオフィスにパソコンや

インターネットが普通に使われ出し、OAという

言葉自体が使われなくなった。ペーパーレスが実

現したとは言えないが、すっかり当たり前のこと

になっている。

ところで、現在の大学教育における ICTの利

用と定着度はいかほどであろうか。もちろん日頃

の情報流通・共有手段としてすっかり普及しては

いるが、その利用レベルは大学によって、また同

じ学内でも組織や人によって千差万別であろう。

本学では開学（平成 10 年）間もない頃から学

生の学力レベルの多様性に対応する手段として、

いわば必要に迫られてリメディアル教育のツール

としてのｅラーニングシステムの開発が始められ

た。早期に取り組みをスタートしたこと、当時の

学部長や担当教員の熱意の甲斐があって、学内外

で活発な利用実績を得ることができている。この

ｅラーニングシステムをベースとした高大連携協

定締結校も平成 25 年度末で 50 高校を数え、大

学にとって大きな財産になっている。

本学のｅラーニングシステムの特徴は開発、製

作にあたって学生が主体となるプロジェクトを構

成していることである。高校の先生方や他大学の

先生から素材をいただくことも多く、担当する学

生にとって貴重な実践学習の場になっている。そ

の意味では早くからアクティブ・ラーニングの先

取りがなされており、完成システムとしてのｅラ

ーニングだけでなく、その開発、製作過程そのも

のが教育の一環になっている点が大きな特徴であ

り、単なる教育現場の OA化とは根本的に異なる

位置づけになっている。

本学ではｅラーニング以外にも各種 GPを通し

て様々なシステム開発を行っており、学内のポー

タルサイトには授業の詳細スケジュール、得られ

る知識の明示や個々の学生のポートフォリオが記

録され、教育に資するシステムが構築されてい

る。ただ、システムが高度化され詳細になるほ

ど、利用実績または普及の度合いがあがるとは限

らず、逆の傾向になることもままある。もちろん

先進的なシステムが開発され、それが使いこなさ

れるまでにタイムラグが生ずることは OA 化の時

代にも経験済みではあるが、FA（Factory

Automation、工場の自動化）と違って最終的に

「人」が絡むサービスにおいてはオフィスから

「ペーパー」が最後まで消えなかったように、人

の感性が大きな要素になる。

ICTの力で教育の効率化が図られる面は大きい

が、効率化に加えていかにユーザーの感性にあっ

た、使って心地よいシステムを構成するかが目指

すところである。きめ細かく手がかかる教育の重

要な支援ツールとして、ICTがますます重要なポ

ジションを占めることは間違いない。教員の熱意

と、精神論だけでは済まない教育現場に不可欠な

インフラとしての ICTに期待するところ大であ

る。

千歳科学技術大学・学長 川瀬　正明

ICTと大学教育
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アクティブ・ラーニングの
実質化に向けて

特　集

１．はじめに
授業の場には、学び方や参加の仕方について

の暗黙のルールがあります。多くの学生は、教員

の様子を観察してどのように振る舞えばよいのか

を判断し、それなりの適応をしていきます。アク

ティブ・ラーニングもその例外ではありません。

講義形式であった授業に学生との意見交換やグル

ープワーク等を取り入れたとしても、教員の介入

やフィードバックのあり方によっては、学習の質

は変わりません。例えば、聴くということに十分

慣れていない教員の場合、「何でも自由に意見を

言って下さい」と伝えながらも自分の発話量が多

くなっていることに気づかず、学生を聴講モード

にしたまま、「何も意見がないのか」と決めつけ

て学生を戸惑わせることにもなりかねません。自

分がどのような暗黙のルールを作っているのかに

注意を払っておかないと、アクティブ・ラーニン

グをやってみたというだけでは所期の学習が成り

立つとは限らないのです。

授業をアクティブ化するということは、これ

まで学生参加型や学生主体型と言われてきた学習

形態を取り入れていくことですが、ややもする

と、その形態面ばかりに気をとられて本来の目的

を意識した教員の関わりが不十分になるきらいが

あります。そこで以下では、アクティブ・ラーニ

ングを進める上での確認事項として、アクティ

ブ・ラーニングとは何か、それは何のために行う

のか、そしてアクティブ・ラーニングを実質化す

るための留意点は何か、といった点についてまと

めてみます。

２．アクティブ・ラーニングとは？
アクティブ・ラーニングとは、「思考を活性化

する」学習形態を指します。例えば、実際にやっ

てみて考える、意見を出し合って考える、わかり

やすく情報をまとめ直す、応用問題を解く、など

いろいろな活動を介してより深くわかるようにな

ることや、よりうまくできるようになることを目

指すものです。

振り返ってみれば、効果的な学習というのは、

多くの場合実際の活動や互いのやりとりを介して

生じています。赤ちゃんや小さい子どもは言うに

及ばず、小学校の「勉強」でも教員はどのような

学習活動を準備するかに心を砕きます。大人でも、

ただ講演を聴いたり一人で本を読んだりするより

は、仲間と勉強会をしたり実際に現場体験をした

りする方が深い理解に至るということを知ってい

ます。知的学習や研究のプロである大学教員であ

っても、同領域あるいは異領域の研究者と議論を

交わすことや、実験や調査で試行錯誤することの

意義を十分に理解しているはずです。

したがってアクティブ・ラーニングとは、我々

が既によく知っている効果的な学習形態を教室に

持ち込んだものと言うことができます。従来の主

たる学習形態である講義形式は、まとまった知識

情報を伝達するには便利ですが、聴き手はある程

中央教育審議会の｢質的転換答申」において、「生涯に亘って学び続ける力、主体的に考える力を持った人材は、学生から

みて受動的な教育の場では育成することができない。従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が

意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を

発見し解を見出していく能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換が必要である」と指摘しているように、従来の知

識詰め込み型中心の教育から、学びの意味を学生に分かりやすく理解させた上で、教員と学生が相互に知性を高めていく学

生主体型の学士課程教育に換えていくことが重要であるとしている。

そこで、本特集では、実践事例の紹介を通じて、能動的学修（アクティブ・ラーニング）を実践するための方法について

認識を深めたい。

アクティブ・ラーニングとはなにか

長崎大学　大学教育イノベーションセンター教授 山地　弘起
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度以上の時間は集中できませんし、既に持ってい

る知識や技能と統合していく余裕がないため、記

憶にも残りにくく応用もしにくいという欠点があ

ります。それでも、時間を短く区切りながらクリ

ッカーなどで対話的な要素を組み込んだり、ある

いは学んだ知識や技能を活用する時間（説明し合

う、演習問題に取り組むなど）を入れたりするこ

とができれば、講義形式でもある程度アクティブ

化が可能です。

図１に、アクティブ・ラーニングと総称される

多様な形態を示します。第Ⅰ象限と第Ⅱ象限にあ

るものは比較的高度なアクティブ・ラーニングで

す。例として、医学系の問題基盤型学習（Problem-

Based Learning）のように臨床的推論能力の育成

を主な目的とするものもあれば、工学系のものづ

くり実習や経営学系のビジネス実習のように、特

定のプロジェクト活動を通して問題解決能力の育

成を目指すものもあります（Project-Based

Learning）。しかし、そうした授業は準備に多大

の労力を要しますし、一人の教員で対応できるも

のでもありませんので、既に専門教育で問題基盤

型学習やプロジェクト学習の蓄積がない限り、教

養教育での実施（応用）は困難でしょう。学生に

おいても、それらの高度なアクティブ・ラーニン

グに取り組む前に、第Ⅲ象限や第Ⅳ象限にあるよ

うな「思考を活性化する」学習形態に十分馴染む

必要があるのではないでしょうか。１、２年次の

教養教育では、学生の主体性を促進しながら実社

会との関連の深い課題を探究していく中で、専門

教育や生涯学習で生きる学習技能・表現技能を充

実させていきたいものです。

３．何のためのアクティブ化か？
それにしても、最近なぜアクティブ・ラーニン

グが注目され、その導入が急がれているのでしょ

うか？ここではそのキーワードを学校化・情報

化・国際市場化にまとめておきましょう。

まず学生側の要因として、基礎学力や学習技能

が不十分でも大学に入れるため、座学中心では学

習成果が見込めなくなったという事情がありま

す。中等教育までと同様に、学生個々の学習を促

進するような働きかけが必要になったということ

です。加えて、情報が多元的に生成され公開され

ている今日、教員が一定の知識体系をマイペース

で伝授するという授業は適合的でなく、大量かつ

スピーディーな情報流通の中で学生に必要な学習

をいかにマネジメントしていくかが問われていま

す。さらに、高等教育の国際市場化に伴って大学

教育に標準化と差別化の両方の圧力が高まってい

ますが、それだけでなく、学生たちはグローバル

化した労働市場で競争しなければならないという

困難に直面しています。

こうして、一部の研究大学を除いて、大学教育

では専門知識の探究から知識基盤社会をたくまし

く生き抜いていくためのジェネリックスキル（汎

用的技能）の習得に焦点が移り、広義のキャリア

教育が求められるようになったと言わざるを得ま

せん。21世紀になって大学教員の役割が大きく

変容したと言っても過言ではないのです。キャリ

アガイダンスの法制化（平成23年）もその現れ

と言えます。

ちなみに、ジェネリックスキルの内容は多岐に亘

ります。例えば経済産業省の「社会人基礎力」[1]

では、「職場や地域社会で多様な人々と仕事をし

ていくために必要な基礎的な力」として３能力

12要素、すなわち、１）前に踏み出す力（主体

性・働きかけ力・実行力）、２）考え抜く力（課

題発見力・計画力・創造力）、３）チームで働く

力（発信力・傾聴力・柔軟性・状況把握力・規律

性・ストレスコントロール力）が挙げられていま

す。また中央教育審議会の「学士力」[2]において

は、「知的活動でも職業生活や社会生活でも必要

な技能」として、コミュニケーションスキル・数

量的スキル・情報リテラシー・論理的思考力・問

題解決力が挙げられ、態度・志向性の側面でも、

自己管理力・チームワーク（リーダーシップ）・

倫理観・市民としての社会的責任・生涯学習力が

あげられています。

こうしたジェネリックスキルの育成は、座学だ

けではとても対応できるものでなく、きわめて活

動的・実践的な学習形態が求められます。これが

授業のアクティブ化を急ぐ理由です。これに対し

て教員からよく出される意見に、「アクティブ・

ラーニングをやると授業進度が遅れる」「アクテ

ィブばかりでは知識面が疎かになる」といったも

のがあります。しかし、授業を計画通りに進めた

からといって所期の学習成果に至っているでしょ

うか？学習技能が十分でない学生に知識をどんど

ん伝えたとしても、それらが消化され身について

いくとは考えにくいのです。また、アクティブな

図１　アクティブ・ラーニングの多様な形態
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授業形態は確かに知識面の量的達成を保証しませ

んが、より深く理解する、より記憶に残る、とい

った面では座学よりも効果的と言えます。したが

って、不十分になっている知識内容がある場合に

は、授業外学習課題として補っていく、あるいは

全体カリキュラムの中で内容分担を調整するなど

の工夫が必要です。

４．アクティブ・ラーニングを実質化す
るには？

ところで、ジェネリックスキルの育成を目指

す場合、授業のアクティブ化は必要条件ではあっ

ても十分条件ではありません。アクティブ・ラー

ニングで成果を上げるためには、学生個々の学習

を促進する働きかけが不可欠です。特に１、２年

次の教養教育では主体的な学習習慣の育成が急務

ですから、この点での教員の役割は重大です。

アクティブ・ラーニングを実質化する際にヒン

トになるのは、四半世紀前に米国でまとめられた

授業改善の指針です[3]。「７つの原則」と題され

たこの指針は、米国だけでなく様々な言語に訳さ

れて今日でも参照されています。図２に示すよう

に、７つの原則のうち「2.学生間の協働」と「3.

能動的な学習」がアクティブ・ラーニングに相当

するものですが、これを補完する形で「1.教員と

学生のコンタクト」「4.迅速なフィードバック」

「5.学習時間の確保」が挙げられています。そし

てこれらを支える態度要件として、「6.学生への

高い期待」と「7.多様な才能と学習方法の尊重」

が挙げられています。冒頭で述べた教員の暗黙の

ルールも、この態度要件に照らして吟味すること

ができます。学生の意欲が高まるようなルール設

定でありたいものです。

全体として「７つの原則」に現れているのは、

学生をマスとみて対峙するのではなく、個々人に

関心を寄せて伴走する教員の姿です。ただし、米

国ではTAがかなり授業に深く関わって学生をサ

ポートしますから、この点では日本の教員にはハ

ンディがあります。提出物への迅速なフィードバ

ックなどはとくに大人数の場合難しいですので、

「全体的なコメントを早目に返す」程度に条件を

緩めることも必要でしょう。

不十分ながらも学生と伴走するにあたっては、

シラバスが必要です。日本ではシラバスが科目概

要と同一視されていることが多いのですが、本来

は受講者に示される学習工程表というべきもので

す。そこには、授業外課題や評価方法の詳細も記

述されていなければなりません。教員・学生とも

常にシラバスを参照することで、各回授業のねら

いや課題内容などを確認し合うことができます。

５．今後に向けて
先に述べたように、授業のアクティブ化を急ぐ

根拠は、ジェネリックスキル育成への大学教育の

転換です。今後、カリキュラムマップの中で各開

講科目での重点目標が明示され、到達目標に応じ

たアクティブ・ラーニングと評価方法が工夫され

る必要があります。それに合わせ、教員と学生の

コンタクトや学習課題への迅速なフィードバッ

ク、学習時間の確保などをサポートする学習管理

システム（LMS）の整備も求められるでしょう。

既にお気づきの通り、アクティブ・ラーニング

は教員にもアクティブな関わりを要請します。自

分が知らず識らずに伝えている暗黙のルールに自

覚的になり、学生の主体的学習習慣の涵養に向け

て授業内外で働きかけを工夫していくことは、ど

うしても教員の負担を増大させます。しかし、一

旦学生が主体的な学習技能を身につけ、学生同士

あるいは学生とTA、SAの間で学習をサポートし

合うようになれば、教員の働きかけはフェードア

ウトさせていくことが可能です。これ

はいくつかの先進的な大学で認められ

る傾向です。

もちろん、アクティブ・ラーニング

を準備する教員の負担増は看過できな

い事柄ですので、関連部署（教育セン

ターや附属図書館、情報センターなど）

が授業支援や学生の学習支援の機能を

拡充することも必要です。また、学生

たちにアクティブ・ラーニングの趣旨

をわかりやすく伝えるとともに、ラー

ニングティップス（学習上のヒント集）

を用意して授業内外で参照できるよう

にすることも必要かもしれません。

最後に、参考資料としていくつかの

グループ技法の紹介を付しますので、

アクティブ・ラーニングの設計に活用

していただければ幸いです。図２　「７つの原則」とそれぞれの工夫例
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注
本稿は、山地弘起 (2013) アクティブ・ラーニング

の実質化に向けて 山地弘起(編)『長崎大学におけるア

クティブ・ラーニングの事例第１集』をもとに修正を

加えたものです。

参考文献
[1]経済産業省: 社会人基礎力に関する研究会（中間とり
まとめ）. 2006.

[2]中央教育審議会 : 学士課程教育の構築に向けて（答
申）. 2008.

[3]Chickering, A. W., & Gamson, Z. F.: Seven principles 
for good practice in undergraduate education. AAHE
Bulletin, March 1987.

アクティブラーニングでの代表的なグループ

技法について、汎用性の高い方法、構造化された

方法、多人数クラスでの工夫、の順に簡潔に紹介

します。その後、適切なグループサイズおよび学

習評価の方法について補足します。

グループ技法についてさらに知りたい方には、

『協同学習の技法』[1]が参考になります。グループ

学習に関するさまざまな疑問に答える資料として

は、『先生のためのアイディアブック』[2]が参考に

なります。

＜汎用性の高い方法＞
（１）Think-Pair-Share

自分の考えを明確にし、他者の意見と対比しな

がら考えを深めていくのに有効です。また、クラ

ス全体での討論の準備にもなります。

１）教員が全体に一つの質問をする（あるいは問

題を出す）。

２）数分、個別に考える。

３）ペアを組んで互いに答を紹介し合う。違いが

ある場合にはそれぞれの根拠を明確にする。あ

るいは双方の意見を併せて一つの見解にするこ

とを試みる。

４）４人～６人組になり、それぞれのペアで話し
合った内容を紹介する。

（２）ラウンド・ロビン

４人～６人組で順にアイデアや意見を述べてい
くもので、ブレインストーミングの簡易版です。

質問や評価をせずに、新しい考えを次々に生み出

していくことが目標です。出てきた考えは記録し

ていき、次段階の課題（KJ法的にまとめるなど）

に用います。

１）教員が全体に一つの質問をする（あるいは問

題を出す）。

２）教員から注意事項として、質問や評価を挟ま

ずに素早く簡潔にアイデアを出していくよう指

示する。記録者を決めさせ、また、一巡で終了

するのか何度か周るのか、あるいは時間制限を

するのか、といった詳細も伝える。

３）誰からスタートするか決め、開始する。

参考資料：アクティブラーニングに役立つグループ技法の紹介

（３）ピア・レスポンス

レポートやプレゼンテーションなどの準備過程

で、アウトラインを他者の目を通して検討し改善

のヒントを得るともに、他者の文章を率直な読み

手として吟味し感想や改善案を伝えるものです。

書き手と読み手の双方の視点を体験しフィードバ

ックし合うことで、表現能力を高めることができ

ます[3]。

１）ペアになり、互いのアウトラインを読み合う。

２）一方が自分のアウトラインを説明する。他方

は聞き手になる。

３）聞き手は相手のアウトラインを自分の言葉で

再生し、適宜確認する。

４）聞き手はアウトラインのよいところ、次いで

改善した方がよいところを伝える。

５）役割を交代し、２）～４）を繰り返す。
６）相手からのフィードバックを参考に、各自で

アウトラインを改善する。

＜構造化された方法＞
（４）ジグソー

一旦４人～６人組になった上で、各メンバーが
自分に割り当てられた学習内容を別グループで深

め、元のグループに「専門家」として戻り、互い

に教え合う方法です。教えることができるために

は、理解が十分深まっていないといけないことに

着目したものです。最後にクラス全体で理解の確

認や討論を行うことが望ましいでしょう。

１）教員から、学習するテーマとそれを四つから

六つに細分化した学習内容を提示する。

２）グループ内で各メンバーが担当する学習内容

を決め、一旦グループを解いて、学習内容別に　

「専門家」グループをつくる。

３）各「専門家」グループで担当内容の学習を深

めるとともに、それを他者にわかりやすく教え

る方法を工夫する。

４）「専門家」グループを解き、もとのグループ

に戻って担当内容を教え合う。

（５）マイクロ・ディベート

ディベート（参考文献[4]など）は特に授業の

総括段階できわめて有効な活動ですが、本来のデ

ィベートを授業で行おうとすると５コマ程度かけ
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ることが必要になります。通常の授業ではその余

裕がないでしょうから、疑似ディベートとして行

うのがマイクロ・ディベート[5]です。ここでは２

コマを使って実施するものとします。

１）教員から論題を提示する。

２）個別に、肯定または否定のいずれの立場をと

るかを決め、その論拠を五つ以上書き出す。

３）さらに、その反対の立場をとったと仮定し、

その場合の論拠を五つ以上書き出す。

４）３人組になり、肯定側・否定側・ジャッジの

役割を順にとり、３回のディベートを行う。

その際のフォーマットは、たとえば以下のよう

にすると40分程度で一巡します。

1. 肯定側立論（2分）

2. 否定側立論（2分）

3. 肯定側反論（1分）

4. 否定側反論（1分）

5. 自由討論（2分）

6. 判定

7. 振り返り（3分）

５）授業外課題として調べ学習を行い、次の授業

回にグループを変えてディベートを行う。

６）まとめとして、反論の想定を含めた意見レポ　

ート（2,000字程度）を提出する。

（６）LTD（Learning Through Discussion）

話し合い学習法として知られているものです[6]。

学生はノートを作りながら予習用資料の内容を理

解し、他の知識や自己との関連付けを行った上で

授業に臨みます。この、収束的な学習と拡散的な

学習を事前に十分に行うことが話し合い学習には

不可欠です。授業では５人組になり、以下のステ

ップ（計60分）にしたがって予習ノートをもと

に理解と評価を深めていきます。

１）導入の雰囲気づくり（3分）

２）予習課題の内容理解を確認するために、言葉

の定義と説明（3分）、全体的な主張の討論（6

分）、話題の選定と討論（12分）

３）他の知識との関連付け（15分）および自己

との関連付け（12分）

４）学習課題の評価（3分）および学習活動の評

価（6分）

＜多人数クラスでの工夫＞
（７）学生主体型実地調査

阿部和厚氏（元・北海道大学）が90年代後半

に「医学概論」の授業で実践した方法です [7][8]。

100人の初年次医学生に毎回二人以上の教員で対

応し、調査準備のサポートや必要なスキル（実地

調査の際のマナーなど）のミニレクチャーなどを

行っています。早期臨床体験の事前学習として位

置づけられていたものでもあります。

１）10人グループを10組つくる。授業２回目か

ら５回目までは、ビデオ視聴やゲスト講演をも

とに全体討論を行う。

２）それらを踏まえて各自で「医学・医療をめぐ

る問題点」を考え、グループ内で報告し合う。

３）各グループから五つの「問題点」を出し、全

体で討論して最終的に10の調査テーマに絞り

こむ。

４）各グループで一つのテーマを分担し、個々人

で調べ学習を行う。

５）各自の学習をまとめ、グループ毎にテーマの

詳細を発表する。さらに実地調査の計画を具体

化して発表する。

６）２週間で実地調査を行い、調査結果の発表準

備をする。

７）最後の３回を公開授業とし、全体発表と討論、

総評を行う。

（８）多人数双方向型授業

木野茂氏（立命館大学）の取り組みとして、

150人規模の授業でのグループ研究やディベート

が知られています[9][10]。教員と学生、また学生間

のコミュニケーションが重視され、授業中の意見

交換や電子掲示板でのディスカッションの学習促

進効果も確認されています。以下はグループ研究

の場合の例です。

１）７人～８人の課題別グループを20組つくる。
課題は、10章程度から成るテキストの各章を

２グループで担当し、その章の内容に関連して

いてかつテキストが取り上げていない事例を検

討するなど。

２）授業２回目から５回目まで調べ学習を行う。

３）その後の10回の授業で２グループずつが研

究成果を発表する（各15分）。聴衆は毎回のレ

ポート課題として、まずテキストの該当章を要

約して授業に臨み、質疑応答後、グループ発表

をテキストの内容と関連付けて論じて提出する。

４）各発表への質疑応答は15分とする。質疑応

答の内容は質問者が授業後にBBSに記入し、ま

た応答が不十分であった発表者は補足の回答を

BBSに上げる。

５）全発表終了後、総括レポートを提出する。

（９）チーム対抗型多人数討論

橋本勝氏（富山大学）の創案によるもので、競

争原理とゲーム感覚を適度に取り入れ、150人規

模の授業でも活発な討論を実現しています[11]。経

済学の授業風景が（60人程度のクラスですが）

https://takumi.iwate-u.ac.jp/に上がっています。背

景に、「シャトルカード」による教員と個々の学

生との密なコミュニケーションがあることも特徴

です。

１）教員から示された10程度のテーマのうち、各

自が関心を持つものを選ぶ。

特　集
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２）同じテーマを選んだ者同士で３人～４人のチ
ームを組む。

３）もう一つのテーマをチームで選び、合計二つ

のテーマに関して調べ学習を行う。

４）発表用レジュメ案を、テーマ毎に決められた

期限（該当授業の数日前）までに提出する。

５）各回の授業では、教員によって選ばれた各テ

ーマ上位２チームが発表し（各10分以内）、質

疑応答に40分～50分をかける。聴衆はチーム
単位で質問を考える。その後、発表２チームに

勝ち負け投票を行う。

＜補　グループサイズおよび学習評価について＞
（１）グループサイズについて

グループの大きさは、３人から５人が適当と言

われています。４人であれば、ペアでの作業と連

携させることができて便利です。３人掛けの机を

合わせて６人組にすることも多いですが、その程

度が１グループとしては限界でしょう。それ以上

になると、サブグループでの活動になりがちです。

いずれのグループサイズでも、各個人の役割や責

任がはっきりしていることが大切です。また、集

団思考の前に個人思考の時間が確保されているこ

とも大切です。そうでない場合、フリーライダー

が生まれたり十分な意見交換ができなかったりす

るからです。

（２）学習評価について

グループ活動の比重が大きい授業では、個人と

グループの双方の評価を合わせたいことがありま

す。たとえば、個人の成績とグループの成績を

50%ずつ加えて最終評価とすることもできます

し、グループの成績を個人の貢献度に対応させて

加算するということもできるでしょう。もちろん、

貢献度自体を評価対象とすることもあるでしょう。

グループへの参加度や貢献度は、自己評価によ

ることもあれば相互評価によることもあります。

期末の評価だけでなく、グループ活動の途中で行

えば軌道修正が可能になります。

自己評価の場合には、たとえば以下のような項

目を使うことができます（参考文献[1] p.73）。

1. グループに貢献するための準備を行った。

2. 課題に取り組んだ。　

3. 仲間の発言をよく聞いた。

4. 話し合いに参加した。

5. 参加するように仲間を励ました。

6. 全体的に考えて、グループ活動にうまく参

加できた。

相互評価の場合は、各メンバーについて、たと

えば以下の観点を用いて評価することができます

（参考文献[1] p.74）。

1. 事前準備

2. 傾聴

3. グループへの貢献

4. 仲間の尊敬

5. 批判的思考のスキル

6. 問題解決のスキル

7. コミュニケーションのスキル

8. 意志決定のスキル

これらはジェネリックスキルとしても重要な評

価観点であることから、教員が事前にそれぞれの

意味内容を学生と共有しておくことが望まれま

す。加えて、グループ活動の見立てを踏まえて教

員と学生の間で各メンバーの参加度や貢献度等に

ついて意見交換があれば、評価観点の理解も深ま

り、グループ活動で期待されていることもさらに

明確になります。

自由記述でグループ活動を振り返ることも大切

な学習機会となります。たとえば、その日のグル

ープ活動を通して「学んだ教訓は何か」「自分自

身について気づいたこと、発見したことは何か」

「メンバーについて気づいたこと、発見したこと

は何か」の３点を記述させるなどです（参考文献[12]

p.141）。期末に、学習活動の記録や各種の成果物

を踏まえてグループで自己評価を検討し合えれ

ば、自律的な学習評価の力がつくことも期待でき

ます。
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で高度な経営意思決定が行えるようになることを

目指します。しかし、上述したように概念化され

た知識を学ぶことと、この知識を使えるようにな

ることとは異なります。自分が知っている文脈の

中で概念化された知識をどのように活用すべき

か、その活用の型を繰り返し学んで身に付ける必

要があります。

これは、まさに自動車学校のように、学科で自

動車の構造と法規を学んだだけでは、自動車を公

道で運転できる（活用できる）ようにはならない

ことと似ています。公道で運転できるようになる

ためには、学科で知識を習得するとともに自動車

学校のコース、さらには路上で、机上で学んだ知

識を「意識しながら実践し、振り返る」ことによ

って、体得するプロセスが必要です。

経営学の分野では、社会人を対象としたMBA

においてケーススタディーとして上述したような

自動車学校の実技教習のような講義が実施されて

いますが、大人数への教育が必要な学部教育では

あまり実践されていないのが実情のようです。

また、社会での意思決定の多くは、個人ではな

く集団で行われます。多様なバックグラウンドを

持つ個人が、それぞれの意見や知識を主張し、チ

ームとして合意を形成するための技術の習得が、

実社会ではきわめて重要です。これは、就職試験

においても、企業側がグループディスカッション

や面接を多く課して対象者のコミュニケーション

能力を測ろうとしていることからも伺えます。し

かし、このことについて実践を伴って学ぶ授業の

場はほとんどないのが現状です。

そこで、ここでは、経営学の分野において、知

識の習得とその活用、さらには振り返りを協同で

行うアクティブ・ラーニングについて、著者が実

アクティブ・ラーニングの実質化に向けて

「学ぶ」から「できる」へ
～経営系科目のアクティブ・ラーニング～

１．取り組みの背景
「大学時代はサークルやバイトばっかりやって

いて、全然勉強しませんでした。今ではもっと勉

強しておけばよかったと思っています」。これは、

長年、大型機械製造メーカの研究開発部門に勤務

してきた著者が、営業部門、管理部門や資材調達

部門に勤務する経済学部や商学部の出身者からほ

ぼ一様に聞く声でした。工学部出身の著者もさほ

ど熱心に勉強したほうではありませんが、学生実

験、卒論、修論などの実験や解析などでは、かな

り鍛えられたという記憶を持っています。

経済・経営系の出身者がまったく勉強しなかっ

たと話す理由の一つは、大学時代に学んできた知

識が大学在学時には形式知としては理解できて

も、実践に活用できるまでは理解できないこと、ま

た、得た知識がどのような文脈で自分の役に立つ

のかが、大学生には十分理解できなかったことが

一因ではないかと考えます。医学部を出なければ

医師にはなれませんが、経営系学部を卒業しなく

てもサラリーマンにはなれますし、多くの経営者は

経営系の学部を卒業したわけではありません。この

ため、学生にとっては卒業することが目的となり、

卒業要件を満たすために必要な単位をいかに容易

に取得するかが主要な課題になっているのではな

いでしょうか。このようにして得た形式知は、そ

の後時とともに忘れ去られてしまい、冒頭で述べ

たような発言になっていると考えています。すな

わち、形式知を講義で習得しただけでは、この知

識を将来の社会生活のさまざまな文脈に応じて使

えるようにはならないということだと思います。

経営学では経営に関するさまざまな実社会での

事象を概念化します。概念化された知識を文脈に

応じて適切に活用することによって、より論理的

長崎大学　経済学部教授 西村　宣彦　



授業では、まずファシリテーションに関するワ

ークショップ型の講義を最初に行います。ここで、

ファシリテーターの以下の四つの役割とその方法

を認知させます。すなわち、１）場をデザインす

る、２）引き出す、３）論理的にまとめる、４）

合意を形成する、の四つです。また、参加者の役

割である１）人の意見を傾聴する、２）わかりや

すく意見を伝える、についても学ばせます。チー

ムには必ずファシリテーターをおき、チームメン

バーが順番にこれを経験するようにして、チーム

での議論の運営を担わせます。各授業の最後に次

回のファシリテーターをチーム内で決めさせます。

典型的な授業シナリオを次ページ表２に示しま

す。

各講義について３～15分程度に内容を区切っ
たシナリオを設計し、毎回講義後にシナリオに改

善を加えるようにしています。アイスブレイキン

グはチーム編成直後の授業では長めに行います。

また、このとき、それぞれが今日のチーム活動で

自分が意識して実践しようと思うことをチームメ

ンバーに順に話させ、チーム活動への意識付けを

行います。
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施している講義の概要を紹介します。

２．実施科目・規模
著者が担当している講義を表１に示します。

教養教育では各学部の２年生に向けた「現代の

経営」という授業を担当しましたが、昨年度から

長崎大学の教養教育のカリキュラムが全面的に変

更になり、今年度からは「安全で安心できる社会

Ⅱ－社会科学から見た安全安心－」を担当してい
ます。さらに、経済学部の学部学生に向けた経営

情報システム論は夜間主の講義も受け持ってお

り、これらのすべての講義をアクティブ・ラーニ

ング形式で行っています。このうち、120名程度

の受講生がある経済学部生に向けた専門教育科目

である「経営情報システム論」のみには、後述す

るように3名のStudent Assistant（SA）をつけ、

授業をサポートさせています。

さらに、本学部では１～４年生向けに受講生数
10～15名のゼミがあり、そのいずれにおいても、
自治体や地元企業に協力いただいた、より実践的

なアクティブ・ラーニングであるPBL（Problem

Based Learning）型のゼミを開講していますが、

紙面の都合上ここでは紹介を省略します。

３．授業設計
いずれの授業も受講生5、6人からなるチーム

で行います。基本的には6名を1チームとして、

端数の調整をするため一部を5名のチームとしま

す。これまでの経験から3名以下になるとチーム

活動の活性が低くなり、7名を超えると活動に参

加しない学生がでてくると感じたためです。

複数の学部の受講生がある教養教育の授業で

は、一つのチームにそれら複数の学部の受講生が

含まれるように編成します。また、友人同士が同

じチームを構成するのを避けるために、チーム編

成はすべて講師が行います。チーム分けは、初回

の授業のアイスブレイキングの一環として、各学

部の受講生ごとに大学から受講生それぞれの出身

地の距離で順に並ばせて、ある学部の1番前（大

学に最も近いところ出身）の受講者から順に作る

チームの数までの数を１から順につけていき、次

の学部の受講生へと順に数え、その番号でチーム

を構成するという方法で編成しています。たとえ

ば、60人の学生が登録する授業では、１から順

に10までの数を受講生が数えていき、同じ数を

数えた受講生が同じチームになるようにします。

チームはほぼ５週ごとに交代して、受講生が３

つの異なるチームを経験するようにします。各学

部の参加者を1名ずつずらして講師が新しいチー

ムを編成します。

特　集

表１　アクティブ・ラーニングを実践している科目

科目 受講生 概要

経営と経済

(現代の企業経営入門）

全学部２年生

(約50名）

P.F.ドラッカー著「マネ
ジメント」の予習と予習
結果のグループ議論、学
生企業家に関する仮想の
ケースを基にした授業

安全で安心できる

社会Ⅱ

社会科学から見た

安心・安全

医学部、環境

科学部、工学

部

２年生

(約70名)

村上陽一郎著「人間にと
って科学とは何か」の予
習と予習結果のグループ
討議、各章に合致したテ
ーマのディベートをもと
にした授業

経営情報システム論 経済学部２，

３，４年生

（昼間約120名）

（夜間約60名）

Management Information

System」の予習と予習結
果のグループ議論、学生
企業家に関する仮想のケ
ースを基にした授業

教養セミナー 経済学部

１年生

（15名）

県の産業労働部から頂い
たテーマに関する文献調
査、フィールドワークを
主体とするゼミ活動

基礎ゼミ 経済学部

２年生

学内の問題（就活・オー
プンキャンパスなど）に関
するフィールドワーク、
ベンチマーク、仮説検証
を主体とするゼミ活動

専門・卒研ゼミ 経済学部

３，４年生

県内の中小企業の経営者
に協力頂き、当該企業の
経営課題の発見、解決策
の提案と実行を行うゼミ
活動



予習はA4用紙1枚の予習シートに書かせます。

本の章の要約、その章の中で自分に役立つこと等、

講義内容によって予習課題は変えています。予習

シートには履修番号のみを付させて、氏名がわか

らないようにします。チーム全員分の予習シート

をまとめて封筒に入れさせて回収し、他のチーム

に封筒を無作為に配布します。各チームは配布さ

れた封筒内の予習シートを4ランク（AA:最も優

れた予習で1名のみ、A:次に優れた予習で2名、B:

普通の予習、C:ほぼ白紙に近い予習）にチームメ

ンバーで協議して評価し、その結果を各予習シー

トに記入し、再度封筒に入れさせます。この封筒

を回収し、もとのチームに戻します。封筒

を戻された各チームでは、他のチームが評

価した成績を、チーム毎に綴じた受講者個

人の受講シートにファシリテーターが記入

します。このチーム毎に綴じた受講シート

は、授業開始前に講師がチームに配布し、

授業終了時に回収します。

次に、ファシリテーターがチームメンバ

ーの予習結果を順に聞きだし、これをもと

に書き出します。書き出す形式は教員が指

定しますが、教科書をまとめる予習の場合

は、マインドマップを用います。チームご

とに配布できるホワイトボードがある教室

では、ホワイトボードに書き出させ、ない

場合にはA3用紙を配布して、これに書か

せます。講師が巡回してチーム議論で書き

出している内容と議論の活性度をもとに、

チーム成績を3段階に評価し、チーム議論終了時

に各チームのチーム成績をその評価理由とともに
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公表します。その結果を、ファシリテーターが受

講カードに記入します。

また、マインドマップ作成になれていない授業

の初めの頃は、各チームのマインドマップを全員

が見て回り、全員で最もよくまとめているチーム

を投票で決定して、そのチームの良さの要因を討

議させたり、ワールドカフェ形式で他のチームに

チームメンバーが参加して、そのチームで行われ

た議論の内容を聴取する活動を行わせたりして、

チーム活動の質の向上を図るようにしています。

図１に経営情報システム論においてあるチームが

作成したマインドマップの例を示します。

ケースやディベートではチームでまとめた内容

を使って、得た知識を定着させるようにしていま

す。ケースワークでは、大学生でも文脈を理解し

やすい仮想のケースを作成して、授業前半で得た

知識を使って、そのケースの課題をどのようにし

て解くかを考えさせています。例えば経営情報シ

ステム論では、大学生のサッカーサークルが学園

祭でたこ焼き屋をやることにして、そこに情報シ

ステム導入させ、これを発展させて、最終的にア

プリケーションサービスプロバイダーとして起業

するストーリーを作り、経営情報に関するさまざ

まな問題を検討させるようにしています。

ディベートは今年度の科目「社会科学から見た

安心・安全」から取り組みはじめた方法です。授

業のテーマからケースワークよりもディベートの

ほうが知識の定着に役立つと考え、設計しました。

ディベートは最初はチーム内で行い、最後の3回

をかけてチーム間でのディベートを計画していま

す。ここでは、原子力発電の即時停止の是非、胎

児への異常の調査の是非について議論を行う予定

です。

特　集

*「GW」はグループワークを、「全体」は全体討議を示す。

No. 実施内容 形態*

① Ice Breaking GW

② 予習の採点 GW

③ 今回の講義の目的・目標の説明 講義

④ チームまとめの作成 GW

⑤ 討議項目の設定 講義

⑥ テーマに関する全体討議 全体

⑦ ケース／ディベートテーマ検討 個人

⑧ ケースのグループ討議／ディベート GW

⑨ ケースの全体討議／ディベート報告 全体

⑩ 補足説明と予習の指示 講義

⑪ 振り返り GW

表２　授業シナリオ

図1 授業で予習結果をもとに学生が作成したマインドマップの例
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振り返りでは当日の授業で得た知識の中で自分

が覚えておきたいことを考えさせて、これをチー

ムメンバーに話させるとともに、授業の最初にチ

ームメンバーに宣言した「今日意識すること」に

ついての自己評価をチーム内で順に発表させま

す。それぞれが振り返った後は拍手をするように

して、その回の授業を終了させます。

授業風景の例を写真1に示しますが、授業開始

前に講義形式の机の配置を講義室前面のホワイト

ボードが見えるように島状に机を配置させ、着席

させ、当日のファシリテーターがチームの中央に

着席するようにします。

評価は、上述した受講カードをもとに行います。

毎回の課題の評価点30％、チーム内での貢献度

20％、予習まとめ25％、議論まとめ25％で実施

し、レポートや中間・期末試験を課していません。

チーム内での貢献度は、いわゆるピアレビューで

決めさせ、そのチームでの活動の最終日となる５

週目の授業においてチーム内で各人の授業への貢

献度を議論して３段階に分けて決めます。

４．アクティブ・ラーニングにおける
工夫や配慮

（１）ファシリテーション講習と、毎回の意識付け、　

振り返りの実施

チームにすれば、議論が始まると思うのは間違

いです。チームでの議論を活性化させるためには、

それぞれが意識して取り組むべきことがありま

す。すべての講義で、ファシリテーションに関す

るワークショップ型の講義を１回目にやるように

しています。これによって議論の型に関する知識

を与えます。さらに、この議論の型を意識して実

践させるために、毎回、チームメンバーに自分が

意識することをチームメンバーに発表することで

意識付けし、講義終了時点で振り返らせることに

よって次に生かすべきことを意識させ、これを繰

り返すことによって、ファシリテーション技術の

向上を図るようにしています。

また、議論のプロセスを細かく区切って、個人

で考える時間、考えた結果を個人で書き出す時間、

書き出した結果を発表する時間など、数分間隔で

細かく区切ることによって、議論の活性が低下し

ないようにしています。

（２）SAの導入

120人の受講生のある講義では、3名のSAを導

入しています。

SAはその講義の既習者で、かつファシリテー

ションを中心にしたゼミに所属する上級生から選

抜するようにしています。さらに、講義開始前に

SAを対象にしたコーチングセミナーを開講し、

話の引き出し方を再確認するとともに、講義終了

後にSAと講師による10分程度のAAR（After

Action Review、事後検討会）を行い、コーチン

グのスキルアップを目指しています。

SAは議論が活性化しないグループ、欠席者が

出てチームでのまとめに支障が出るチームに入っ

てチームメンバーとして、またファシリテーター

のサポートとしてチーム内での活動を行います。

チーム数が10以下であれば、講師一人で活性が

下がったチームを順に巡回して、活性を高めるよ

うに支援することが可能ですが、それ以上の受講

生がある授業でアクティブ・ラーニングを効果的

に行うためには、SAの導入は不可欠だと感じて

います。受講生も講師には聞けないこともSAに

は聞くことができるなど、講師が支援するよりも

SAが支援するほうがチーム活動の活性は向上し

ます。

また、SAは受講生よりも深く予習をする必要

がありますが、コーチングのスキルを学べ、実践

できること、授業について受講生に教えることに

よって、自らもさらに深く知識を得ることができ

ることなどから、非常に充実しているとの評価が

得られており、多くの学生がSAを希望します。

（３）チームの構成

ほとんどの講義は、男子学生の比率が大きいた

め、上述した方法でチーム分けを行うと、女子学

生が１名のチームができてしまいます。これまで

の経験で、このようなチームはチームの活性が低

い傾向にあります。また、過去の事例では、この

女子学生が授業に出席しづらくなることもありま

した。そこで、女子学生が一人だけの構成になる

チームを作らないように、チーム編成時には若干

の修正を行うようにしています。

特　集

写真1　授業風景（社会科学から見た安心・安全）
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（４）チーム活動の評価

最初は、作成したマインドマップなどの成果物

をもとにチーム活動を評価していました。これに

よって、チーム内の議論よりも、グラフィックス

が得意なものが一人で書くことに集中し、他のメ

ンバーが参加しなくなる傾向が見られました。そ

こで、グラフィックスのみを採点基準とするので

はなく、チームメンバーの傾聴の姿勢、チームで

の議論の活性度を講師が巡回しながら評価し、そ

の評価結果とその理由を授業中に公表するように

変更しました。これによって、議論の方に集中す

るようになりました。

また、各自の予習の採点を他のチームが行うこ

とにしています。これは、講師側の不可を低減す

るために行ったことであったのですが、受講生に

とっては先生に採点されるよりも同級生に見られ

ることの方が予習に対する動機付けになっている

ようで、Peer Reviewの効果が得られていること

を実感しています。

（５）課題の分担

当初は予習の課題の分担を意識しておらず、1

名でできる量の課題を課していました。

しかし、特に英語の教科書を用いる授業では各

チームで課題を分担するようになっていました。

また、分担を許したほうが、自分のための課題で

あるとともに、自分が課題をしてこなければチー

ムに迷惑がかかるとの意識が芽生えており、課題

への取り組みへの責任感が生まれていると感じま

した。また、「自分が単位を取得するために提出

する自分のための予習」から「チーム学習を効果

的に行うために必要なチームのための予習」と、

予習の意味づけも変化しており、予習の効果も高

まっていると感じています。

課題をチームに課す課題とし

て量を増やして、チームでの分

担を前提として課題に取り組む

よう指示するようにしています。

また、分担した学生が休むとそ

の部分がグループ学習できなく

なることから、同じ場所の分担

を二人で行うように指示してい

ます。

（６）ケースの改訂

議論が実りあるものになるか

否かは、ケースの内容およびケ

ースにおける問いの難易度と質

が適切である必要があります。

各授業における議論の内容をよく

聞き取って、ケースを改訂していくことが重要で

す。ここでは、SAの意見が貴重になり、SAとの

AARにおいて、当日のケースの難易度を検討し、

これをもとに毎年ケースに修正を加えています。

（７）机の配置

当初は講義型を移動させることなく、講義型の

机の配置のままで前列の学生を後ろ向きにして座

らせて、チーム学習を行わせました。しかし、全

体討議のときに、講師が教室前のホワイトボード

を使うと、後ろ向きに座った学生は前を向いてし

まい、その後議論に戻るときに支障が出ていまし

た。そこで、時間はかかりますが、前述および写

真１の通り、机を教室前のホワイトボードに対し

て垂直になるように島状に配置しました。これに

よって、前のホワイトボードを使う場合でも体を

動かさずに顔を前に向けるだけで見ることができ

るようにしています。

SAによると、このように授業の前に受講生み

ずからが座席を島状に配置することは、「これか

ら参加型の授業が始まる」というマインドセット

を切り替えるのにも役立っているようです。机の

配置と復旧で授業時間を犠牲にすることになりま

すが、それ以上の効果が得られると実感しています。

５．実施による教育的な効果
図２に2012年前期の全学部の2年生向けの講義

「経営と経済（現代の企業経営入門）」において授

業の最終回に実施した受講生へのアンケート調査

結果を示します。

受講生の中で講義型授業によって知識を得たい

と思う受講生は全体の10%未満でした。これに呼

応して、グループ学習によるアクティブ・ラーニ

特　集

上級生による授業サポートは有効だ

全く思わない あまり思わない どちらでもない ややそう思う そう思う

ケースの論議よりも講義で知識を得たい

チームでの学習は難しい

この形式を他の講義でも取り入れた方がいい

従来型授業の方がいい

従来型授業と比べて獲得した知識が少なかった

従来型授業と比べて科目への興味がわいた

従来型授業と比べて科目への理解は深まった

０％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

図２　全学教育における授業アンケート結果
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ング型の授業を他にも広げたほうがよいと思う学

生が9割を超えていました。さらに、この講義で

は、講師が一方的に知識を伝授する講義型授業に

比べて、獲得できる知識が少ないと受講生が感じ

るのではないかと危惧していましたが、受講生の

ほとんどはそのように感じておらず、講義終了直

後であってもアクティブ・ラーニング型の講義の

方が、定着する知識が多いと受講生が感じている

ことがわかりました。また、「科目への関心度や

理解度は従来型講義に比べて高まった」と100％

の受講生が回答しており、アクティブ・ラーニン

グの有効性が示唆されました。

また、この講義で初めて上級生によるSAを採

用しましたが、このアンケートによってSAが受

講生にとって有効であったことがわかり、その後

SAを採用する科目を広げました。この講義の前

には本学にはSA制度がありませんでしたが、こ

の講義でSAの有効性が認められたことから本年

度からSAが制度化され、他の講義においても採

用できるようになりました。

学部の２，３，４年生において実施する「経営

情報システム論」における同様のアンケートの結

果、グループ学習型の講義が就活において役立つ

との意見が多くありました。この講義によって就

活で実施されるグループ面接やグループ討議、さ

らには個人面接における対人コミュニケーション

スキルが育成されているためと考えられます。

６．今後の課題と改善点
（１）LACSの利用

現時点では、予習の課題提出は紙媒体で行って

います。これらは授業終了後受講生に持ち帰らせ

ますが、整理して保管されているかは個人により

ます。また、チームごとにホワイトボードを使う

と、議論した結果が残らず、学生は手持ちのスマ

ートフォンなどで議論の結果を個々に撮影して記

録しています。また、本格的なディベートを行う

ためには、授業時間外にチームメンバーが立論を

構成する必要がありますが、本学は学部によって

複数のキャンパスを保有しており、たびたび集ま

るのは困難です。

そこで、本年度より導入された長崎大学主体的

学習促進支援システム（LACS）を用いることを

計画しています。また、今年度入学の学生からパ

ソコン必携となっていることから、授業中もパソ

コンが活用できます。そこで、チームごとに課題

や議論した結果をこのシステム上に残し、他のチ

ームも閲覧できるようにするほか、各メンバーの

課題もシステム上に提出するようにして、学習結

果の整理と、他の受講生の結果の閲覧などを容易

にできるようにすることを考えています。しかし、

これらの登録作業を講師側が授業後に行うには労

力がかかることから、現在効率的な方法を模索し、

試行錯誤中です。

（２）他の講義とのケースの連携

経営情報システム論では、来年度からアクティ

ブ・ラーニングを計画している「数理計画法」の

講義とケーススタディーを連携させ、システム面

（経営情報システム論）とシステムで用いられて

いる計算アルゴリズム（数理計画法）とのシーム

レスな知識の獲得を目指すことにしています。

（３）アクティブ・ラーニング専用の教室

現在は机の配置と復旧に時間を要しています。

アクティブ・ラーニングは全学的に推進されてい

ることから、このような形態の講義が増えれば、

チーム学習型専用の講義室、もしくは、時間割上

でチーム学習型講義をある曜日に集中させるなど

の配慮によって、机の配置の時間をなくせるとよ

いと考えています。

７．むすび
アクティブ・ラーニングは、受講生の出席率や

講義への参加意識、満足度も高く、また、就活へ

も有効との評価が得られており、従来の講義型授

業に比べると、高い教育成果を得ていると実感し

ています。このアクティブ・ラーニングの授業計

画にあたっては、本学の大学教育イノベーション

センターが開催するFDが大きく貢献しました。

グループ学習に基づくアクティブ・ラーニング授

業設計のためのFDでのアクティブ・ラーニング

において、参加された先生方から多くの示唆をい

ただき、授業設計に役立てました。したがって、

これらの講義は教師間のアクティブ・ラーニング

をもとに設計されたアクティブ・ラーニングと言

えます。

本稿がアクティブ・ラーニングの実施を計画さ

れている先生、あるいはすでに実施されている先

生方の参考になれば幸いです。

特　集
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１．はじめに
上智大学では、2001年度から全学共通教育科

目として「情報リテラシー演習」（必修・２単位）

を実施していました。これらは最大34クラスあ

り、全学部の1年次生を対象としていました。こ

れら以外にもプログラミングやICTを扱う科目が

複数ありましたが、ICTを扱うカリキュラムとし

て全体を捉える視点が不足していました。

このため、アメリカNRC (National Research

Council)が発表しているFITness30[1]を参考にし、

カリキュラム全体として可能な限り包括的にスキ

ルをカバーできるよう、科目構成等を見直しまし

た。FITは”Fluency in IT”の略で、「ITを自分の

目的に合わせて使いこなす」ことを意味します。

NRCではこの具体的な項目を 30個 挙げ、

FITness30と呼んでいます。上智大学では2008

年度から2010年度の３年間、学内にワーキング

グループを設け、カリキュラムの整理や新設を議

論し、従来の情報リテラシー、すなわちOSやソ

フトウェアの使い方を演習する科目に加え、新た

に「情報フルエンシー」科目群を設けることとし

ました。これには、プログラミング、ネットワー

ク、マルチメディア、業務分析等システム開発工

程の紹介、ITスキル標準準拠の講義等、多彩な科

目から構成され、できる限りFITness30の項目を

カバーするよう考慮されています。これらは情報

リテラシーを履修した後、さらに個別知識を深め

たい受講者を想定しており、かつ全学共通科目で

あることから、特定の事前知識がないことを前提

に単元構成を組んでいます。このカリキュラム設

計を踏まえ、再構成された科目群が2011年度か

らスタートしました。また、従来は必修科目であ

ったものを選択科目に変更しました。この間の経

緯、FITness30と科目群の整合性の議論に関して

は、曽我部ほか[2]をご参照ください。

本稿では、この科目の一つである「情報リテラ

シー演習（情報検索）」の内容をご紹介します。

この科目は筆者が担当し、以下の特徴を持たせて

います。

• OSやアプリケーションの操作法の習得を

目的とするのではなく、「大学や実務で必要

な情報の入手・加工・提示」という目的を掲

げ、アプリケーションの操作はその遂行に必

要なツールとして位置づける。

• 近年普及しているクラウドベースのツール

（文献データベース、ファイル共有、SNS等）

も、上記目的を遂行するために有効であるこ

とを紹介し、その操作方法や有効性も理解さ

せる。

• FITness30[1]が掲げる「議論を継続的に行う」　　　

「複雑な問題に対応する」「聞き手とのコミュ

ニケーション」「共同作業」等、従来の情報

リテラシー演習に含まれなかった演習内容を

包含する。

以下、科目の具体的内容をご紹介します。

２．情報リテラシー演習（情報検索）
（１）概要

この科目は、上智大学の全学部１年生を対象と

した選択科目として、2011年度から開講されて

います。パソコン教室を用いるため、コンピュー

タの抽選による受講者制限をしています。また、

教 材 の 提 示 や 課 題 提 出 は LMS (Learning

Management System)の一つであるMoodleを用い

ています。このMoodleは大学本部の情報システ

ム室が管理し、全学部の教員が利用できます。科

目の単元構成は、次ページの表１の通りです。

表１の単元のうち、単元１と15は一般的なも

の、また単元２と３は情報リテラシー演習科目群

全体に共通のものです。特に単元３「セキュリテ

ィ・情報倫理」は、情報リテラシー科目群を統括

する委員会から「必ず単元として含める」よう指

示されており、筆者が受けたフィッシング詐欺や

クラウドツールとFITness30を取り入れた
情報リテラシー演習

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育

上智大学理工学部
情報理工学科教授 田村　恭久
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SPAMのメール等の具体的な事例を含めて紹介し

ています。一方、この科目特有の単元は４～14
です。これらの単元の流れを、授業では図１を用

いて整理し、学生に示しています。

図１ではまず、大学や実務で扱うべきデータ源

には様々なものがあり、それら各々に応じてアク

セス方法が異なることを示します。大学における

主要な情報源は図書館ですが、最近は所蔵図書の

みでなく、ネット経由でアクセスできる各種のデ

ータベースがあり、それらを図書館のホームペー

ジで紹介しています。これらを紹介することによ

り、Google等ネット上の公開情報の検索エンジン

を利用することだけが「情報検索」ではない、と

いう理解を周知させます。

この一方で、様々な情報を取得すること自体が

大学や実務の目的ではない、ということを学生が

理解する必要もあります。この科目では、以下の

ポリシーを設定しています。

• 取得した情報を整理・加工して、他者に対

してわかりやすく提示するスキルが重要である

• 自分なりの仮説を設定し、それを検証する

手段として取得したデータを活用することが

重要である

このため、図１の左側で取得した様々なデータ

を、右側のレジュメ、論文、発表スライドとして

まとめるプロセスを紹介し、またそれに有用なツ

ールを演習として実際に使わせています。

以下、図１の上段から、概要をご紹介します。

（２）書誌情報、各種データベース

図１の左上にある「フィールドが整ったテキス

ト」の代表は、文献情報や書誌情報です。この情

報源は、書籍、新聞、雑誌、Web等多岐に渡りま

す。これらへのアクセス方法を単元４で紹介し、

単元５で文献データベースに入力する方法を学び

ます。

研究の世界では、「雑誌」といえば学会で発行

する学術雑誌を指しますが、学生は読んだ経験が

ありません。そこで、大学図書館のOPACに所属

学科に関連するキーワードを入力し、どのような雑

誌がヒットするかを検索させます。そしてそれが、

１）一般向けの雑誌（週刊文春等）

２）専門家向けの雑誌（日経BP社等の専門誌、　　

学会発行のマガジン等）

３）学術雑誌（学会発行の論文誌＝ジャーナル）

のいずれに分類できるかを判断させます。全学共

通科目のため、学生は様々な学科に所属しており、

また教員は検索のキーワードを指定しません。こ

のため、１）と２）の境界にあるもの、２）と３）

の双方に属するもの等、様々な雑誌がヒットしま

す。学生も戸惑いますし、教員やTAも画面を凝

視しながら唸ることがあります。ですが、このよ

うな「予定調和的でない」課題を敢えて出すこと

により、学生と教員が一緒に考え、議論する機会

が出現します。また、実際にその雑誌の内容を図

書館でチェックさせます。このように実物の雑誌

に触れ、内容を読み解くことにより、高校生の時

には知らなかった「専門雑誌の世界」を知ること

ができます。

雑誌自体を知ることも重要ですが、更に重要な

のは掲載されている記事を書誌情報・文献情報と

して収集・整理することです。上智大学では

RefWorksのサイトライセンス契約をしており、

すべての学生が利用可能です。このため、チェッ

クした複数の記事をRefWorksに入力し、整理す

る演習を行っています。

図１　単元の流れ（講義資料より）

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育

＃ 単元内容 備考

１ オリエンテーション —

２ タッチタイピング演習 演習

３ セキュリティ・情報倫理 講義・演習

４ 図書館利用案内 講義・演習

５ 雑誌記事・論文の探し方 講義・演習

６ 情報を整理する 講義・演習

７ 新聞記事・統計資料の探し方 講義・演習

８ 数字を整理・加工する 講義・演習

９ ストーリーを創る 講義・演習

10 発表資料の作成 講義・演習

11 プレゼン発表・テーマ設定 講義・演習

12 発表資料準備 演習

13 発表資料レビュー・リハーサル 演習

14 グループ発表 演習

15 まとめ、授業評価 演習

表１　情報リテラシー演習（情報検索）単元構成

データ類 → → →

フィールドが
整ったテキスト

フィールドが
未定のテキスト

ストーリー
仮説

レジュメ、
論文

発表、
スライド

数字（統計） 表計算

MindMap

KJ法

表計算

PefWorks 文献リスト

まとめ表

グラフ

統計、検定

書誌情報

各種DB

ツール 中間成果 最終成果



16 JUCE Journal 2014年度 No.1

視化し、他者に理解しやすいよう伝えるスキルを

学びます。様々な種類のグラフを紹介しながら、

複数の数値の比較＝棒グラフ、時系列データ＝折

れ線グラフや縦棒グラフ、複数の事象の比較＝複

合グラフ、といった対応関係を解説します。

「相手が理解しやすいグラフ」を描くことは、

簡単なことではありません。Excel等の表計算ツ

ールでは、いとも簡単にグラフが描けてしまうた

め、学生は「描けたから、これでいいや」と妥協

してしまい、そのわかりやすさを吟味し忘れがち

です。このため、筆者は「新聞や雑誌に載ってい

るグラフを探し、それを見やすくするためにどん

な工夫をしているか考察する」という課題を出し

ています。こういったメディアに載るグラフは、

一般読者がひと目で理解できるよう、グラフの形

式を選んだり、過度な詳細を省いたり、軸の数字

を変更しています。これらの工夫を読み解くこと

により、学生はより「相手が理解しやすいグラ

フ」を描けるようになります。

以上のように、扱う情報の種類によって整理・

加工の方法が異なることが単元毎に示され、学生

は演習の中でスキルを身につけていきます。

３．運営方法の工夫
前節では、この科目の単元の流れを概観しまし

た。次に、各々の単元を実際に運営する際に注意

している点を２点ご紹介します。

（１）クラウドベースの各種ツールの利用

従来の情報リテラシー演習は、マイクロソフト

社のOfficeソフトウェアに含まれるワープロ、表

計算、プレゼンテーションといったツールの使い

方の演習が主流でした。しかし、この科目のよう

に「多様なデータ源からの情報を収集・加工・整

理し、他者に示す」というプロセスを主眼におい

た場合、それらだけでは役不足な場面が多くあり

ます。また近年、Webブラウザから利用でき、費

用がかからないクラウドベースのツールが続々と

登場しています。そこで、この科目では可能な限

り最新のクラウドベースツールを紹介し、演習で

使うようにしています。既に単元に組み込んであ

るものとして、ご紹介したRefWorksやMind42が

あります。また、文献検索のGoogle Scholarは

RefWorksに文献方法を簡単にインポートする機

能を持っています。さらに、Google Driveに含ま

れるワープロ、表計算、プレゼンテーション、ア

ンケート、図形描画の機能は、Officeソフトウェ

アを代替できる豊富な機能を持っています。これ

らのツールを紹介し、これから実務で躊躇なく使

えるよう、適宜演習に用いています。

書誌情報・文献情報を他者に開示するため、通

常はレジュメ、論文、発表スライドの末尾に参考

文献リストを明記します。このリストの形式には

標準的なもの（APA、MLA、PubMed等）がある

ほか、学会や学科でローカルな取り決めがあり、

その都度カスタマイズする必要があることを、授

業で伝えています。近年の文献管理ソフトは、

様々な形式のテンプレートを用意しており、また

カスタマイズされた形式の出力も可能です。こう

いった最新動向も合わせて紹介しています。

（３）雑多な情報はアイデアのもと

図１の上から２段目にある「フィールドが未定

のテキスト」とは、書誌情報のように項目が明確

なものでないすべてのテキスト情報を指します。

これには雑誌等の内容も含まれるでしょうし、自

分があれこれ考えた仮説、アイデア、論点等も含

まれます。こういった情報を最終成果の中で位置

づけると、それらは核となるアイデアであったり、

述べるべきストーリーの要素であったりします。

このため、それらの情報は「並べて、見回し、整

理する」手段やプロセスが重要です。このため、

この科目ではKJ法とマインドマップという二つの

手法を紹介しています。

KJ法[3]は、文化人類学者の川喜田二郎が発案し

たもので、非定型かつ膨大な情報を整理・分類し、

系統だてるために有効な手法です。発案当初は紙

のカードを用いていますが、この科目では手法を

紹介したあと、PowerPointを用いて整理・分類す

る演習を行っています。

マインドマップ[4]は比較的新しい手法で、中央

に描いたテーマから関連するトピックを上下左右

に書き足していきます。紙に描くケースもありま

すが、近年はマインドマップを描くソフトウェア

が発売され、またWebブラウザで動作するものも

多く出ています。この科目では手法を紹介したあ

と、Mind42[5]というフリーのWebツールを利用し

て演習を行っています。

（４）統計等の数字を扱う

図１の下段に描かれている「数字」を扱う機会

は、分野によって異なります。人文科学系では稀

ですが、社会科学系では統計データを用いること

がよくあります。また、自然科学系では実験デー

タを扱う機会が多くあります。

理想的には、統計や実験のデータを処理し、有

意差の判定や因子分析を行うスキルを身につけさ

せるべきですが、筆者にはその専門知識や教授ス

キルが不足しているため、この科目では扱ってい

ません。ここでは、集計し、整理したデータを可

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育
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また後述するように、この科目では学生がグル

ープを組み、テーマを定めてプレゼンテーション

を行います。この準備作業は、授業時間だけでは

間に合わないよう意図的にスケジュールを組んで

あります。このため、学生グループが非同期

で作業を行い、意見交換できるツールも適宜

紹介しています。

（２）FITness30のスキル養成

１節で紹介したNRCのFITness30[1]では、情

報技術に習熟するためには、単にツールの操

作方法を学ぶだけでなく、「議論を継続的に

行う」「複雑な問題に対応する」「聞き手との

コミュニケーション」「共同作業」といった

スキルのトレーニングが必要だと述べていま

す。これは従来の情報リテラシーの単元には

含まれておらず、具体的に学生に行わせるべき作

業をゼロから考える必要がありました。

この科目では、学生がグループを組み、グルー

プ毎にプレゼンテーションを行わせます。これを

準備するプロセスの中で、これらのスキルを養う

機会を設けることにしました。表１の単元11の

後半から14が、この作業に当たります。グルー

プ作業は、自己紹介と、グループで発表するテー

マを議論するところから始まり、作業分担を決め、

各々の成果を持ち寄ります。実際には、今まで面

識がなかった仲間と共同作業を行うことに抵抗感

を覚える学生も少なくありません。しかし、実務

の現場では、必ずしも「面識がある仲良し」がチ

ームを組むとは限りません。こういった、学生が

将来直面する場面を紹介し、不慣れな環境で作業

させることを敢えて行っています。

こういった作業の中で、背景知識が異なるメン

バーとコミュニケーションを取り、合意を形成し、

作業を分担する、といった作業に徐々に慣れてい

きます。その中で、リーダーシップを取る者、ア

イデアを出す者、批判的な意見を出す者等、各人

の個性が出てきます。筆者は、大きな問題がある

場合を除き、教員から一方的に指示を出すのでは

なく、各々のチームの進め方や議論をモニターし、

それを応援するサインを送るようにしています。

社会的構成主義に基づく学習理論では、教示する

者（Instructor）ではない支援者（Facilitator）の

重要性が強調されますが、まさにこのことが実感

できる場面です。

４．授業評価アンケート結果とまとめ
上智大学では学校事務システム Campus

Square[6]を導入しており、これを用いて履修登録

やアンケートを実施しています。このシステムを

用いて、本稿で紹介している科目（2013年度秋

学期開講）の受講者45名から、22名の授業評価

アンケート結果を得ました。この結果のうち、定

量評価が可能な５項目について図２に示します。

平均値は、(1) 4.32、(2) 4.47、(3) 4.64、(4) 4.55、

(5) 4.27（いずれも５点満点）でした。科目全体

の流れと単元の位置付けを単元毎に示したこと

が、(3)の評価が高い要因と考えます。

自由記述では、肯定的な意見として「今後のレ

ポート等をやるときに参考になりそうな講義ばか

りだった」「論考の仕方について知ることができ

た」「今後役立ちそうなツールを学べた」といっ

た記述がある一方、「すこしむずかしかった」「出

席をもっと把握してほしい」（提出課題を評価対

象としているため）といった否定的な意見もあり

ました（意見は原文のまま）。

一部の学生にとっては若干難易度の高い内容が

あり、この改善は今後の課題ですが、概ね高い評

価であるため、今後もこの科目を継続して開講し

ていきたいと考えています。
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の科目です。

学生は、卒業までにICTエレメンタリーを除く

科目のうちから４単位を履修しなければなりませ

ん。プログラミング実習が各１単位なのを除けば、

他の科目は２単位です。

学生はまず、事前に「実力確認テスト」を受け、

自分の知識・技能について自己診断するようガイ

ダンスを通じて指導を受けます。テストは択一式

問題で、内容は次のように高校の教科「情報」を

踏まえたものになっています。

・情報化社会とデジタルデータ

・情報機器とその仕組み

・OSとパソコンの管理

・アプリケーションソフトの活用

・ネットワーク

・ネットワーク社会のルールとマナー

例えば、60点～85点の場合に、基
本階層にあるICTベーシックが推奨科

目になります。90点以上なら、基本

階層に加えて応用階層の科目群が選択

肢に入ります。60点未満の場合には、

高校の教科「情報」の知識・技術が不

十分と判断され、まず、「ICTエレメ

ンタリー」からの履修を奨められます。

2013年度前期の本学部学生の履修状

況は次ページ表１の通りです。

なお、半数以上を占める「ICTベー

シックI」は、ミニマムリクワイアメ

ントで、どの授業でも次の内容を含め

ることになっています。

１．はじめに

明治大学情報コミュニケーション学部は2004

年の学部創設以来、学部が自前で情報リテラシー

科目を設置してきましたが、2013年度のカリキ

ュラム改訂で、学部間共通の情報教育科目を大幅

に取り入れることになりました。これで、自分の

知識や技能や関心に応じて科目を従来よりも自由

に選択できるようになりました。本稿では、１、

２年次に履修可能な情報関連科目の概要を示し、

その取り組みの一例として、筆者の担当する「専

門情報リテラシー（新興国事情）」における取り

組みについて紹介させていただきます。

２．情報関連カリキュラム概要

学部間共通の情報教育科目を取り入れた結果、

情報リテラシーに関連する科目群は図１のような

構成になりました。色のついた部分は、学部独自

習熟度別の
情報リテラシー教育の一事例

明治大学
情報コミュニケーション学部准教授 和田　悟

図１　情報リテラシー科目群(１、２年次設置科目)

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育
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・ICT基礎（学習支援システム Oh-o! Meiji利用

法、メール、セキュリティ）

・インターネット資源活用

・PC・Officeリテラシー（PC基本操作、Word、　　

Excel、PowerPointの基礎）

・メディアとのつきあい方

・倫理と法律

・プレゼンテーション、ディスカッション

・実社会とICT など

したがって、別途開設されている「情報倫理」

（講義半期２単位）以外でも、多くの学生はこの

科目で情報倫理を学んでいることになります。ま

た、入学直後全員に対して行われる学内ネットワ

ークの利用講習会が重要な役割を果たしていま

す。講習会で用いる本学独自に作成している映像

資料は、他人の権利を尊重することやトラブル回

避について、必要最小限のことを学ぶ優れた教材

です。トラブル事例などをドラマ仕立てで身近に

感じられるようになっています。

３．専門情報リテラシーについて

「専門情報リテラシー」は、学部独自で設置し

た応用階層にあたる科目で、いろいろな種類があ

ります。担当教員の強みを活かしたテーマで情報

リテラシーについて学ぶものです。筆者が担当す

るのは、「新興国事情」で、表計算ソフトの技能

の確認をしながら、東南アジアを中心とした経済

社会状況を題材として、モデル化などについて学

びます。この他、2014 年度は表２のような分野

を開講しています。それぞれ講義・半期２単位

で、原則として春学期・秋学期ともに同じ内容の

授業を開設しています。

科目名に「専門」という名称が入っています

が、専門的知識を前提とせず１年からでも履修可

能な科目群として設置されています。2014年度

春学期の履修者数は 43名で、実際、半数近くが

１年生です。

「新興国事情」は、まず、様々なインターネッ

ト上の情報源にアクセスしながら、日本や東南ア

ジア諸国の状況を調べることからスタートしま

す。作業用の白地図を配布し、いくつかの Web

サイトを参照させながら、各国の基本情報につい

て書き込ませます。

まず、外務省の「各国・地域情勢」のページで、

和文・英文の正式名称を確認し、人口と面積を記

入させます。このときミャンマーに注目させ、併

せて米CIAのThe World FactbookでBurmaを参照さ

せると、国名や首都に関してさえ、誰がどんな立

場でデータを提供者しているかを意識しなければ

ならないことを知るきっかけとなります。GDPな

どの経済指標は、世界銀行やIMFのデータから転

記するように指示します。また、ICTの普及状況

については、国際電気通信連合（ITU）が公表し

ているデータを転記して、このとき忘れずに日本

の数値も記載させます。これが他国の状況を推測

する物差しになると考えるからです。

こうして東南アジア諸国の概要を得た後で、は

じめて各国の人口やGDPなどを表にしたものを使

ってExcelの実習に入ります。地図を使った上記

の作業は、それぞれの国に目を向けるきっかけと

してはとても重要だと考えています。

Excelの実習では、操作技能の習熟だけにとど

表１ 情報リテラシー科目の履修状況（2013年度前期） 表２　情報コミュニケーション学部の専門情報リテラ
シー科目（2014年度）

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育

科目・階層 のべ人数 割合

ICTベーシック I 421人 53.5%

応用階層 101人 12.8%

専門情報リテラシー 264人 33.5%

総合実践 I 1人 **

新興国事情 経済社会状況を題材としたモデル化

インターネットと

政治

インターネットによる情報収集と

ディベート

法情報
法情報検索、犯罪統計、サイバー

犯罪統計や分析など

ビジネス
ビジネスのためのデータ収集・分

析・プレゼンテーション

社会統計 社会調査分野のデータマイニング

心理統計
心理学で測定されるデータの分析

方法

芸術表現 短編映画制作

ゲーム制作 Processingによるプログラミング実習
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という報告書で使われているICT開発指標(ICT

Development Index : IDI)を時間をかけて取り上げ

ています。これは、2003年からはじまる世界情

報社会サミットにおいて、情報格差是正のため、

各国の情報化の状況を計る必要性から考案された

ものです。「情報化」という漠然とした事象をど

のようにモデル化するか、どのように数値で表し

ていくかその方法を学びます。IDIでは、情報化

がどれほど進んでいるかを、インフラとしてICT

が社会にどれだけ準備されているか（アクセス可

能性）、実際にどれだけ使われているか（使用状

況）、それを使いこなすだけの教育受けているか

（活用技能）という三つの観点からみるもので、

これらが高度に実現されていればいるほど、情報

化の恩恵を受けられると考えるのです。具体的に

は、人口100人あたりの携帯電話の契約件数やイ

ンターネット利用者、識字率や就学率などの11

の指標を計算に用います（図２）。

計算過程では、それぞれの指標値について理想

的な状態の場合にはどのような数値になるべきか

を考える必要がありますし、そのような値と比較

して正規化を行うほか、重み付けしながら複数の

指標を組み合わせてゆき、最終的に一つの指標値

を算出する筋道を理解する必要があります。

さらに、このICT開発指標の計算は、もう一つ

大事な課題を提起してくれます。ランキングに対

する批判的な見方です。”Measuring the Infor-

mation Society”でも、毎年、ICT開発指標のラン

キングを掲載しています。2013年版に掲載され

た最新のランキングでは１位は韓国、２位がスウ

ェーデン・・・日本は12位です。日本の順位が

思ったより低いのがなぜかは、真面目に取り組ん

できた学生ならばIDIの計算方法を見直せばわか

ります。例えば、上位国に比べて大学進学率が低

まらないように気を配っています。

第一に、アセアン統合を間近に控え、我が国に

とって今後ますます重要になってくる地域につい

て目を向けてもらうことです。最近は卒業後２年

ほどすると海外、特に、東南アジアでの勤務や研

修をすることも多くなってきているからです。

第二に、一口にアセアンと言ってもそれらの

国々の社会状況は多様であって、決して日本のよ

うな高度に進んだ情報化社会が一様に世界中に広

がっているわけではないということを知ってもら

うことです。例えば、タイは世界有数のFacebook

ユーザーをかかえる国であり、LINEユーザーの

大学生も驚くほど多くいます。ただし、その一方

で、ラオスやミヤンマーのようにインターネット

の普及がまだまだこれからの国もあります。また、

それぞれの国内に大きな格差を抱えていることも

重要なポイントです。

第三に、一人あたりGDPなどの指標みたときに、

それがどの程度の状況なのかを、日

本の数値と比較して、想像してみる

よう促します。また、それぞれの社

会状況を映し出すような映像資料で

きるだけ用意するよう心がけていま

す。

第四に、課題内容について、立ち

止まって考えてもらうことです。筆

者としては、私立大学情報教育協会

「情報リテラシー教育のガイドライン」[1]における到

達目標３「情報通信技術の仕組みを理解し、モデ

ル化とシミュレーションを課題発見や問題解決に

活用できる」の到達度２「仮説検証の手段として、

モデル化とシミュレーションを通じて実践的な問題

解決に取り組むことができる」にあたる内容だと

考えており、以下に詳しく述べます。

４．モデル化教材としてのICT開発指標

この授業の中心的なツールはExcelです。手本

の通り操作をなぞるだけにならないよう、人口と

国土面積から人口密度を求めさせるような単純こ

とから取り組ませています。

徐々に複雑な課題を織り交ぜて、アジアの国々

の比較などを行っていき、慣れてきたところで、

例年ITUの”Measuring the Information Society” [2]

図2　ICT開発指標の計算表の一部

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育
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いとか、100人あたりの携帯電話の契約数が少な

いなどの理由が見つかります。そして、これらが

急に変化するものではないこと、100人あたりの

携帯電話の契約数の基準値を180とすることの合

理性があるのか、そもそも指標値の大きさでなら

べて順位を明示する自体にもあまり意味がないと

わかってきます。世の中にあふれるランキングも、

どのような観点で何が算出されているのかを把握

しなければならないことを学びます。

複雑な内容の実習が始まる時期に欠席が多くな

った学生は、過去３年間平均して約15%いますが、

最後まで出席した学生の試験成績は良好で半数程

度が80点以上の成績で、不合格者はほとんどい

ません。

学内で統一的に行われる授業評価アンケート

（2013年度後期）でカリキュラムに関する質問で

は表３のような回答を得られています。

アンケート結果は、実のところ学内平均や科目

分類平均を下回っており、なお改善しなければな

らない点が多いのですが、回答と実際の成績の対

応や、内容に関するコメントは筆者を勇気づけて

くれます。手順指示等を見直しつつ、より密度の

濃い内容を心がけます。

なお、2014年度の授業はまだ始まったばかり

ですが、白地図の作業や映像資料の活用について、

次のような感想を得ています。映像資料を利用す

る趣旨が理解してもらえているようです。

「自分で調べて書き残すことで、頭に残るので

作業としてはいいと思いました」「ビデオは視覚

的により東南アジアに目をむけることができるの

で今後もビデオを使った授業を多く取り入れて欲

しいと思いました」「日頃から、ニュースなどで

東南アジアについて知ろうと思いました」。

５．おわりに

筆者が担当している科目に「国際交流（タイ）」

があります。タイの協定校との間で双方向の交流

を中心とするもので、毎年20名前後の学生がタ

イで研修を行い、現地の大学で交流活動を行うほ

か、現地の日本企業を見学し、現地で働く卒業生

に会い、経済の動きを肌で実感してもらいます。

参加者の中には、ここで紹介した「新興国事情」

で関心を持ったことをきっかけとしてあげる学生

も増えてきました。研修中はビデオ撮影しており、

現地の等身大の学生生活も動画などで残せるよう

になってきました。ネットでアクセス可能な数字

に頼るばかりでなく、こうした研修中の現地映像

も使いながら、実感をもってもらえるような授業

を目指します。

参考文献および関連URL

[1]公益社団法人私立大学情報教育協会: 情報リ

テラシー教育のガイドライン 2013年度版.

http://www.juce.jp/edu-kenkyu/2013-literacy-

guide line.pdf

[2]http://www.itu.int/ITU-D/ict/publications/idi/

付録の一部を除いて全文をPDFでダウンロード

可能。

思う(強) 思う(弱) ふつう
思わ
ない
(強)

思わ
ない
(弱)

授業の受講人数
(またはグループ)
は適切な人数だ
と思いますか

4

(19.0%)

2

(9.5%)

15

(71.4%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

この授業を理解
するうえで、履
修できる学年
（配当年次について
どう思いますか）
(5早い⇔3適切⇔
1遅い)

1

(4.8%)

3

(14.3%)

17

(81.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

この科目のカリ
キュラム上の位
置づけ及び他の
科目との関連が
わかりましたか

2

(10.0%)

2

(10.0%)

13

(65.0%)

2

(10.0%)

1

(5.0%)

この授業のレベル
は適切でしたか
(5難しい⇔3適切
⇔1簡単)

6

(30.3%)

7

(35.0%)

7

(35.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

あなたは講義を熱
心に受講したと思
いますか

6

(33.3%)

5

(27.8%)

7

(38.9%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

この授業で新しい
授業で新しい知識
や考え方を得るこ
とはできましたか。

6

(33.3%)

8

(44.4%)

4

(22.2%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

あなたのこの授
業に対する自己採
点は何点ですか

5

(27.8%)

4

(22.2%)

6

(33.3%)

2

(11.1%)

1

(5.6%)

表３　授業評価アンケート(2013年度後期)
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す。情報システム入門Ａは、情報技術の基礎、ハ

ードウェア、ワードプロセッサや表計算の基本的

使用方法などを学習する科目となっています。情

報システム入門Ｂは、電子メールの送受信、Web

検索の活用、情報倫理、プレゼンテーションソフ

トウェアの基本的使用方法、マルチメディアコン

テンツ作成技術の基礎（画像編集やWeb制作の基

礎など）を学習する科目となっています。

湘南キャンパスには約20,000名の学部学生が

在籍しておりますが、自由選択科目で情報系副専

攻科目履修者数は、2010年度（カリキュラム改

訂年度）より増加の傾向にあり、2013年度は約

10,000名（履修者延べ人数）の履修者数があり

ました（図２）。この増加傾向は、情報リテラシ

ー科目はより顕著で、2011年度から急激に履修

者数が増加しています（次ページ図３）。この傾

向を受けて開講科目数を増やしており、2014年

度は月曜日から金曜日の１～４時限、土曜日の１、
２時限とすべての曜日時限で開講しております

が、３時限目の科目を中心として、抽選倍率約２

倍程度と、履修希望者は今後も増加することが予

想されます。土曜日や夏期集中講座の履修者も多

く、学生が自分自身の情報リテラシースキルに対

して、不足感や不安感を持っていることが読み取

れます。

１．はじめに
東海大学は建学以来、文理融合の教育理念を推

進してきており、高度な専門知識を身につけるだ

けでなく、「現代市民として身につけるべき教養」

についての教育を目指しています。2010年度か

ら、その具体的目標として「自ら考える力」「集

い力」「挑み力」「成し遂げ力」の４つの力の育成

をカリキュラムの中心に据え、各授業内容に組ん

でいます。

情報教育センタ

ーは東海大学全体

の情報教育を担当

する教育組織で、

情報リテラシー教

育、プログラミン

グ教育、マルチメ

ディアコンテンツ

制作教育、情報系

資格教育、などの

授業を開講してい

ます。また、指定

の科目を20単位以上取得した学生は、「情報処理

副専攻」「デジタルコミュニケーション副専攻」

を取得することができます。

以下は、東海大学において実施されている情報

リテラシー教育や情報モラル教育、産学連携とア

クティブ・ラーニングを用いたより効果的な情報モ

ラル教育に向けての実践事例について紹介します。

２．東海大学における情報リテラシー科
目と履修者数の推移

東海大学では、学科開講の情報リテラシー科目

「基礎情報処理」を開講していない学科や、より

深く情報リテラシーについて学習したい学生を対

象として、自由選択科目「情報システム入門Ａ」

「情報システム入門Ｂ」の２科目を開講していま

図１　「４つの力」イメージ
キャラクター リッキー

図２　情報系副専攻科目履修者の推移

全学向け情報モラル教育の現状と
アクティブ・ラーニング導入による教育効果

東海大学
情報教育センター准教授 丸山有紀子

東海大学
情報教育センター講師 白澤　秀剛

(左から白澤、丸山）
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３．情報リテラシー科目における情報倫
理教育への取り組み

2013年度秋学期より、情報リテラシー科目

「基礎情報処理（一部例外科目有）」「情報システ

ム入門Ａ」「情報システム入門Ｂ」において、第

１回目授業のガイダンス時にSNS利用に対するモ

ラル指導を導入しました。また、市販のDVD教

材「情報倫理デジタルビデオ小品集４」を導入し、

情報モラル教育指導の補助教材として担当教員が

自由に利用できる環境を整えました。DVD教材

を使用した教員からは、「学生は集中して聞いて

いる」「寝る学生はいない」「楽しそうに見ている」

「興味深そうな顔をしている」「特にＳＮＳ系の話

題は興味深そうである」などの感想が寄せられて

おり、一定の効果が出ていると考えられます。

情報システム入門Ｂでは、ガイダンスだけでな

く、授業内の１回または２回を使用して情報モラ

ル教育を行っています。具体的な内容としては、

著作権に関する知識、特に、画像・音楽などのダ

ウンロード、レポート作成する際のWebサイトか

らの引用に焦点をあて、具体例をあげ、著作権侵

害に当たるか、どこが問題かなどをレポート課題

として提出させています。また、SNSの書き込み

によるトラブルについては、DVD教材や実際の

Webサイトの例を見せ、身近な問題として捉えら

れるようにしています。さらに、レポート課題と

して事例検索を行わせ、最終的にどのような結果

になったのかをまとめさせています。

４．リテラシー教育におけるSNS安全利
用教育の必要性

2013年度はSNS、特にTwitterにおいて、多く

の高校生や大学生が不適切な書き込みを行い、店

舗の閉鎖、損害賠償請求の検討、退学勧告、停学

処分などの、いわゆる炎上事件が頻発しました。

一方で、高校生や大学生の１日のスマートフォン

平均接触時間が100分程度あり、そのうちLINE

が30分以上、Twitterが20分以上との調査結果 [1]

が出ており、SNSの安全利用教育を早急に行う必

要があると思われます。また、本学学生200人を

対象に行ったアンケート[2]において、自分の書き込

みが炎上した学生が１名、身の周りの人の書き込み

が炎上した学生が９名となっており、一部の利用者

の問題ではなくなってきていることがわかります。

企業に対して行った聞き取り調査では、SNSの

炎上問題に関心を示してはいるものの、アルバイ

ト中やアルバイト内容に対するSNS投稿に対して

の規定やルールなどを制定しているところはあり

ませんでした。また、アルバイト学生へのSNS利

用に対する指導も実施しているところはありませ

んでした。ただし、ある１社では、業務中に得た

機密情報を漏洩した場合に備え、アルバイト学生

雇用時に大学の指導教員から連帯責任を約束する

文書を提出してもらうとの回答がありました。こ

の１社は、現時点では例外と言えますが、今後、

他社も同様な対応をしないとは言い切れません。

大学教員が学生のアルバイトの責任まで負うの

は、実際問題として大変負担が大きいと言えます。

このような例が限定的なままであり続けるために

は、情報リテラシー教育における効果的な情報モ

ラル教育を早急に実現する必要があると考えます。

５．産学連携とアクティブ・ラーニングに
よる情報モラル教育の実践例

東海大学のTo-Collabo（トコラボ）プログラム

（文部科学省「地（知）の拠点整備事業」）の一環

として、公益社団法人学術・文化産業ネットワー

ク多摩、NPO法人日本ITイノベーション協会とコ

ラボレーションし、「スマートフォン時代におけ

る青少年のSNS利用と企業のセキュリティーポリ

シー」と題した公開講座を2014年３月１日に開

催しました。参加者は学生20名、社会人17名、

運営教員８名で開催しました。社会人参加者は、

アルバイト学生や派遣労働者の雇用に関係する方

または指導に関係する方を中心に20代から60代

の方に幅広くご参加いただきました。学生の学年

と男女比は次ページの図４、図５のようになって

います。この公開講座では、次ページの表１に示

すように、クリッカー、タブレット端末、ミーテ

ィングレコーダーなどのICT機器を活用するとと

もに、講座形式も、講演、企業参加者と学生との

グループディスカッション、パネルディスカッシ

ョンと、様々な形式を取り入れました。それぞれ

の機器の役割を次ページの表２に示します。

今回使用したクリッカーは小型のリモコンタイ

プで、回答は集計データとして記録されますが、

個人を特定することは基本的にできません。使用

に関しては、参加者全員が使いやすいと回答して

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育
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おり（図６）、90％以上の参加者が挙手と比較し

て答えやすいとの回答（図７）がありました。一

方で、他の参加者の回答についての関心度（次ペ

ージ図８）では97％の参加者が他者の回答に関

心を示していることから、挙手の場合は他人の回

答が気になって、素直に自分の回答をすることが

難しいことを裏付けるデータと言えます。言い換

えれば、匿名性を維持できることで、自分の思い

を素直に回答していると考えられます。

図５　参加者の男女比率

表１　公開市民講座の形式と支援ICT機器

表２　支援ＩＣＴ機器の役割

図４　参加者の学年比率

図６　クリッカーの使用感

写真１　クリッカー 写真２　ミーティング
レコーダー

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育

講演内容 形式 支援ICT機器

第１部（午前１）

「現代社会における

青少年の情報発信と

その影響」

講演 クリッカー

第１部（午前２）

「青少年のSNSをめぐ

る意識と心理」
講演 なし

第１部（午前３）

「 S N S投稿に対する

意識と炎上防止策検

討」

グループディス

カッション

社会人２名＋

学生２～４名

ミーティングレコ

ーダー

タブレット端末

第２部（午後）

「SNS 利用セキュリ

ティーポリシー策定」

パネルディスカ

ッション
クリッカー

支援ICT機器名 役割

クリッカー（写真１）

参加者の回答をリアルタイムで集計し、

グラフで表示します。公演中やパネルデ

ィスカッションで、講演者やパネリスト

からの発問に対して使用しました。

ミーティング

レコーダー

（写真２）

グループディスカッションを動画で記録

することができます。４方向（全方向)を

同時に記録するため、１名の発言中にお

ける聞き手の様子も把握可能です。

タブレット端末

グループディスカッションに必要な各種

資料を納めてあり、必要に応じて閲覧で

きるようにしてあります。また、グルー

プディスカッション時に皆で記入した付

箋を、カメラで撮影して画像ファイルと

して記録します。画像ファイルはクラウ

ドサービスを経由して、１カ所に集めら

れます。

図７　挙手と比較した場合のクリッカーの回答しやすさ
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グループディスカッションでは、社会人２名と

学生２～４名が１グループとなり、１）炎上事例
を見てなぜそのようなことをしてしまうと思うの

か、２）業務中にスマートフォンの携帯を禁じら

れたらどのように感じるか、３）SNSで業務内容

に関連した発信する場合のルールはどうしたらよ

いか、４）学校や企業でのSNS利用者教育をどの

ように行えばよいか、の４テーマについて70分

間議論を行いました。図９に示すように、68％

の参加者がもっと意見を聞きたいと感じており、

通常の講義による情報モラル教育よりも積極的に

参加している様子が見られました。この様子は、

ミーティングレコーダーからも確認できます。ま

た、ミーティングレコーダーについてのアンケー

トでは90％以上の参加者が、心理的抵抗は最初

の頃だけと回答している（図10）ことから、グ

ループディスカッションの分析や評価に今後活用

することが期待できることが分かりました。

公開講座は午前10時30分から午後３時30分と

非常に長い時間に亘って行われたにもかかわら

ず、社会人はもちろんのこと、学生も最後のパネ

ルディスカッションまで、積極的に参加している

様子が見受けられました。

図11はクリッカーを使用することにより参加

意識が変化するかを聞いたアンケート結果で、９

割以上の参加者が、参加意識が高まると回答して

います。このことから、クリッカーは単に参加者

の回答がリアルタイムに得られるという効果だけ

でなく、参加者自身の参加意識の向上にもつなが

ることが分かりました。さらに、SNSセキュリテ

ィに関するアンケートを公開講座参加学生と一般

の学生に行った結果、公開講座参加学生のセキュ

リティ意識の変化に有意差が認められました。こ

のことからも、情報モラル教育へのアクティブ・

ラーニング導入は教育効果を高める効果があるこ

とが分かりました。

６．今後の取り組み
今回の産学連携とアクティブ・ラーニングを用

いた公開市民講座では、情報リテラシー教育の効

果向上に関する多くのデータと知見を得ました。

今後は、50名や100名のクラスで同様の効果を得

る授業プログラムの検討を進めていく予定です。

また、公開市民講座の結果を受けて、産学だけで

なく、家庭とも連携した情報モラル教育を2014

年度に実施することを予定しています。

参考文献
[1]株式会社ジャストシステム:モバイル＆ソーシャル

メディア月次定点調査（2013年10月度）. 2013.

[2]東海大学新聞: Tokai Style 高い意識でトラブルを避

けよう（2014年4月1日）.

人材育成のための授業紹介・情報リテラシー教育

図９　グループディスカッションの評価

図10　ミーティングレコーダーの心理的抵抗感

図11　クリッカーによる参加意識の変化

図８　クリッカーで他人の回答が見られることに対する関心度
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立正大学における学修支援の取り組み

１．立正大学について
立正大学は、品川キャンパス（2014年度より

大崎キャンパスから名称変更）5学部10学科、熊

谷キャンパス3学部5学科を有する学生数1万人規

模の総合大学です。立正大学の

起源は1580年安土桃山時代

の飯高壇林に遡り、明治5年

に開校、2012年に140周年

を迎えました。立正大学の名

称は日蓮聖人の『立正安国論』

に由来し、その立正精神であ

る真実・正義・和平に学ぶこ

とを建学の理念としていま

す。2013年4月に立正大学付

属立正中学校・高等学校が品

川から馬込へ校地移転しまし

たが、その品川校舎を品川キ

ャンパスに吸収するととも

に、法学部の品川キャンパス

への移転を決めました。法学

部移転は2014年度からの4年

間で完了の予定です。また、

品川キャンパスの拡張に伴

い、各種施設のリニューアル

を実施していますが、特に、ネットワーク環境等

の情報システム基盤の充実とラーニング・コモン

ズ等の図書館施設の拡充に力を入れています。

２．立正大学の教育理念、方針
本学は立正の精神に学ぶことを建学の理念とし

ています。立正精神は次の三つの誓いに現されて

います。

一、真実を求め至誠を捧げよう

二、正義を尊び邪悪を除こう

三、和平を願い人類に尽そう

日蓮聖人が真の仏教者として社会に貢献する生

き方を実践できたのは、日本の柱・日本の眼目・

日本の大船になるという若き日の誓願に基づくこ

の『三つの誓い』であったと、流罪地の佐渡で著

された『開目抄』に表現されています。この言葉

をもとに本学第16代学長（第55代内閣総理大臣）

石橋湛山が現代風に言い換えたものが、立正大学

の建学の精神です。本学の大学教育は、この建学

の精神に基づき、深い教養を

備え、モラルと融合した感性

豊かな専門性にすぐれた人材

を育成することを目的として

おり、それを実践するための3

つの方針として、入学者受入

れ（アドミッション・ポリシ

ー）、教育課程編成・実施（カ

リキュラム・ポリシー）、学位

授与（ディプロマ・ポリシー）

を定めています。

（１）入学者受入れの方針

「自らの問題意識を磨き目的

をもって自律的に学修する意

欲のある者」、「基礎的な学力

を十分に備え、主体性と意欲

をもって学修・研究に励むこ

とができる者」であることを

入学者に期待しています。

教育・学修支援への取り組み

表１　設置学部・学科、専任教員数、学生数（2013年５月１日現在）
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ステムの改革に取り組んでいます。

（１）初年次教育の推進

新入生が高等学校までの生活から学問探究の場

としての大学生活へとスムーズに移行し、学修に

積極的に取り組むことができるよう、初年次教育

をとりわけ重視します。初年次教育では、まず

「モラリスト×エキスパート」を育むための全学

共通の必修科目「学修の基礎Ⅰ」で、本学の建学

の精神や沿革はもちろん、社会に生きる人間のあ

るべき姿（モラル）の多面的探究や大学での具体

的な学修方法について学びます。また、大学での

学びを確実にする上で決して欠くことのできない

日本語表現、英語、情報処理等のいわゆるコミュ

ニケーション・リテラシー関連諸科目の充実にも

取り組んでいます。

（２）人間力育成支援プロジェクト（モラりす塾）

の開催

グループワーク中心の参加型学修プログラムで

あり、意欲のある学生に対して「教養」「自律性」

「感受性」を高められるような機会を提供します。

他の学生に対して影響力を与えられるような「リ

ーダー」を養成することで副次的効果をも狙いま

す 。同時に、プロジェクト自体を職場横断的な

職員で構成し、職員が自立的にプロジェクトを運

営することで、教育ビジョンへの理解を深めると

ともに、未来の立正大学を担う次世代リーダーの

養成を目論みます。また教員も参加型のプログラ

ムを必須とすることで、意欲の高い学生に新しい

教育手法を実践する機会を提供します。

（３）RISカフェ

本学の学生たちに学部や学年を越えた仲間との

出会いや、さまざまな学校行事への参画機会を提

供するために「RISカフェ（りすかふぇ）」をオー

プンしています。「RISカフェ」は「ワールドカフ

ェ」という手法を採用し、気軽に自由に議論でき

るような「場」を作っています。月に1度のペー

スで、本学連携高等学校の高校生とのカタリ場、

オープンキャンパスや公開講座での懇談、「立正

大学学園新聞」の取材など、大学が行うイベント

に関連しての成長の「場」として提供しています。

（４）FD活動

この数年で本学のFD活動は着実な変革を遂げ

ました。Webシラバス、授業改善アンケート、GPA、

キャップ制度、FD関連機関紙の発行、FDポスタ

（２）教育課程編成・実施の方針

「全学共通カリキュラムの多面的履修を含め、基

礎的な学習能力を養うとともに、人間・社会・地

球環境に対する理解を深め、専門領域を超えて問

題を探究する姿勢を育成する課程」、「学部・学科

における体系的学習と学部・学科を横断する学際

的学習とを通して、現代の多様な課題を発見、分

析、解決する能力を育成する課程」、「講義および

演習での学びや卒業論文等の作成を通して、知識

の活用能力、批判的・論理的思考力、問題探求

力、問題解決力、表現能力、コミュニケーション

能力、異文化理解力などを統合する学士力を育成

する課程」を編成・実施します。

（３）学位授与の方針

「建学の精神に基づき、深い教養を備えモラル

と融合した感性豊かな専門性にすぐれた者」、「全

学共通教育および各学部・学科の特性に応じて編

成された科目の履修を通じ、教養教育と専門教育

をともに修め、所定の期間在籍し各学部・学科所

定の単位を修得した者」に対して学位を授与します。

３．立正大学における教育ビジョンと
学修改革

本学では、建学の精神にもとづき教育ビジョン

を構築し、その実現に向けた取り組みを進めてい

ます。その教育ビジョンが『「モラリスト× エキ

スパート」を育む。』です。立正大学が育む「モ

ラリスト× エキスパート」は、私たちが生きてい

る／生かされているこの世界をより良いものにし

ていく原動力となる人材です。すなわち、

1.自ら前向きに律することのできる人。

2.人の喜びや悲しみを想像し共有する感受性　

を持った人。

3.大人としての基礎的な教養を身につけた人。

こうした「モラル」という基盤に一人ひとりが

「これだ！」と追求したくなる専門分野を見つけ、

掛け合わせ、深め、議論し、行動を起こす。社会

問題、環境問題が深刻化する中で、このような

「モラリスト×エキスパート」こそが世の中で求

められる人材であると考えます。そのために本学

では、「予測困難な現代社会が要請する諸課題」

を見据えた初年次教育・教養教育の内容の整備・

充実に努めております。『「モラリスト×エキスパ

ート」を育む。』の教育ビジョンの下で具体的な

教育の質保証を確保するために、本学では、GPA、

Webシラバス、授業改善アンケート、FD委員会

活動の導入はもちろんのこと、次のような学修シ

教育・学修支援への取り組み
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ーの掲示、新任教員や専任・非常勤教員を対象と

したFD研修会の開催そして学部開催のピアレビ

ューなどがその成果です。特に、単に種々のFD

のための手法や方法を導入しただけではなく、導

入時点の手法や方法の不断の改善に取り組み、深

化させてきた点は、FD活動として高く評価でき

ると考えています。2014年度からは新たに学習

ポートフォリオやルーブリックへの取り組みを始

めます。

４．授業支援室
本学における教育理念、教育改革、組織的な取

り組み等について説明してきましたが、教育の実

践の場である授業において教育目的を実現するた

めにも遠隔授業を含むICTの活用は不可欠といえ

ます。そのため本学では「授業科目の一部を多様

なメディアを高度に利用して､当該授業を行う教

室等以外の場所で履修させることができる」等、

授業科目に関する学則を改正して授業方法の多様

化を制度面から整備しました。また、普通教室に

対して教卓から操作できるPC(各種授業支援ツー

ル・ソフト)、AV機器(CD、DVD、Blu-ray)、録画

カメラ、プロジェクタ、スクリーン等の機器設置

を推進し、授業におけるICT活用環境を施設面か

ら整備しています。しかしながら、ICTを活用し

た多様な授業を展開するには、ソフトや機器類の

操作知識と技術の取得がどうしても必要であり、

結局は断念してしまうケースが少なくありませ

ん。こうした状況を鑑み、授業現場におけるICT

活用を支援するため、2009年に授業支援

室を開設しました。授業支援室の主な業務

は表２の通りです。

当初は、授業支援室の利用の仕方に教

員が戸惑うこともあり、授業支援室のス

タッフも大学の授業に慣れていないとこ

ろもありましたが、開設以来6年目を迎え、

授業支援室の役割も周知され軌道に乗り

つつあります。特に、クリッカー、マー

クシステム、Web出席システム、WebClass、

Ub!Pointの使用頻度は授業支援室のおかげで格段

に向上しています。また、これら授業支援ツール

の使い方等についての教員向け講習を毎年4月に

開催しており、参加教員は約50名を数えます。

中でも授業録画システムUb!Pointは、講義のネッ

ト配信の潮流もあって、需要が高まっています。

Ub!Ponitではカメラ、録画、録音等の操作を教

員卓備付のPCから行え、単に講義場面の録画ば

かりでなく、配布資料を含めての編集ができます。

学生はその動画を学内外から見ることができます

が、PowerPointやPDF等の講義資料と連動した映

像であるため、授業そのものとして入り込みやす

いでしょう。各学部一様にいずれかの教員が使っ

教育・学修支援への取り組み

図２　教育目標を達成するための仕組み

図１　FDの組織的な取り組み

図３　授業録画システムUb!Point の画面例

表２　授業支援室の主な業務

教室内のPC、AV機器の操作支援と障害対応

遠隔授業のサポート

品川キャンパス‐熊谷キャンパス間の遠隔授業、国内外の他

大学・研究機関等とのインターネットを使った遠隔接続を

サポート

各種授業支援ツール利用サポート

クリッカー、WingnetWebOption、小テスト・アンケート

用マークシステム、Web出席システム（出席管理）、端末室

授業支援システムWingnet、C-Learning システム WebClass、

授業録画システムUb!Pointの活用をサポート

講習会の実施

端末室のPCに導入されているソフトウェアや、授業支援ツ

ールの使い方についての講習や個別指導を実施

その他、機器・備品の貸出し、ICT活用支援の相談等
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ており、また、政策広報課、学生生活課、キャリ

アサポートセンター等の部署でも学生への情報発

信として利用されています。気になる点は、映像

ファイルがUb!Point専用形式のためmp4等へ一般

的な動画ファイル形式への変換が難しいこと。も

う一つは授業支援室の問題ですが、映像編集のス

キルを持つスタッフがいないため、教員自らが編

集作業に多くの時間を費やしている点です。講義

のネット配信をより簡易により多くの人に発信す

るには、この点のクリアが必要でしょう。

授業支援室の今後の課題としては、授業時間外

でも学生への指導的対応が行える指導補助者の育

成と組織化、MOOC等を見据えての強力な教材コ

ンテンツ作成スタッフの採用等があげられます。

前者の先駆けとして2014年度4月よりSA（スチ

ューデント・アシスタント）制度を設け、学部上

級生が初年次情報教育の補助員として授業計画に

参加し、初年次情報系授業における受講生の補助

的対応に就かせるようにしました。ゆくゆくは院

生を横断的に組織し、ICTを活用した授業やラー

ニング・コモンズにおける指導補助者までに成長

させたいと考えています。

５．教育ビジョンを実践する授業例
授業支援室の全面的な協力の下に、本学の教育

ビジョンを実践する授業はいくつかありますが、

その一つとして、本学文学部哲学科の田坂さつき

教授の実践を紹介します。

田坂教授は生命倫理をテーマに難病患者との交

流授業を毎年行っています。ALS（筋萎縮性側索

硬化症）患者の舩後靖彦氏を本学に招き、難病患

者の施設や自宅、あるいは他の授業教室をYahoo!

Messenger Meeting24、Skype、学内遠隔システムでつ

なぎ、ネットを介しての画像・音声による交流が

可能な環境を作ります。学生は患者と直接に対話

しながら「生きるとはどういうことか」などを自

らに問いかけ、患者を含めた皆と話し合いながら、

生命についての考えを深めます。そして目の当た

りにしているその現場から既成の考え方に囚われ

ない自分なりの知を模索し創造して行きます。教

育ビジョンである「モラル×エキスパート」が確

かに実践されている授業であり、知の地殻変動と

いわれる時代に相応しい「生涯学び続け、主体的

に考える力を育成する」取り組みとも言えましょ

う。

（授業事例は、本誌 2011 年度 No.3「遠隔通信を

活用した生命倫理の授業」で紹介しています。

http://www.juce.jp/LINK/journal/1201/mokuji.html）
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図４　交流授業のネットワーク構成

写真１　遠隔授業の様子
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いて研究する。
３）分野別の情報活用教育は、各分野で情報活用

教育の取り組みを啓発するため、参考となる実
践的な授業事例を収集し、紹介する。

４）高校の情報教育と大学教育との接続は、情報
を担当する高校教諭の指導能力及び他教科を担
当する教諭の情報活用能力を支援する仕組みを
とりまとめるとともに、大学の教職課程におけ
る情報教育の対応問題、次期学習指導要領改訂
に向けた情報教育の戦略を検討する。

以上に加え、学生が情報ネットにどのように向き
合っていくべきか、気づきや考える視点を提供する
ための有識者を交えた「人口70億人時代のネット社
会を創造するためのフォーラム」の企画を平成27年
度に向け準備する。

[公益３] 私立大学における情報環境の整備促進に
関する調査及び研究、公表・推進

(１) 情報環境整備に関する調査及び推進（継続)
【事業組織】情報環境整備促進委員会

平成27年度における情報通信技術活用に関する国
の財政援助について私立大学全体の要望をとりまと
めるため、情報関係の財政援助のニーズ調査を実施
し、情報環境の整備・充実に必要な財政支援を文部
科学省に提案する。また、改革総合型の申請で情報
関係の設備・装置が採択された事例を類型化するな
ど、参考となる情報提供を必要に応じて行う。

(２) 私立大学情報環境調査の実施（新規）
【事業組織】基本調査委員会

教育の質的転換に向けて情報環境を適切に整備・
活用している状況を自己点検・評価できるようにす
るため、加盟校を対象に情報関係の施設・設備及び
コンテンツの整備状況と今後の整備方針、情報セキ
ュリティの状況、情報システム等の利活用の実態と
今後の計画などについて調査を実施し、平成27年度
の最終報告に向けて中間集計の状況を報告する。

(３) 教育・学修機能の高度化等に関する情報システ
ムの研究、推進（継続）

【事業組織】大学情報システム研究委員会

【公益目的事業】
［公益１］ 私立大学における情報通信技術活用に

よる教育改善の調査及び研究、公表・促進
（１）情報通信技術による教育改善の研究（継続）

【事業組織】学系別FD/ICT活用研究委員会
分野別ｻｲﾊ゙ -･ｷｬﾝﾊ ｽ゚･ｺﾝｿ-ｼｱﾑ運営委員会

教育の質的転換に向けた教育改善を促進するた
め、ICTを活用した能動的学修（アクティブ・ラー
ニング）への取り組み方策等について分野別にテー
マを設定し、研究を展開する。その際、必要に応じ
て教員有志による対話集会を開催し、実践事例の紹
介及び意見交流を通じて理解の促進を図る。

(２) 私立大学教員の授業改善調査結果の公表（継続）
【事業組織】　基本調査委員会

本協会加盟の大学・短期大学の全専任教員（約５
万６千人）を対象に実施した「私立大学教員の授業
改善に関する調査」の結果を集計・分析し、教育の
質的転換を図るための課題や対策、ICTを活用した
授業改善への取り組みと課題などを「私立大学教員
による授業改善白書」としてとりまとめ、公表し、
大学及び文部科学省、関係機関に施策への反映を呼
びかける。

[公益２] 私立大学における情報教育の改善充実に
関する調査及び研究、公表・促進（継続)

【事業組織】情報教育研究委員会
情報リテラシー・情報倫理分科会
分野別情報教育分科会
情報専門教育分科会
情報教育高大接続分科会

｢分野共通の情報リテラシー教育｣､｢情報の専門教
育｣､｢分野固有の情報活用教育｣､｢高校の情報教育と
大学教育の接続」について、それぞれ以下の事業を
展開する。

１）情報リテラシー教育は、修正したガイドライ
ンに基づく教育・学修方法の実践的取り組みの
策定及び評価方法などを研究する。

２）情報の専門教育は、ICTを活用して様々な領
域でイノベーションに関与できる教育を目指し
て産業界と連携した実践的な学修の仕組みにつ

1
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学修ポートフォリオに求められる役割・機能を整
理し、導入のメリットとデメリットを明確化した上
で大学としての課題及び対応策を考察する。その際、
学生に正しく記録させるための仕掛けと動機づけの
工夫、教員及び職員の参画を促進・普及させる戦略
や I R（大学機関調査）の一環としてｅポートフォ
リオシステムのイメージを整理する。

[公益４] 大学連携、産学連携による教育支援等の
振興及び推進

(１) 電子著作物相互利用の推進（継続）
【事業組織】電子著作物相互利用事業委員会

大学または教員が作成した教育コンテンツの相互
利用をインターネット上で仲介し、教材の豊富化に
よる授業環境の改善とコンテンツ提供による教育業
績への反映など提供者・利用者双方に有益であるこ
との呼びかけを一層積極化する。また、ｅラーニン
グコンテンツの利用環境の改善を推進するため、著
作権法の一部改正要望の実現に向けて文化庁との折
衝を進展させる。

(２) 産学連携による教育支援の振興及び推進（継続）
【事業組織】産学連携推進プロジェクト委員会

社会の信頼に応えられる情報系分野の人材育成を
支援するため、大学、産業界の双方が「産学連携人
材育成ニーズ交流会」を通じて、ICTで解決策をデ
ザインできるよう分野横断的な教育の仕組みについ
て認識を深める。また、教員の教育力の向上を目指
して産学連携による教員の企業現場研修を拡充する
とともに、学生が情報通信技術の重要性・発展性に
興味・関心を抱き、イノベーションに関与する姿勢
及び学びが促進されるよう社会の有識者との対話を
通じた「社会スタディ」を全国の大学１・２年生を
対象に継続実施する。

(３) ｅラーニングによる教育支援の振興及び推進　
（継続）

【事業組織】知の探求サイバー協同学習支援委員会
未来に立ち向かう志を持つ若者の学修をネット上

で支援する「知の探求・協同学習サイバー・コンソ
ーシアム」の構想について、実効性のある教育支援
の仕組み及び支援方法、課題設定の在り方等につい
て見直し、平成27年度を目途に２年計画で再構築す
る。

[公益５] 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
（継続）

(１) 情報通信技術を活用した優れた授業研究の評価
と表彰

【事業組織】 ICT利用教育改善発表会運営委員会
情報通信技術を活用した教育力の向上を推進する

ため、文部科学省の後援を受けて全国の大学・短期

大学を対象に｢ICT利用による教育改善研究発表会」
を継続実施し、学士力の実現に効果的な情報通信技
術の活用研究を選考・表彰し、インターネット等に
よる公表を通じて教育改善の研究を啓蒙・普及する。

(２) 教育改革のための情報通信技術活用に伴う知識
と戦略的活用の普及

(2)-1　教育改革ICT戦略大会（継続）
【事業組織】教育改革ICT戦略大会運営委員会

中央教育審議会の「質的転換答申」と第２期教育
振興基本計画に基づく「大学改革実行プラン」を踏
まえて、平成29年度までに取り組むべき教育改革の
戦略について共通理解を形成するため、文部科学省
の後援を受けて全国の大学・短期大学を対象に「教
育改革ICT戦略大会」を継続実施し、ICTの活用を含
むアクティブ・ラーニングによる授業や双方向型授
業への取り組み、ｅラーニングによる反転授業の可
能性、ラーニング・マネジメントシステムによる学
修時間・学修行動の把握、I R（大学機関調査）の重
要性と組織的な対応、ｅポートフォリオシステムな
ど教学システムについて理解の共有と普及を図る。

(2)-2 短期大学教育改革ICT戦略会議（継続）
【事業組織】短期大学会議教育改革ICT運営委員会
社会のニーズと短期大学教育のマッチングを行

い、教育の質的転換が促進できるよう「短期大学就
業力コンソーシアム構想」に基づく活動を支援する。
また、文部科学省中央教育審議会において議論され
ている短期大学の役割・機能の情報を共有し、地域
社会と連携した就業力教育の充実を目指すため、

「短期大学教育改革ICT戦略会議」を継続実施し、
ICTを活用した教育戦略について研究討議する。

(３) 教員及び職員の情報通信技術活用能力の研修
(3)-1　FDのための情報技術研究講習会（継続）

【事業組織】 FD情報技術講習会運営委員会
私立大学における教員の教育技術力の向上を支援

するため、全国の大学・短期大学を対象に「FDの
ための情報技術研究講習会」を学外FDとして継続
実施し、事前・事後学修を促進するための電子書籍
型教材の作成、学生参加型の授業の工夫、学生が能
動的に学ぶための授業方法などICTを活用した教育
手法の習得を目指す。その際、主体性を引き出す授
業の工夫、アクティブ・ラーニングによる教育実践
の紹介、反転授業の紹介と教育効果、コンテンツの
作成・活用に伴う著作権関連の知識について情報提
供を行う。

(3)-2  大学職員情報化研究講習会（継続）
【事業組織】大学職員情報化研究講習会運営委員会
私立大学における職員のICT活用能力の開発・強

化を支援するため、全国の大学・短期大学を対象に
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「大学職員情報化研究講習会」を継続実施し、大学
改革実行プランの実現に向け情報通信技術を活用し
たアクティブ・ラーニングの学修支援、ラーニン
グ・マネジメントシステムによる事前・事後の学修
支援、I R（大学機関調査）のシステム化及びｅポー
トフォリオ構築に伴う教学システムの整備など教育
改革の基盤づくりについて研究講習し、各業務部門
及び情報センタ等部門における職員の知識・理解を
深める。その際、平成27年度に向けた学校法人会計
制度の変更に伴う情報システムの移行対策について
情報交流を行う。

(４) 情報セキュリティの危機管理能力のセミナー
（継続）

【事業組織】情報セキュリティ研究講習会運営委員会
私立大学における情報セキュリティの危機管理能

力の強化を支援するため、情報担当部門の管理責任
者、関係教職員を対象に「大学情報セキュリティ研
究講習会」を継続実施し、サイバー攻撃に対するア
クセス防御技術の演習及びインシデント情報共有の
仕組み作りについて情報処理推進機構の協力を得て
研究するとともに、災害時の業務継続性を確保する
対策としてガバナンス関係者への働きかけなどのガ
イドラインを研究討議する。

[公益６] この法人の事業に対する理解の普及（継続）
【事業組織】事業普及委員会、翻訳分科会

情報通信技術活用による教育改善の促進、情報教
育の充実と普及、情報環境の整備促進、大学連携・
産学連携による教育支援等の振興・促進、大学教職
員の職能開発及び大学教員の表彰について理解と協
力を得ることを目的に、機関誌「大学教育と情報」
の発行とインターネットによる発信を行う。また、
大学関係者に直接理解を求めるため、関東以外の地
域で地域別事業活動報告交流会を継続実施する。

【その他の事業(相互扶助等事業)】
[他１] 高度情報化の推進・支援
(１) 情報化投資額の点検・評価の推進（継続）

【事業組織】　支援室
本協会加盟の大学、短期大学の情報化投資額の実

態を調査し、大学の規模・種別ごとに比較可能な投
資規模の情報を加盟校ごとに提供する。

(２) 戦略的教育情報の交流支援（継続）
【事業組織】　支援室

加盟校を対象に大学教育の戦略情報を相互に交流
することができるよう、「大学間情報交流システム」を
介して大学間での情報共有及び情報交流を支援する。

(３) 情報通信技術活用に伴う相談・助言（継続）
【事業組織】　支援室

教育の質的転換に求められる情報通信技術の活
用、教育・学修支援の在り方、財政援助の有効活用、
情報環境の構築等について、加盟校の要請に応じて
個別にキメの細かい相談・助言を提供する。

(４) 大学、企業、地域社会との連携を推進する拠点
校への支援（継続）

【事業組織】　支援室
大学連携による授業支援及び教材の共有化を実施

している拠点校、ｅラーニング推進拠点校など必要
に応じて情報交流を通じて事業マネジメントの助言
等について協力・支援する。また、短期大学コンソ
ーシアムの拠点校に就学力支援のポータルサイトを
構築し、運営を支援する。以上に加えて、日本とし
てのMOOC環境を整備するため、日本オープンオン
ライン推進協議会（ JMOOC）に対して助言等の支援
を積極化する。

(５) 報道機関コンテンツの教育利用問題への対応
（継続）

NHKの映像コンテンツを教育に再利用する仕組み
の実現に向け、新体制の中で折衝を展開する。

[他２] 経営管理者等に対する教育政策の理解の普及
(１) 教育改革FD/ICＴ理事長・学長等会議（継続）

加盟校の理事長、学長、学部長等のガバナンス関
係者を対象に「教育改革FD/ICT理事長・学長等会
議｣を継続実施し、教育の質的転換を実行する上で
の基本的な問題、教学ガバナンスに求められるマネ
ジメント政策、産学連携によるイノベーション人材
の育成策、情報化投資効果に関する課題等について
理解を深める。

(２) 教育改革事務部門管理者会議（継続）
加盟校の事務局長、部課長等を対象に「教育改革

事務部門管理者会議」を継続実施し、大学改革実行
プランに求められる教育改革について、改革総合型
の財政援助を効果的に獲得するための教学マネジメ
ント及び教育の質向上に関するPDCAサイクルの確
立に関する情報通信技術の活用戦略、教育・学修支
援体制の整備、情報環境セキュリティの整備、情報
環境の整備・運用に伴う負担の軽減化と情報投資効
果に関する課題について理解を深める。

[他３] 研究会等のビデオ・オンデマンド配信（継続）
【事業組織】　事業普及委員会

本協会の事業で発表・講演されたコンテンツを教
職員の職能開発の研究資料として活用できるように
デジタルアーカイブ化し、希望する加盟校に有料で
配信する
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社会福祉学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
山路　克文 現代日本社会学部教授
委　員
戸塚　法子 総合福祉学部教授
山田　利子 人間科学部教授
井上　　浩 生涯福祉学部准教授
アドバイザー
天野　マキ　　　　　　　　　　人間福祉学科教授

心理学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
木村　　裕 名誉教授
委　員
松田　英子 社会学部教授
今井　久登 文学部教授
横山　恭子 総合人間科学部教授
大島　　尚　　　　　　　　　　社会学部教授
片受　　靖　　　　　　　　　　心理学部准教授

法律学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
加賀山　茂 法科大学院法務職研究科教授
委　員
執行　秀幸 法科大学院法務研究科教授
吉野　　一 名誉教授
中村　壽宏 大学院法務研究科教授
笠原　毅彦 大学院法学研究科教授

嶌　英弘 法科大学院法務研究科教授

経済学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
林　　直嗣 経営学部教授
委　員
碓井　健寛 経済学部准教授
渡邉　隆俊 経済学部教授
児島　完二 経済学部教授
山田　勝裕 経済学部教授
大久保　 大学院ビジネス研究科教授
中嶋　航一　　　　　　　　　　経済学部教授
山　　好裕　　　　　　　　　　経済学部教授

アドバイザー
五十嵐義行　　　　　　　　　　国際関係学部准教授

皇 學 館 大 学

淑 徳 大 学
武 蔵 野 大 学
兵 庫 大 学

宇都宮短期大学

早 稲 田 大 学

江 戸 川 大 学
学 習 院 大 学
上 智 大 学
東 洋 大 学
立 正 大 学

明 治 学 院 大 学

中 央 大 学
明 治 学 院 大 学
神 奈 川 大 学
桐 蔭 横 浜 大 学
京 都 産 業 大 学

法 政 大 学

創 価 大 学
愛 知 学 院 大 学
名古屋学院大学
京 都 産 業 大 学
同 志 社 大 学
帝 塚 山 大 学
福 岡 大 学

東 京 国 際 大 学
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役員・各種委員会委員

役　　員
会　長
向殿　政男　　　　　　　　　　顧問、校友会会長、名誉教授
副会長
疋田　康行 経済学部教授
常務理事
宮川　裕之 情報メディアセンター所長、社会情報学部教授
高橋　隆男 情報教育センター教授
野田　慶人 理事、芸術学部長
深澤　良彰 理事
理　事
松澤　　茂 情報システム部長
屋代　智之 情報科学部長
秋山　隆彦 計算機センター所長
赤木　完爾　　　　　　　　　 ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ所長
田中　輝雄　　　　　　　　　 情報科学研究教育センター所長
角田　和巳　　　　　　　　　　学術情報センター長、工学部教授
武藤　康彦　　　　　　　　　　総合メディアセンター長
高萩栄一郎　　　　　　　　　　情報科学センター長
平野　廣和 情報環境整備センター所長
太原　育夫　　　　　　　　　　総合教育機構情報教育センター長
福田　好朗　　　　　　　　　　デザイン工学部教授
河合　儀昌　　　　　　　　　　情報処理サービスセンター所長
廣安　知之 副CIO、生命医科学部教授
森本　朗裕　　　　　　　　　　教学部長
柴田　　一　　　　　　　　　　ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ所長
石浦菜岐佐　　　　　　　　　　学長補佐
監　事
品川　　昭 情報システムセンター部長
森本あんり　　　　　　　　　　学務副学長
舘　健太郎　　　　　　　　　 総合情報センター所長

各種委員会

学系別教育FD/ICT活用研究委員会
担当理事
疋田　康行 経済学部教授

英語学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
田中　宏明 経営学部長
委　員
松村　豊子 ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
小林　悦雄　　　　　　　　　　異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
原田　康也 法学学術院教授
西納　春雄 グローバル地域文化学部教授
山本　英一 外国語学部教授、学長補佐
吉田　研作　　　　　　　　　　言語教育研究センター長

私情協ニュース

明 治 大 学

立 教 大 学

青 山 学 院 大 学
東 海 大 学
日 本 大 学
早 稲 田 大 学

東 北 学 院 大 学
千 葉 工 業 大 学
学 習 院 大 学
慶 應 義 塾
工 学 院 大 学
芝 浦 工 業 大 学
上 智 大 学
専 修 大 学
中 央 大 学
東 京 理 科 大 学
学校法人法政大学
金 沢 工 業 大 学
同 志 社 大 学
立 命 館 大 学
関 西 大 学
関 西 学 院 大 学

桜 美 林 大 学
国際基督教大学
駒 澤 大 学

立 教 大 学

京 都 学 園 大 学

江 戸 川 大 学
立 教 大 学
早 稲 田 大 学
同 志 社 大 学
関 西 大 学
上 智 大 学
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経営学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
佐々木利廣　 進路センター長、経営学部教授
委　員
安田　英土 社会学部教授
岩井　千明 国際マネジメント研究科教授
寺澤　朝子　　　　　　　　　 経営情報学部教授
雑賀　憲彦 都市情報学部教授
日置　慎治 経営学部長
アドバイザー
宮林　正恭　　　　　　　　　　研究参与

会計学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
岸田　賢次 商学部教授
副委員長
椎名　市郎 学長、商学部教授
委　員
松本　敏史 大学院会計研究科教授
阿部　　仁 経営情報学部准教授
河 照行 大学院社会科学研究科会計専門職専攻長
金川　一夫 経営学部教授
福浦　幾巳 商学部教授

物理学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
藤原　雅美 工学部教授
副委員
寺田　　貢　　　　　　　　　　理学部教授
委　員
穴田　有一　　　　　　　　　　経営情報学部教授
満田　節生 理学部准教授
徐　　丙鉄 工学部教育推進センター教授
アドバイザー
太田　雅久 名誉教授
松浦　　執 基礎自然科学講座教授

化学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
堀合　公威 理学部准教授
副委員長
小林　憲司 工学部教育センター教授
及川　義道 理学部准教授
委　員
松山　　達 工学部教授
庄野　　厚 工学部教授
幅田　揚一　　　　　　　　　　理学部教授
武岡　真司 理工学術院教授
木村　隆良 電算機センター長、理工学部教授

機械工学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
曽我部　潔 名誉教授
委　員
田辺　　誠 工学部機械工学科教授
角田　和巳 学術情報センター長、工学部教授
田中　　豊 デザイン工学部教授

京 都 産 業 大 学

江 戸 川 大 学
青 山 学 院 大 学
中 部 大 学
名 城 大 学
帝 塚 山 大 学

（公財）未来工学研究所

名古屋学院大学

中 央 学 院 大 学

早 稲 田 大 学
中 部 大 学
甲 南 大 学
九 州 産 業 大 学
西 南 学 院 大 学

日 本 大 学

福 岡 大 学

北海道情報大学
東 京 理 科 大 学
近 畿 大 学

甲 南 大 学
東 京 学 芸 大 学

城 西 大 学

千 葉 工 業 大 学
東 海 大 学

創 価 大 学
東 京 理 科 大 学
東 邦 大 学
早 稲 田 大 学
近 畿 大 学

上 智 大 学

神奈川工科大学
芝 浦 工 業 大 学
法 政 大 学

荻原　慎二 理工学部教授
青木　義男 理工学部教授
高野　則之 工学部教授

建築工学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
衣袋　洋一 名誉教授
委　員
寺井　達夫　　　　　　　　　　工学部准教授
澤田　英行　　　　　　　　　　システム理工学部教授
前田　寿朗 理工学術院教授
渡辺　仁史 理工学術院教授
アドバイザー
真下　和彦 名誉教授
関口　克明 教授

経営工学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
渡邉　一衛 理工学部教授
委　員
井上　明也 社会システム科学部教授
玉木　欽也 経営学部教授
水野　浩孝 情報通信学部教授
細野　泰彦 知識工学部准教授
後藤　正幸 創造理工学部教授
中島　健一 工学部教授
佐々木桐子 情報文化学部准教授
小池　　稔 機械工学科・ものづくり創造工学科准教授

栄養学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
武藤志真子 栄養学部教授
委　員
中川　靖枝 生活科学部教授
市丸　雄平 家政学部教授
原島恵美子 応用バイオ科学部准教授
酒井　映子 心身科学部教授
石 由美子 生命工学部教授
室伏　　誠 食物栄養学科長

被服学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
阿部　栄子 家政学部教授
委　員
岡田　宣子 家政学部教授
渡部　旬子 服装学科教授
アドバイザー
鈴木美和子 服飾学部長

医学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
内山　隆久 川口診療所所長
委　員
平形　道人　　　　　　　　　　医学部教授
建部　一夫 医学部准教授
山本　貴嗣　　　　　　　　　　医学部准教授
福島　　統 教育センター長

東 京 理 科 大 学
日 本 大 学
金 沢 工 業 大 学

芝 浦 工 業 大 学

千 葉 工 業 大 学
芝 浦 工 業 大 学
早 稲 田 大 学
早 稲 田 大 学

東 海 大 学
デジタルハリウッド大学

成 蹊 大 学

千 葉 工 業 大 学
青 山 学 院 大 学
東 海 大 学
東 京 都 市 大 学
早 稲 田 大 学
神 奈 川 大 学
新潟国際情報大学
産業技術短期大学

女 子 栄 養 大 学

実 践 女 子 大 学
東 京 家 政 大 学
神奈川工科大学
愛 知 学 院 大 学
福 山 大 学
日本大学短期大学部

大 妻 女 子 大 学

東 京 家 政 大 学
文化学園大学短期大学部

杉 野 服 飾 大 学

さいたま生活協同組合

慶 應 義 塾 大 学
順 天 堂 大 学
帝 京 大 学
東京慈恵会医科大学

私情協ニュース
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高桑　雄一 医学部長
高松　　研 医学部長
渡辺　　淳　　　　　　　　　　大学情報センター学術・業務部門准教授
アドバイザー
松本　俊治　　　　　　　　　　医学部附属練馬病院病理診断科長

歯学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
神原　正樹 歯学部教授
委　員
片岡　竜太 歯学部教授
藤井　　彰 名誉教授
佐藤　利英 新潟生命歯学部准教授
新井　一仁 生命歯学部教授
花田　信弘 歯学部教授
池尾　　隆　　　　　　　　　　歯学部教授
奥村　泰彦 歯学部教授
アドバイザー
森實　敏夫 客員研究主幹

薬学教育FD/ICT活用研究委員会
委員長
松山　賢治 薬学部教授
副委員長
黒澤菜穂子 医薬情報解析学分野教授
委　員
齊藤　浩司 薬学部教授
大谷　壽一 薬学部臨床薬学講座教授
大嶋　耐之 薬学部教授
松野　純男 薬学部医療薬学科教授
徳山　尚吾 薬学部教授

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会
担当理事
疋田　康行 経済学部教授

（政治学）
委　員
平野　　浩　　　　　　　　　　法学部教授
川島　高峰 情報コミュニケーション学部准教授
昇　　秀樹　　　　　　　　　　都市情報学部教授
名取　良太 総合情報学部教授

（社会学）
委　員
土屋　　薫 社会学部教授
犬塚潤一郎 生活科学部教授
竹田　美知 副学長、人間科学部教授

（コミュニケーション関係学）
委　員
阿部　勘一 経済学部准教授
鈴木　利彦 商学学術院准教授
北根　精美　　　　　　　　　　国際学部教授

東京女子医科大学
東 邦 大 学
関 西 医 科 大 学

順 天 堂 大 学

大 阪 歯 科 大 学

昭 和 大 学
日 本 大 学
日 本 歯 科 大 学
日 本 歯 科 大 学
鶴 見 大 学
大 阪 歯 科 大 学
明 海 大 学

（公社）日本医療機能評価機構

近 畿 大 学

北海道薬科大学

北海道医療大学
慶 應 義 塾 大 学
金 城 学 院 大 学
近 畿 大 学
神 戸 学 院 大 学

立 教 大 学

学 習 院 大 学
明 治 大 学
名 城 大 学
関 西 大 学

江 戸 川 大 学
実 践 女 子 大 学
神戸松蔭女子学院大学

成 城 大 学
早 稲 田 大 学
常 磐 大 学

（国際関係学）
委　員
林　　　亮 文学部教授
佐渡友　哲　　　　　　　　　　法学部教授
多賀　秀敏 社会科学総合学術院教授

（電気通信工学）
委　員
小林　清輝 工学部教授
岳　　五一 知能情報学部長
玉野　和保　　　　　　　　　　副学長、工学部教授

（土木工学）
委　員
栗原　哲彦 工学部准教授
武田　　誠 工学部教授
北詰　恵一 環境都市工学部准教授

（数学）
委　員
山本　修一 理工学部教授
平野照比古 情報学部教授
井川　信子 法学部教授
山崎　洋一 理学部講師

（生物学）
委　員
伊藤　佑子 名誉教授
須田　知樹 地球環境科学部准教授
佐野　元昭 ゲノム生物工学研究所准教授

（看護学）
委　員
仲井　克己 地域医療学部教授
宮本千津子 医療保健学部教授
石橋カズヨ 看護学部教授

（芸術系）
委　員
小川　　博 情報教育センター教授
有馬十三郎 家政学部教授
久原　泰雄 芸術学部教授
宮田　義郎 工学部教授
井澤　幸三 メディア芸術学部教授

（統計学）
委　員
渡辺美智子 大学院健康マネジメント研究科教授
竹内　光悦　　　　　　　　　　人間社会学部准教授
中西　寛子 名誉教授
今泉　　忠 経営情報学部教授

（教育学）
委　員
舟生日出男　　　　　　　　　　教育学部准教授
三尾　忠男 教育・総合科学学術院教授
竹熊　真波 文学部教授

創 価 大 学
日 本 大 学
早 稲 田 大 学

東 海 大 学
甲 南 大 学
広 島 工 業 大 学

東 京 都 市 大 学
中 部 大 学
関 西 大 学

日 本 大 学
神奈川工科大学
流 通 経 済 大 学
岡 山 理 科 大 学

創 価 大 学
立 正 大 学
金 沢 工 業 大 学

帝 京 平 成 大 学
東京医療保健大学
活 水 女 子 大 学

東 海 大 学
東 京 家 政 大 学
東 京 工 芸 大 学
中 京 大 学
大 手 前 大 学

慶 應 義 塾 大 学
実 践 女 子 大 学
成 蹊 大 学
多 摩 大 学

創 価 大 学
早 稲 田 大 学
筑紫女学園大学

私情協ニュース
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（体育学）
委　員
大橋 二郎 スポーツ・健康科学部教授
内山　秀一 体育学部教授
來田　享子 スポーツ科学部スポーツ教育学科長
田附　俊一 スポーツ健康科学部教授

情報教育研究委員会
担当理事
向殿　政男 顧問、校友会会長、名誉教授
委員長
村井　　純 理事、環境情報学部長
副委員長
斎藤　信男 名誉教授
委　員
玉田　和恵 ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
照屋さゆり リベラルアーツ学部長
牧野　光則 理工学部教授
大場善次郎 総合情報学部教授
アドバイザー
大原　茂之　　　　　　　　　　名誉教授
真下　和彦　　　　　　　　　　名誉教授

情報教育研究委員会　情報リテラシー・情報倫理分科会
主　査
玉田　和恵　　　　　　　　　　ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授　
委　員
伊藤　　穣 文学部准教授
田村　恭久 理工学部教授
和田　　悟 情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部准教授
金子　勝一 経営情報学部教授
中西　通雄 情報科学部教授
本村　康哲 文学部教授

情報教育研究委員会　情報専門教育分科会
主　査
大原　茂之 名誉教授
委　員
須田　宇宙 情報科学部准教授
松浦佐江子 システム理工学部教授
渡辺　博芳 理工学部教授
中村　太一　　　　　　　　　　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ学部教授
高田　哲雄 情報学部教授
アドバイザー
斎藤　信男　　　　　　　　　　名誉教授
株式会社バンダイナムコスタジオ
株式会社日立製作所
富士通株式会社　　　　　　　　　　

情報教育研究委員会　分野別情報教育分科会
主　査
真下　和彦 名誉教授
副主査
児島　完二 経済学部教授
委　員
日置　慎治 経営学部長
阿部　　仁 経営情報学部准教授

大 東 文 化 大 学
東 海 大 学
中 京 大 学
同 志 社 大 学

明 治 大 学

慶 應 義 塾 大 学

慶 應 義 塾 大 学

江 戸 川 大 学
玉 川 大 学
中 央 大 学
東 洋 大 学

東 海 大 学
東 海 大 学

江 戸 川 大 学

跡見学園女子大学
上 智 大 学
明 治 大 学
山 梨 学 院 大 学
大 阪 工 業 大 学
関 西 大 学

東 海 大 学

千 葉 工 業 大 学
芝 浦 工 業 大 学
帝 京 大 学
東 京 工 科 大 学
文 教 大 学

慶 應 義 塾 大 学

東 海 大 学

名古屋学院大学

帝 塚 山 大 学
中 部 大 学

徐　　丙鉄 工学部教育推進センター教授
角田　和巳 学術情報センター長、工学部教授
武藤志真子 栄養学部教授
阿部　栄子 家政学部教授
久原　泰雄 芸術学部教授
大谷　壽一 薬学部教授
アドバイザー
渡辺　　淳　　　　　　　　　　大学情報センター学術・業務部門准教授

情報教育研究委員会　情報教育高大接続分科会
主　査
村井　　純 理事、環境情報学部長
委　員
筧　　捷彦　　　　　　　　　 理工学術院教授
植原　啓介　　　　　　　　　　環境情報学部准教授
渡辺美智子　　　　　　　　　　大学院健康マネージメント研究科教授
飯塚　　浩　　　　　　　　　　一貫教育センター次長、教諭
アドバイザー
家本　　修　　　　　　　　　　情報社会学部教授
天良　和男　　　　　　　　　　非常勤教員
佐藤万寿美　　　　　　　　　　主幹教諭

基本調査委員会
担当理事
高橋　隆男　　　　　　　　　　情報教育センター教授
委員長
真鍋龍太郎　　　　　　　　　　名誉教授
委　員
尾崎　敬二　　　　　　　　　　教養学部教授
石井　博文　　　　　　　　　　理事室部長
島貫　憲夫　　　　　　　　　　事務部次長
今井　　賢　　　　　　　　　　経済学部教授
今井　　久　　　　　　　　　　現代ビジネス学部教授
アドバイザー
高木　　功　　　　　　　　　　経済学部教授
今泉　　忠　　　　　　　　　　経営情報学部教授

大学情報システム研究委員会
担当理事
疋田　康行　　　　　　　　　　経済学部教授
委員長
岩井　　洋　　　　　　　　　　学長
委　員
片岡　竜太　　　　　　　　　　歯学部教授
杉山由紀男　　　　　　　　　　教務部副部長、文学部教授
小川　賀代　　　　　　　　　　理学部准教授
藤本　元啓　　　　　　　　　　入試部長、基礎教育部教授
アドバイザー
森本　康彦　　　　　　　　　　情報処理センター准教授
株式会社朝日ネット
株式会社ニッセイコム
株式会社富士通マーケティング

電子著作物相互利用事業委員会
担当理事
深澤　良彰　　　　　　　　　　理事

近 畿 大 学
芝 浦 工 業 大 学
女 子 栄 養 大 学
大 妻 女 子 大 学
東 京 工 芸 大 学
慶 應 義 塾 大 学

関 西 医 科 大 学

慶 應 義 塾 大 学

早 稲 田 大 学
慶 應 義 塾 大 学
慶 應 義 塾 大 学
学校法人東海大学

大 阪 経 済 大 学
東京都立小石川中等教育学校
兵庫県立川西緑台高等学校

東 海 大 学

文 教 大 学

国際基督教大学
芝 浦 工 業 大 学
東 海 大 学
立 正 大 学
山 梨 学 院 大 学

創 価 大 学
多 摩 大 学

立 教 大 学

帝 塚 山 大 学

昭 和 大 学
創 価 大 学
日 本 女 子 大 学
金 沢 工 業 大 学

東 京 学 芸 大 学

早 稲 田 大 学
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委員長
半田　正夫　　　　　　　　　　名誉教授
委　員
紋谷　暢男　　　　　　　　　　名誉教授
高木　範夫　　　　　　　　　　教育・総合科学学術院事務長
アドバイザー
尾崎　史郎　　　　　　　　　　教養学部情報コース教授

産学連携推進プロジェクト委員会
担当理事・委員長
向殿　政男　　　　　　　　　　顧問、校友会会長、名誉教授
副委員長
大原　茂之 名誉教授
委　員
東村　高良 社会学部教授
細野　泰彦 知識工学部准教授
林　　直嗣 経営学部教授
田辺　　誠 工学部教授
家本　　修 情報社会学部教授
白崎　博公 工学部教授
辻村　泰寛 工学部教授
松本　安生 人間科学部教授
井上　明也 社会システム科学部長
アドバイザー
斎藤　信男 名誉教授
青木　義男 理工学部教授
株式会社内田洋行
株式会社日立製作所
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社
富士通株式会社
日本電気株式会社

知の探求サイバー共同学習支援委員会
担当理事
向殿　政男 顧問、校友会会長、名誉教授
委員長
國領　二郎 常任理事、総合政策学部教授
委　員
高木　　功 経済学部教授
青木　義男 理工学部教授
安藏　伸治 政治経済学部教授
アドバイザー
大原　茂之 名誉教授

ICT利用教育改善発表会運営委員会
担当理事
宮川　裕之 情報メディアセンター所長
委員長
東村　高良 社会学部教授
副委員長
尾崎　敬二 教養学部教授
半谷精一郎 理事、工学部第一部学部長
委　員
山中　　馨 経営学部教授
大島　　尚 社会学部教授
宮脇　典彦 経済学部教授
皆川　芳輝 商学部教授

青 山 学 院 大 学

成 蹊 大 学
早 稲 田 大 学

放 送 大 学

明 治 大 学

東 海 大 学

関 西 大 学
東 京 都 市 大 学
法 政 大 学
神奈川工科大学
大 阪 経 済 大 学
玉 川 大 学
日 本 工 業 大 学
神 奈 川 大 学
千 葉 工 業 大 学

慶 應 義 塾 大 学
日 本 大 学

明 治 大 学

慶 應 義 塾 大 学

創 価 大 学
日 本 大 学
明 治 大 学

東 海 大 学

青 山 学 院 大 学

関 西 大 学

国際基督教大学
東 京 理 科 大 学

創 価 大 学
東 洋 大 学
法 政 大 学
名古屋学院大学

田中　宏明 経営学部長
渡辺　　淳 大学情報センター学術・業務部門准教授

教育改革ICT戦略大会運営委員会
担当理事
向殿　政男 顧問、校友会会長、名誉教授
委員長
椎名　市郎 学長
委員
竹内　　潔 工学部生命工学科教授
立田　ルミ 経済学部経営学科教授
関　　哲朗 情報学部教授
波多野和彦 情報教育研究所長
服部　隆志 環境情報学部教授
城島栄一郎 生活科学部長
田宮　　徹 名誉教授
高木　　功 経済学部教授
高橋　敏夫 学長
橋本　順一 ｅエデュケーションセンター長
川村　幸夫 理工学部教授
梅田　茂樹 情報・メディア教育センター長
安藏　伸治 政治経済学部教授
友永　昌治 情報メディアセンター長
西村　昭治 人間科学学術院教授
足達　義則 経営情報学部教授
柴田　　一 ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ所長
濱谷　英次 共通教育部長
アドバイザー
木村　増夫 理事長付主幹
山崎　和海 学長

短期大学会議教育改革ICT運営委員会
担当理事
向殿　政男 顧問、校友会会長、名誉教授
委員長
戸高　敏之 名誉教授
委　員
岡本　尚志 児童学部講師
三田　　薫 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科教授
別宮　　玲 国際コミュニケーション学科准教授
松井　洋子 商経学科准教授
豊田　雄彦 能率科教授
三ツ木丈浩　　　　　　　　　　国際コミュニケーション学科准教授
小棹　理子 情報メディア学科教授

FD情報技術講習会運営委員会
担当理事
高橋　隆男 情報教育センター教授
委員長
田宮　　徹 名誉教授
委　員
竹内　　潔 工学部教授
金子　尚弘 子ども学部教授
及川　義道 理学部准教授
今井　　賢 経済学部教授
中村　壽宏 大学院法務研究科教授
家本　　修 情報社会学部教授

京 都 学 園 大 学
関 西 医 科 大 学

明 治 大 学

中 央 学 院 大 学

北 海 学 園 大 学
獨 協 大 学
文 教 大 学
江 戸 川 大 学
慶 應 義 塾 大 学
実 践 女 子 大 学
上 智 大 学
創 価 大 学
拓 殖 大 学
玉 川 大 学
東 京 理 科 大 学
武 蔵 大 学
明 治 大 学
立 正 大 学
早 稲 田 大 学
中 部 大 学
関 西 大 学
武庫川女子大学

上 智 学 院
立 正 大 学

明 治 大 学

同 志 社 大 学

聖 徳 大 学
実践女子短期大学
戸板女子短期大学
日本大学短期大学部
自由が丘産能短期大学
埼玉女子短期大学
湘 北 短 期 大 学

東 海 大 学

上 智 大 学

北 海 学 園 大 学
白 梅 学 園 大 学
東 海 大 学
立 正 大 学
神 奈 川 大 学
大 阪 経 済 大 学
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杤尾　真一 経済学部准教授
アドバイザー
渡辺　　淳 大学情報センター学術・業務部門准教授
山本　　恒 所長

大学職員情報化研究講習会運営委員会
担当理事
深澤　良彰 理事
委員長
木村　増夫 理事長付主幹
副委員長
久保田　学 文学学術院事務長
委　員
遠藤　桂一 情報システム部長
志田　紀子 総合情報センター情報システム課課長補佐
深谷　公男 学務部学務課次長
鈴木　浩充 情報システム部情報システム課長
吉田　　清 総合学術情報センター情報事務局情報推進課長
大竹　貞昭 情報メディア部メディア支援事務室事務長
毛利　立夫 メディアセンター担当課長
齋藤　邦男 教務第二課長
吉田　浩史 情報センター課長
正木　　卓 研究開発推進機構事務部長
柿本　昌範 学術情報事務局システム管理課副主幹
川崎　安子 附属図書館図書課課長補佐
アドバイザー
齋藤真左樹 常任理事、学長補佐

情報セキュリティ研究講習会運営委員会
担当理事
野田　慶人 理事、芸術学部長
委員長
浜　　正樹 外国語学部准教授
委　員
入澤　寿美 計算機センター教授
市川　　昌 名誉教授
島崎　一彦 情報システム部情報システム課長
横田　秀和 総合情報センター情報システム課係長
服部　裕之 情報メディア部生田メディア支援事務室副参事
西松　高史 財務部システム担当課長
岡部　　仁 総合情報センター次長
岡　　潤也 情報システム部情報システム課長
アドバイザー
松坂　　志 技術本部セキュリティセンター主任

事業普及委員会
担当理事
向殿　政男 顧問、校友会会長、名誉教授
委員長
今泉　　忠 経営学部教授
委　員
木村　増夫 理事長付主幹
高橋　隆男 情報教育センター教授
宮脇　典彦 経済学部教授
アドバイザー
尾崎　敬二 教養学部教授
安藏　伸治 政治経済学部教授

追手門学院大学

関 西 医 科 大 学
ICT活用教育研究所

早 稲 田 大 学

上 智 学 院

早 稲 田 大 学

芝 浦 工 業 大 学
東 海 大 学
東 京 理 科 大 学
東 洋 大 学
日 本 大 学
明 治 大 学
立 教 大 学
関 東 学 院 大 学
京 都 産 業 大 学
同 志 社 大 学
関 西 大 学
武庫川女子大学

日 本 福 祉 大 学

日 本 大 学

文 京 学 院 大 学

学 習 院 大 学
江 戸 川 大 学
専 修 大 学
東 海 大 学
明 治 大 学
金 城 学 院 大 学
中 部 大 学
立 命 館 大 学

独立行政法人情報処理推進機構

明 治 大 学

多 摩 大 学

上 智 学 院
東 海 大 学
法 政 大 学

国際基督教大学
明 治 大 学

事業普及委員会　翻訳分科会
主　査
山本　英一 外国語学部教授
委　員
吉田　秀次 非常勤講師
藤沢　匡哉 工学部准教授
田村　恭久 理工学部教授

情報環境整備促進委員会
担当理事・委員長
向殿　政男 顧問、校友会会長、名誉教授
委　員
橋本　順一 ｅエデュケーションセンター長
渡辺　博芳 理工学部教授
半谷精一郎 理事、工学部第一部学部長
梅田　茂樹 情報・メディア教育センター長
深澤　良彰 理事
アドバイザー
青木　義男 理工学部教授

関 西 大 学

青 山 学 院 大 学
東 京 理 科 大 学
上 智 大 学

明 治 大 学

玉 川 大 学
帝 京 大 学
東 京 理 科 大 学
武 蔵 大 学
早 稲 田 大 学

日 本 大 学
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賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協
会理事会で入会を認められたもの。

１．調査及び研究、公表・促進
１）人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を

策定し、学士力を実現するための教育改善モデルの提言

を公表しています。また、教育の質的転換に向けた教育

改善を促進するため、ICTを活用した能動的学修（アク

ティブ・ラーニング）への取り組み方策等について分野

別に研究し、必要に応じて教員有志による対話集会を開

催し、理解の促進を図ることにしています。

２）教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け

止め方を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」

を実施、分析、公表しています。

３）人文・社会・自然科学の30分野で高度情報社会を主体

的・自律的に行動できる情報活用能力の到達目標、教育

学習方法、学習成果の評価についてガイドラインを公表

しています。また、分野共通の情報リテラシーの目標、

教育内容・方法のガイドライン、情報専門人材教育の目

標等学士力のガイドライン、分野別情報教育の目標等ガ

イドラインを公表しています。その他、ガイドラインに

基づく実践的な取り組み方策について研究します。

４）大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに研究

し、公表しています。（現在は学修ポートフォリオを対

象に研究しています。）

５）高度情報化補助金活用調査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテン

ツ）の相互利用の仲介・促進を図っています。

２）情報系専門人材分野を対象とした産学連携人材ニーズ

交流会と大学教員の企業現場研修の支援及びICTの重要

性を学生に気づかせる「社会スタディの場」を設定し、

実施しています。

３）ｅラーニングによる教育支援の構想作り

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短
期大学を設置する学校法人で、本協会理事会で入会を認め

られたもの。

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人

（正会員）をもって組織していますが、その他に本協会の

事業に賛同して支援いただく関係企業による賛助会員組織

があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の

向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえ

て、望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の

整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推進、

教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応

えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連

盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体

に創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会で、その

後、平成４年に文部省において社団法人私立大学情報教

育協会の設立が許可されました。

正会員は249法人（267大学、89短期大学）となっており、

賛助会員64社が加盟しています（会員数は平成26年６月１

日現在のものです）。会員については本誌の最後に掲載し

ています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研

究発表

２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習

３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方

法と対策の探求

４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用し

た短期大学間による連携等の研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー

６）ICTを駆使して業務改善に取り組める職員の能力開発

の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表

２）地域別事業報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の解析評価と各大学への

フィードバック

２）「大学間情報交流システム」による教育情報の交流

３）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の

有効活用などの相談・助言

４）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニン

グ専門人材の育成、ｅラーニング推進の拠点校に対す

るマネージメント等の協力・支援、「日本オープンオン

ライン教育促進協議会（JMOOC)」への支援

５）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応

６）情報通信技術の紹介コンテンツ（ｅポートフォリオ、

電子カルテ等）の収集・閲覧

７）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務

部門管理者会議の開催

８）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オン

デマンドの配信
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公益社団法人私立大学情報教育協会

私立大学教員の授業改善白書（平成26年5月）

平成25年度調査結果

教育現場での問題認識／能動的な学修を実現するために教員が取り組むべき対策／教育の質的

変換を図るための教学マネジメントの対策／教員の教育力向上の課題／授業改善のための情報

通信技術（ICT)の活用状況など／情報通信技術（ICT)を活用したアクティブラーニングの事例
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平成25年度 産学連携事業 開催報告
大学教員の企業現場研修／産学連携人材ニーズ交流会／社会スタディの場

2

情報系人材の育成に向けた産学連携事業を本格
的に実施するため、本協会では「産学連携人材ニ
ーズ交流会」での意見やニーズを踏まえて、大学
教員の企業現場研修を企業の協力を得て実施して
いる。本事業の目的は、「学生に学びの動機付け
を行うための現場研修」、「キャリア形成支援の教
育力向上に向けた現場研修」、「最新の現場情報・
技術・技能等の振り返りの現場研修」の三つとし
ている。平成25年度は、キャリア形成支援の教育力
向上の現場研修として、合計４回の大学教員の企業
現場研修を実施した。以下に開催結果を報告する。

第１回　システムインテグレータ企業の人材育成

１．研修テーマ：システムインテグレータ企業の
人材育成を事例を通して学ぶ

２．研 修 目 的 : システムインテグレータ企業が
取り組んでいるプロジェクト事例
や課題を学びその上で大学教育に
求める人材像について若手社員と
の意見交流の中からギャップを見
出し学生指導に役立てる。

３．研 修 企 業：株式会社ニッセイコム
４．開 催 時 期：平成25年９月11日（水）
５．参　加　者：14名

プログラム
①　会社概要と事業領域の説明（10：30〜11：20）

株式会社ニッセイコムの企業概要を説明し、
システムインテグレータ業界の動向やICT業界
における事業戦略等を紹介する。

②　システムインテグレータの業務の現場と実態
の確認 （11：20〜12：00 ）

システムインテグレータ企業の営業現場、シ
ステムエンジニアの作業の現場などを見て、ICT

企業の最新の課題や実態、業務の内容等を紹介
し現場の担当者との意見交換を行う。

③　システム構築事例からSI企業で求められる能
力の紹介（13：00〜14：20 ）

東京国際フォーラム施設予約システム、某企
業のネット購買システム（ECサイト）の事例を
通じて多様な運用形態、様々なニーズ、個人情
報保護、内部統制などの課題を解決してシステ

ム構築していくシステムインテグレータ企業の業
務内容、求められる力などを紹介し、S I企業に求
められるキャリア形成について意見交換を行う。

④　新卒採用基準と社員教育プログラム紹介 
（14：20〜15：40 ）

新卒採用基準および社員教育プログラムを紹
介し、求められる社会人基礎力、専門基礎力な
どについて人事関係者との意見交換を行う。

⑤　若手社員との意見交換　(15:40〜16：40)
入社２〜３年目の社員から「大学の学びが社

会で役立っていること」、「大学で学んでおくべ
きこと」、「大学教育に望むこと」等を発表し、大
学教育に求められる取組等について社員の視点
から意見交流する中で課題を整理する。

⑥  全体意見交換、質疑応答 （16:40〜17：20)
参加者全員による研修の感想、および質疑応

答を行ない理解を深める。

実施結果
職場の現場見学やすべての資料を提供いただい

たことから受講者の評価は高く、終了後のアンケ
ートでは「研修結果が授業改善に役立つ」、「この
研修を他の教員にも紹介したい」が100％であっ
た。参考になった点としては、「外からは分かり
にくいSEの職場や営業職場を見学でき、実態を
確認できた」や、「企業が求める人材像を知るこ
とにより、大学での実際の授業で自信を持って講
義できる」等の意見が寄せられた。主な意見を以
下に示す。

・　最新の事例を通して企業現場の課題や問題
点等を知ることができ講義を行う上で非常に
有益だった。

・　卒業生がどのように成長していくか、事例発
表を聞く中でイメージが持て、指導に活かせる。

・　社内教育の実態を知ることができ、学生が
身に付けるべき知識や資格がわかり役に立った。

・　所属学科のパンフレットに「論理的思考力」
をうたっているが本当にそれに沿った教育を行
っているか考え直すべきと感じた。

・　大学と産業界の間のギャップは深刻と感じて
いる。今後もこのような試みを継続して欲しい。

事業活動報告

大学教員の企業現場研修　開催報告

平成25年度
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第２回　次世代の社会システムの最先端ICT

活用事例

１．研修テーマ：次世代の社会システムと最先端
ICT活用事例の現場情報研修

２．研 修 目 的 : プロジェクトを通じて新しい価
値創造に取り組んでいる実例を
紹介し、その上でイノベーショ
ンに関与できる社員教育や仕組
みについて紹介する。これらを
通して大学教育の見直しを図る
きっかけづくりとする。

３．研 修 企 業：株式会社日立製作所
４．開 催 時 期：平成25年９月12日（木）
５．参　加　者：28名

プログラム
①　事業領域と事業戦略の紹介  (10：00〜11：00)　

日立の事業フィールド・事業・事業戦略等に
ついて紹介する。

② 最先端ICT活用事例の紹介と取り組みについて−１
（11：00〜12：00 ）

ビッグデータの活用によりコミュニケーショ
ンを可視化し、組織の壁、関連部門間の連携、
チーム内のコミュニーション、幹部の情報伝達
の状況等を分析し、改革へ導き組織力をより高
める取り組みの事例を紹介し、参加者と意見交
換を行う。

③ 最先端ICT活用事例の紹介と取り組みについて−２
（13：00〜14：00 ）

ICTを活用した社会インフラ事例として「ハ
ワイ離島型スマートグリッド実証事業」、「沖縄　
ＥＶ普及インフラ整備」等の、エネルギー、資
源の効率化、環境に配慮したスマート次世代都
市、近未来のくらしのイメージの事例をご紹介
する。

④ 日立が求める社員教育の紹介 （14：00〜15：00）
社会のイノベーションにつながる日立の社員

育成プログラムを紹介する。
⑤ 日立の社員に求められる就業力育成と大学教

育とのマッチング　（15：00〜16：30）
社員が求めている就業力と新入社員（大学教

育の成果）の実態を紹介し、大学が取り組むべ
き教育改善についての意見交流を通じて大学教
育の在り方を振り返ることを行う。

⑥ 若手社員・管理職による大学教育に対する意
見(16：30〜17：30)

若手社員、管理職からイノベーションに関与
できる就業力を獲得するための社員教育、キャ
リア形成について紹介し大学教育に求められる
課題について意見交流を行い改善策を探求する。

⑦ 全体意見交換、質疑応答 （16:40〜17：20)
参加者全員による研修の感想、および質疑応

実施結果
日本を代表する大手企業の取り組むビッグデー

タの活用、社会インフラ事例など最先端のICT活
用事例の紹介や、新たな視点での社員教育の取り
組み紹介については評価が高く、終了後のアンケ
ートでは、「授業現場で役立つ」が92％、「他の
教員にも紹介したい」が96％であった。特に、
ビッグデータの活用事例紹介や日立コンサルティ
ングによる就業力育成と大学教育のマッチングの
説明は反響が大きく、盛況であった。また、日本
を代表する大手企業の最新ICT事例戦略、人材育
成など企業が求める人材像を知ることができ、教
育現場で役立つなどの意見が寄せられた。主な意
見を以下に示す。

・　クラウドやビッグデータなど、次世代社会
システムの取り組みを聞けたことが良かった。

・　求める人材像や現場の実態を知ることで今
後の教育を考える指針を得ることができた。

・　社内教育システム、求める人材像の話は大　
学教育を見直していくうえで大変役立つ。

・　会社員力（大人と話す、主体性、粘り強さ、　
学生時代までの変なプライドは捨てよう）等
の話を社員から聞くことができ大変参考にな
った。

第３回　情報の価値化・知の協創に向けた社員

教育

１．研修テーマ：専門商社の「情報の価値化・知
の協創に向けた社員教育」を学ぶ

２．研 修 目 的 : 世の中の大量の情報を知識とし
て活用し、新たな価値を生み出
すことに取り組んでいる人材育
成の考え方、仕組みについて学
び、その上で大学教育に求める
人材像について若手社員との意
見交流を通じて大学教育の見直
しを図るきっかけづくりとする。

３．研 修 企 業：株式会社内田洋行
４．開 催 時 期：平成26年2月21日（金）
５．参　加　者：23名

プログラム
① 会社概要と事業領域の紹介 （10:00〜10:20）

内田洋行の会社概要・事業等について紹介す
る。

② UCHIDAライブオフィス見学（10:20〜11:30）
働き方と働く場の革新として、Change Working

を自ら実践し、生産性が高く躍動的なワークス
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タイルの実現と省エネの両立に挑戦しているラ
イブオフィスや目的に応じて柔軟に変化でき
る教室空間、ICTを活用した空間のモデル、ア
クティブラーニングスペース、フューチャーク
ラスルーム等を見学・体験していただく。

③ 産学連携によるキャリア人材育成の事例紹介 
（12:30〜13:10）

1966年に研修事業をスタートした豊富な研
修実績を踏まえて、企業と大学のマッチング、
産学連携によるキャリア教育の実践について
事例を交えてご紹介する。

④ 新卒採用基準と社員教育プログラム等の紹介  
（13:10〜14:20）

新卒採用基準や社員教育プログラムを通じ
て、「情報の価値化と知の協創をデザインする
企業」を目指して取り組んでいる人材育成の
考え方や仕組みを紹介する。

⑤ プロダクト企画開発業務の紹介と意見交換 　
（14:40〜15:50）

企画の業務担当の若手社員から、業務の内容、
必要なスキル、ICT企業の最新の課題や実態な
どについて紹介します。また、企画の業務の管
理職 から、求められる人材像、キャリアアッ
プについての考えなどを紹介するとともに担当
者との意見交換を行う。

⑥ システムエンジニア業務の紹介と意見交換 　
（15:50〜17:00）

若手及び中堅のシステムエンジニアから、業
務の内容、必要なスキル、ICT企業の最新の課
題や実態を紹介し、管理職から求められる人材
像、キャリアアップについての考えなどを説明
し、意見交換を行う。

実施結果
教室空間モデルとして、アクティブラーニング

スペースやフユ—チャクラスルームなどを見学・
体験し、さらに人材育成の考え方、仕組み、管理
者、中堅社員、若手社員との意見交流会を行った
ことは評価が高く、終了後のアンケートでは、授
業改善に役立つが95%、他の教員にも紹介したい
が100％であった。

参考になった点として、企業の人材育成の考え
方やしくみを具体的に紹介いただいたこと、大学
での学習が社会に出てからどうだったのか等につ
いて若手及び中堅、管理職と交流ができたこと、
ターゲット型ではなくゾーン型を目指す指導・教
育の必要性などの取組みは、大学における人材教
育の在り方について深く考えさせられる内容であっ
たた等の意見が寄せられた。主な意見を以下に示す。

・　電子黒板を壁にしたFutureclassroom等今
後進むべき教育のヒントがあり非常に有益だ
った。

・　一つの専門に縛られず多様なジャンルで活
躍できる人材を目指すよう伝える必要性を感
じた。

・　社員教育、社員に対する考えなどを聞くこ
とができ感服した。大学における教育の心構
え、在り方について深く考えさせられた。
大学FDにおいて報告し、教育の意義啓発に
努めたい。

・　学内でICTなど向上改善できるヒントが多
数あったので大変貴重な研修になった。

・　大学教育こそイノベーションしなければ若
手人材育成にはつながらないと反省した。

第４回　社会に役立つ先端技術を担うICT企業

の現場情報

１．研修テーマ：社会に役立つ先端技術を担う
ICT企業の現場情報

２．研 修 目 的 : 本研修では、日本を代表する
ICT企業が社会に役立つ先端技
術を開発し、その技術を用いて
製品やサービスを提供している
事例や幅広い復興支援活動につ
いて紹介し、企業の現場ではど
の様な人材を必要とし、そのた
めに必要な教育とは何かを考え
る機会とする。また、新たな価
値を生み出すために取り組んで
いる人材育成の考え方や仕組み
について学び、その上で大学教
育に求める人材像について若手
社員との意見交流を通し大学教
育の見直しを図るきっかけづく
りとする。

３．研 修 企 業：日本電気株式会社
４．開 催 時 期：平成26年３月７日（金）
５．参　加　者：25名

プログラム
① 事業概要と事業戦略の紹介　（10：30-11：10）

人がより豊かに生きるための社会価値創造を
めざし、インフラで未来をささえるＮＥＣの事
業概要・事業戦略等　をご紹介する。

② 最先端取り組み事例紹介と意見交換（１）
顔認証 （11：10〜12：00）

世界最高水準の評価を持つ顔認証技術を活用
した事例（ＵＳＪでの年間パスポート、三井住
友信託銀行のスマートフォン顔認証など）の新
たな価値創造をご紹介し、意見交換を行う。
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③ 最先端取り組み事例紹介と意見交換（２）
復興支援　（13：00〜13：45）

東日本震災の復興をICTで支援する取り組み
（コミュニティ形成、産業振興、ネットワー
クなど）や、社会に貢献する企業として復興
を支援する活動（チャリティーコンサートな
どの応援イベント、がれき撤去ボランティア
活動など）についてご紹介し、意見交換を行
います。

④ 社員教育制度について紹介と意見交換　
（13：45〜14：45）

社会にイノベーションをもたらし、常に成
長し続ける人材を育成する社員教育制度につ
いて説明し、意見交換を行います。

⑤ 大学教育に求める人材育成について　
（15：00〜16：00）

企業側が大学教育に求める人材教育、大学
における教育と企業における研修の違いなど
について説明し、意見交換を行います。

⑥ 若手社員との意見交換　（16：00〜17：30）
入社３年程度の若手社員から今までの経験

を通じて、大学時代にやっておけば良かった
と思うこと、大学時代に役立った経験・授業
はどの様などについて発表し、意見交換を行
います。

実施結果
世界最高水準の評価を受けている顔認証技術の

活用事例、震災からの復興をICTで支援する事例
などをご紹介いただいたことや、豊かな社会を実
現する社会価値創造を目指した社員教育の仕組
み、プロジェクトマネジメントの考え方で見た

「大学教育に求める人材育成」なども紹介いただ
いた。特にプロジェクトマネジメントの考え方で
見た「大学教育に求める人材育成」は、参加者か

ら大変ためになったなどの意見が寄せられた。入
社１年、２年、５年目の若手社員との意見交流で
は大学に望むことや主体的に学ぶ意識改革を植え
付けることの重要性を再認識させられ考えさせら
れた。主な意見を以下に示す。

・　事業概要や戦略、最新技術の話は授業で役
立てられる想いがした。

・　大学教育に求める人材育成の話しは大変興
味深く、納得できる内容であり有意義であっ
た。

・　学生に主体的に学ぶ意識をもたせることの
重要性を痛感した。

・　社員教育、人事制度など現場の生の情報を
聞け大変良かった。

・　現場研修では「気づき」と「学び」の連続
で本当にためになった。

・　様々な入社歴の若手４名の発表、意見交換
はとても興味深かった。

・　今後とも是非企業現場研修を継続拡大して
欲しい。

今後の取り組み
４回の「大学教員の企業現場研修」では、回を

追うごとに参加申し込みが増加し、すべての研修
が定員を超える申し込みとなり、協力企業と調整
し受け入れ可能な限り受け付けたが、一部の申し
込みは次年度にお願いすることとなった。その結
果、参加は61大学90名と前年度41名の２倍を超
えており、この研修への期待が高いことがうかが
えた。

参加者のアンケートによる評価は非常に高く、
ほぼ100％が「授業に役立つ」と回答し、ほとん
どの参加者が「他の先生にも紹介したい」との意
見を寄せていることから、今後さらなる拡大を目
指して、大学教員が希望する魅力的な研修プログ
ラムづくりに取り組むこととした。
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平成25年度の産学連携人材ニーズ交流会は、
イノベーションのため人材育成を国及び産業界・
地域社会との連携、大学間連携の中でオープン化
していく仕組みについて理解を深め、私立大学と
してどのように教育改善に活用できるかを考える
場とすることを目的にとして、平成26年３月10
日（月）に新宿住友ホールで開催した。参加者は
90大学122名、企業19社41名、独立行政方針情報処
理推進機構（IPA）１名の合計164名で、昨年度よ
り11名増加した。

開催趣旨は、イノベーションに関与できる情報
系人材の育成を目指した分野横断的な学びの仕組
みを中心に総務省が実施している「実践的ICT人
材像の育成に向けた産・学・官連携のと取り組み
構想」を踏まえ、私立大学としてのどのように教
育改善に活用できるかを考える場とした。以下に
概要を報告する。

１．基調講演「産学・大学間連携によるオープン
イノベーション教育の仕組みを考える」

学校法人慶應義塾の國領二郎常任理事から、
ICTの進展による社会の変化に対応していく未来
志向の人材育成には、創造性の発揮が重要であり、
創発的な価値創造のマネジメントができる人材が
望まれる。そのため大学の役割としては、産学連
携で教育をオープン化し、既存の企業には存在し
ない次世代技術の人材育成が必要であることが強
調された。

２．事例紹介と討議
八戸学院大学の大谷真樹学長から、地域の課題

を発見・解決する授業の仕組みとして、社会人と
学生による「起業家養成講座」を紹介いただき、
事例を踏まえてオープンイノベーション教育の進
め方について討議を行い、以下の点を確認した。

１）教員だけでは限界があることから、企業や
地域と連携したオープン化した教育を通じて
問題発見、課題解決力の育成が不可欠である。

２）地方でICTを活用することは、学生に主体
的に考え、体験させる場としてインパクトがあ
り、日本や世界を見据えた学びに繋がる。

３）人口30万人程度の地方都市では、大学、
地場産業、農業、漁業などが連携して地域を
発展させることが共通の課題となっているこ
とから、地域社会や産学連携による起業家育成
がしやすい。

４）起業家育成のワークショップやフィールド

ワークは、単なる体験を目指すのではなく、
参加体験を通じて興味を持たせて考えさせる
中で何を学ばせるかが重要である。

５）オープンイノベーション教育に取り組むた
めには、大学としてのカリキュラム、教育プ
ログラム等を柔軟にしておく必要がある。

６）イノベーション人材の育成は、大学から始
めるのでは遅く、家庭教育や初等中等教育か
ら取り組むことが重要である。

３．実践的IT教育におけるコンピテンシー評価基
準活用モデルの紹介

独立行政法人情報処理推進機構の大島信幸イノ
ベーション人材センター長より、同機構が作成し
た産学連携による実践的講座で効果を評価するた
めのルーブリックによる基準指標が紹介された。

４．大学教育に対する卒業生との意見交流
（１）入社３〜５年目の社員４名から、「大学教育

が企業の現場で役に立っているか」、「大学教育
への要望」などについて以下のような意見があ
った。
・　大学の授業が企業の現場で直接役に立って

いることは少ない。
・　授業への要望として、 講義中心の授業か

ら、学生一人ひとりがディスカッションやプ
レゼンテーションができる授業に変える。

・　「なぜ？」と学生に考えさせる講義、吸収
した知識を実践として使う機会を設け、知識
の活用を体験させる授業に変える。

・　学生が自ら考えて行動できる力をつけるた
め、企業と連携した授業が必要。

・　学ぶ姿勢や意欲を高めるために、学びが世
の中でどのように活用されているのか産学連
携で確認できる授業が必要。

（２）以上の要望を踏まえて意見交流を行い、以
下の点を確認した。
・　能動的な授業を新たに増やすことではなく、

現在の授業を改善・充実することを望んでお
り、大学教員の意識と学ぶ学生との間にズレ
がある。

・　大学では、授業以外の友達、先輩・後輩、
サークル、OB・OGとのふれあいを通じたコ
ミュニケーション等が非常に役に立っている。

・　大学の学びを通じて、自ら学ぶという習慣
が身についた。

第５回産学連携人材ニーズ交流会 開催報告
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社会スタディの場は、学生が情報通信技術の重
要性・発展性に興味・関心を抱き、未来を切り拓
いていくためにどのように関与すべきか「気づき」
をもたらし、早い段階から学びに目的意識を持て
るようオープンな学びの場の提供を目的とした。
参加者は国公私立大学の１・２年生を対象に100
名の予定で募集したところ230名の応募があり、
小論文審査により142名の参加を確定した。小論
文の内容は未来への目標をそれぞれ掲げており、
応募者の意欲の高さがうかがえ、審査は産学連携
プロジェクト委員会にて複数名で行い、10点評
価で5.5以上とした。

平成26年２月14日（金）に株式会社ディスコ
の神楽坂ＨＣスタジオにて実施したが、当日は雪
による交通機関の乱れや病気・体調不良などで最
終的に82名の参加となった。参加者の構成は、
大学１年生48％、２年生43％、男性68％、女性
32％、学部は社会系が７割程度、理工・情報系
２割、その他医療系で、参加大学は36校、その
内、私立大学33校、国立大学３校であった。以
下に概要を紹介する。

１．有識者からの情報提供
プログラムはまず、LINE株式会社の森川亮代

表取締役社長より「グローバルでのコミュニ ケ
ーションインフラへの挑戦」、東京大学大学院の
須藤修情報学環長より「イノベーションに求めら
れる学び」、富士通株式会社知的財産権本部の西
川仁シニアエキスパートより「利用者視点での新
たな価値創造とICT」、應義塾大学の村井純環境
情報学部長より「若者はグローバル時代にどう対
処すべきか」について情報提供いただいた。

有識者からは、さまざまな分野で解のない問題
に取り組むことにわくわくするような興味を持ち
続けることが肝要であることが示唆された。その
際、有識者それぞれが体験した事例を通じて固定
観念にとらわれず、失敗をおそれないでチャレン

ジする意欲や気概が大事であることが強調され
た。これからの未来社会は学生たちにより創られ
ていく。失敗を積み重ねる中で新しい価値創造に
あきらめずに取り組んで欲しい。その手段として、
例えばビッグデータなどによる情報活用技術、ソ
ーシャルネットなどを駆使した情報通信技術が不
可欠となる。これらの技術について得意にならな
くてもよいが、苦手意識だけは持たないよう学び
を続けて欲しいなど、イノベーションの原動力と
しての情報通信技術活用の重要性について、学生
目線に沿った情報提供がなされた。

２．参加学生の反応
情報提供を受けた後、気づきを働きかけるため

質問を求めたところ、大半の学生から質問があっ
た。予想外に批判的に捉える学生が多く見られ、
有識者が感心する意見も多々あった。参加した学
生以上に有識者側が社会スタディの意義を認識
し、今後の展開に大きな期待が寄せられた。

３．気づきの整理と発展
３名一組のグループを27組程構成し、「ICTを

活用して未来社会にどのように向き合うか」につ
いて個々の学生がイメージする考えや夢を互いに
紹介した。どのグループも熱心に話し込み、熱気
が伝わってくるほどで、学生一人ひとりに何等か
の自信を持たせることができたように見受けられ
た。

その後、各受講生から学びの成果としての小論
文を提出させ、「修了証」を発行し、優れた成果
物には「優秀証」を発行した。

初めての試みで非常に心配したが、終わってみ
ると大学の授業とは違って学生が積極的に学びに
参画していた。主体性を引き出すためのオープン
な教育と、産業界との連携による新しい人材育成
支援の事例になるのではないかと確信した。

社会スタディの場 開催結果

・　若手社員の対象を入社３〜５年目としたこ
とについて対象を広げるべきとの意見があっ
たが、大学教育への思いを反映できるよう、
敢えて新入社員に意見をいただいた。

５．大学教員の企業現場研修の取り組み報告
実施状況について、年々参加希望が増え非常に好

評で、今後も継続し充実・拡大していくことが確

認された。

６. 学生を対象とした連携事業「社会スタディの
場」の取り組み報告

学生の主体性を引き出し、未来に向けて学びの
目標を考えさせる場として非常に有益で、オープ
ンな学びの支援を今後充実、拡大していくことが
確認された。
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１．はじめに

本研究講習会は、ICT環境、教室設備、授業形
態などの課題により、アクティブ・ラーニングの
実施に踏み切れない教員の方々に参加いただき、
それぞれの環境下で実践可能な糸口を見つけてい
ただくことを目的として、１）タブレットを意識
した電子書籍型教材作成コース、２）ＬＭＳ活用
コース、３）授業マネジメントコースの三つのコ
ースを設定して実施された。

平成26年２月26日～28日にかけて、大阪経済
大学において研究講習会が開催され、67名（49
大学、１短期大学）の参加があった。

１日目午前は共通講義として、中央教育審議会
会長・独立行政法人日本学術振興会理事長の安西
祐一郎氏に、「主体性を育む授業とは（PBL授業
の重要性）」と題した基調講演をしていただいた。
その後、２大学から「ｅポートフォリオの導入と
活用」（大阪府立大学）、「レスポンスアナライザ
ーを用いたチーム基盤型学習（TBL）」の授業事
例が紹介された。基調講演や授業事例への受講者
の評価は高く、学生の主体性を引き出し、延ばす
という視点で教育手法や仕組みを考察することが
でき、今後も時機にかなった講演や事例を紹介し
ていくことが重要であろう。

１日目午後は、三つのコースに分かれ講習会が
行われた。講習会終了後回収したアンケートによ
れば、参加者の講習会に対する印象は良いものが
多かった。また、本講習会の特徴は、参加者にリ
ピーターが多いことである。これは、講習会の内

容もさることながら、講習内容にグループ演習が
多く取り入れられているため、講習会終了後も参
加者間での交流があり、各大学間の情報交換に役
立っているためと考えられる。ある教員が、自分
で行っている講義、講演、研究発表の内容につい
て第三者から忌憚のない意見を聞く機会は非常に
少ないはずである。この講習会では、いずれのコ
ースにおいても、講習の成果物について、お互い
に評価する時間を設けている（ピア・レビュー）。
これにより、自分の成果物を客観的に評価できる
という点が本講習研究会のもう一つの特徴であ
る。

２．講習会

本年度は、アクティブ・ラーニングを見据え、
事前・事後学修の促進などのために、タブレット
端末での利用を想定した電子書籍型教材の作成技
術を獲得することを目指した「タブレットを意識
した電子書籍教材作成コース」、学生参加型のア
クティブ・ラーニングに求められる手法とLMSの
活用技術の習得を目指した「LMS活用コース」、
アクティブ・ラーニングによる学修の進め方を参
加者間で体験し、PBLやTBLの授業運営、教材提
示方法などを自らの授業運営に活かすことを目指
した「授業マネジメントコース」で講習会が行わ
れた。「電子教材作成コース」および「LMS活用
コース」は、アクティブ・ラーニングを行うため
の基礎部分と位置付け、「授業マネジメントコー
ス」はその基礎の上に立ち、学生が主体的に問題
を発見し解を見出していく授業をいかに組み立て
るかというプロセスを参加者が相互評価しながら
作りあげるものとした。

（１）タブレットを意識した電子書籍型教材作成

コース

本コースは、学生の事前・事後の自己学修を促
進するために、タブレット端末での利用を想定し
た電子書籍型教材の作製技術を獲得することを目

平成25年度 FDのための情報技術研究講習会
開催報告

3
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指した。具体的なコースの流れは、教材の一部を
プレゼンテーションソフトで作成し、それに音声
を付加して動画として取り込み、ファイル形式を
変換し、動画を含む電子書籍を作成する３部構成
とした。この後、実際に持参した各自の教材を使
って電子書籍型教材を作成し、途中で班別のピア
レビュー、最後に全体発表会を実施した。

プレゼンテーションソフトの利用技術では、プ
レゼンテーションのソフトとしてPreziを紹介し
た。Preziはプレゼンテーションの内容を１枚の
シートに配置し、そのコンテンツをズーミング機
能により柔軟かつ動的に提示できる特徴を持って
いるが、従来よく使われているPowerPointとは違
った提示法に興味を持った受講生が多く好評であ
った。

プレゼンテーションの表示では、作成したプレ
ゼンテーションをPC画面に表示させ、音声を付
加しながら動画として取り込む方法の他に、取り
込んだ画像をMPG4のファイルに変換する際、
USBから起動できるフリーソフトを紹介した。

動画を含む電子書籍の作成では、テキストを流
し込むだけで作成でき、文字の装飾、表、静止
画・音声・動画の挿入などの機能を持つ電子書籍
のオーサリングツールである「Myいーぱぶ３５」
を紹介した。このオーサリングはEPUB3の電子
書籍リーダがなくても、PCのブラウザで閲覧で
きるHTML5ファイルも出力できる。短い実習時
間しかなかったが、操作方法の修得だけでなく、
実際に持参された教材を電子書籍化することがで
きた。

ピアレビューと全体発表会は、受講者による自
主的な進行で実施した。ピアレビューではあえて
異分野の受講生をグループ化したため、異なった
授業の様子や教材に触れることができ、互いに参
考になることが多かった。また、実際に利用でき
る力作も多々見受けられた。

講習会後のアンケートによると、「期待に沿う
ものであった」「課題の解決以上のものがあった」

「目的が達成できる内容でよかった」など好評で
あり、受講者の参加の動機と一致した内容であっ
たと考えられる。また、「実践したことのない新
しい分野だったのでためになった」という意見に
代表されるように、受講者に大きな刺激を与える
ことができたと感じている。

このコースは３名の講師で綿密に打ち合わせを
して分担したが、質問に適格に対応するためには
お互いの担当部分をさらに熟知する必要性を感じ
た。また、整った施設を借用させていただいた講

習会であったが、トラブルについてコンピュータ
環境によるトラブルなのか、ソフトウェアによる
ものなのか、操作方法の問題なのか見分けること
に時間を費やした部分があったので、今後使用す
るコンピュータシステムについても入念に調査し
ておく必要を感じた。

（２）LMS活用コース

本コースは、アクティブ・ラーニングへのICT

活用に関する知識および技術の習得を目標とし、
学修支援システム（LMS：Learning Management

System）およびタブレットPCの利用方法に関し
て講義・実習を行った。なお、本コースは、既に
電子資料（PDFやプレゼンテーション資料）等は
自身で作成できる技術を持つ方を対象とし、LMS

やタブレットPCの活用方法を主軸として展開し
た。

LMSの活用に関しては、オープンソースLMSの
一つであるMoodleを題材にし、多くのLMSに共
通するような機能を取り上げ、基本的利用方法お
よび授業での活用方法について、解説・実習を行
った。アクティブ・ラーニングでは、授業内での
活動と同様、予習・復習といった授業外での学修
が重要であることを鑑み、講習では、予習、授業、
復習の一連の流れの中でLMSをどのように活用す
るかを、実際にコース構築を行いながら学修する
形式を取った。また、講習そのものが、アクティ
ブ・ラーニングとなるよう、コースを講習者間の
意見交換、実習の時間を多く取り、講師からの説
明時間を少なくするように設計した。これに合わ
せて、テキスト等も簡素な内容としたが、周辺資
料の整備が十分ではなく、提供された情報が少な
いとの不満を持たれた方がいたことが、アンケー
ト調査から分かった。このような意見を真摯に受
け止め、今後の資料提供、コース設計に生かした
い。

タブレットPCの利用に関しては、参加者全員
に１台ずつiPadを配布し、共有電子ホワイトボー
ド、クリッカー等、学生同士の意見交換をICTで
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サポートする手法、学生の意見を実時間で取得す
る方法などの実習を行った。また、タブレットPC、
無線LAN、プロジェクターを連動させたワイヤレ
ス環境でのプレゼンテーションの実現方法に関し
て講義、実習を行った。

講義のまとめとして、参加者毎に、自身の授業
へのLMSの導入を想定したコースの作成を行って
いただき、参加者全員によるピアレビューを行っ
た。

アンケート調査からは、コースの難易度は参加
者に対して適正であり、満足されるものであった
ようである。ただし、より実践的な内容を希望す
る意見も散見され、今後のコース内容を検討する
際に考慮したい。

今後、ますますアクティブ・ラーニングの重要
性は高くなるが、その理解が現状ではまだ不十分
である。また、ICTはアクティブ・ラーニングを
サポートする道具として非常に有効な手段である
と考えられるが、あまり活用されていないのが現
実のようであり、今後も積極的なサポートが必要
であろう。

（３）授業マネジメントコース

本コースは、学生が能動的に学修を深める教授
法を実現するために、アクティブ・ラーニングの
手法の基本知識と技術を深めることを目指した。
授業法をPBL(Problem/Project Based Learning)で
TBL(Team Based Learning)との組み合わせによっ
て、学修の進展が理解できることを目標としてい
る。現在の大学教育において学生の学修時間を自
律的に確保することは、充分な準備が必要になっ
てくる。このような状況下にあって、教育の本質
である知の蓄積と再構築・活用を教育の成果とし
て求める声は、切実に高まってきているが、教育
界が充分に対応できていないのが現状である。こ
れらの要求に応えるためにも、従来の成果にも増
して自学自習を促進し、知の活用を自律的に前進
できるように教育の一手法として教授法に取り込
み、教員各自の創造的教育法の展開を促進してい

く必要がある。そこで、米国で展開されているア
クティブ・ラーニングの手法を紹介することで、
受講者各自の教育方法の発展を促進することを目
指した。

教育方法には画一的方法は存在しない。多くの
学生の学修の到達度、目標、意欲によってすべて
教育の内容と方法は異なってくる。学生の受け身
の教育は、大学教育としては許せない雰囲気を持
つ必要があると同時に、より深い内容の質に応じ
る必要がある。

講習後のアンケートによると、ICTを取り入れ
たアクティブ・ラーニングによる学修の進め方に
ついては、「見通しがたった」92％、「達成でき
なかった」8％との結果であった。参加された教
員から「新しいプランの参考になった」、「授業の
質や教育力の向上につなげたい」、「実際にシラバ
スを検討することでアクティブ・ラーニングの手
法を授業の中に位置づけることができた」、「設計
した授業を実現したい」、「学内で共有化を図りた
い」などの感想が得られた。なお、１名の方から
は「具体的な事例をより多く聞きたかった」との
意見があり、期待に添えなかったことから、来年
度に向け参加される教員全員に達成感が得られる
ようコースの運営について改善を図ることにして
いる。

３．今後の講習会

本講習会を「研究講習会」としたのは、ICTを
使うことで、学生の学修に対する動機づけ等、学
生が自ら進んで事前・事後学習を行う授業を本講
習会に参加していただいた教員の皆様と本講習会
の講師の方々が共に研究しながら、各先生方の環
境に合ったにものに展開していただくためであ
る。今後も、ICTを活用した授業をどのように展
開すれば学修効果が上がるのかをこの講習会で発
信していきたい。

文責：FD情報技術講習会運営委員会
委員長　田宮　徹

事業活動報告



教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

JUCE Journal 2014年度 No.1 65

募集



学生収容定員
視聴コンテンツ

25年度分のみ 24年度分のみ 23年度分のみ 25年度と24年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

32,400円

43,200円

54,000円

3,240円 ０円

4,320円 ０円

5,400円 ０円

35,640円

47,520円

59,400円

視聴コンテンツ

25年度分のみ 24年度分のみ 23年度分のみ 25年度と24年度

43,200円 4,320円 ０円 47,520円

当協会では、教育改善のための教育方法、教

材開発、教育支援へのICT活用に関する様々な

会議、発表会等を開催し、講演、実践事例の紹

介などを行っていますが、これをデジタルアー

カイブし、大学教職員の方々にファカルティ・

ディベロップメント（FD）、スタッフ・ディベ

ロップメント（SD）の研究資料として活用い

ただくため、オンデマンドで配信しております。

大学では、教員の教育力向上と職員の教育・学

習支援として、また、賛助会員企業では、大学

での教育ICT活用と教育環境の整備を理解する

ための情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

当協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会、FDのための情報技術研究講習会です。

●コンテンツ数
平成25年度：141件

平成24年度：144件

平成23年度：146件　

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）

●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：平成25年12月1日〜平成26

年11月30日

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

申込み日から平成26年11月30日までの金額

となります。

●利用環境
追加アドオンソフト（Microsoft Office Animation

Runtime)がインストールされていること。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

JUCE Journal 2014年度 No.166

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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オンデマンド配信の画面イメージ                     　　 

【分野別インデックス】

【イベント別インデックス】

【コンテンツ例】

募 集
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株式会社朝日ネット

賛助会員だより

クラウド型学習支援システム

『manaba course』による

UPO-NET教材の配信

〜東洋大学における全学的な入学前教育〜

東洋大学では、2014年度附属高校からの推薦

入学者を対象とした入学前教育として、ToyoNet-

ACE（製品名：manaba course）によるUPO-NET

教材の運用を全学的に開始しました。

■manaba courseとUPO-NET採用の背景
東洋大学では、高校までの学習内容の確認と大学で

必要な基礎知識の習得を目的に、各学部主導でDVDの

配布や教材の添削指導、e-Learningによる通信教育を中

心とした入学前教育に取り組んできました。しかし、

取り組みの拡大に伴い、管理の人的・経済的負担が大

きいことが課題になりました。

そこで、入学前教育を各学部の管理に委ねるのでは

なく、全学的に推進すべく、経済学部にて運用実績の

あったUPO-NET（「オンライン学習大学ネットワーク」

の通称）を運用することが決定されました。

UPO-NET（https://upo-net.ouj.ac.jp/）は、初年次教育

やリメディアル教育の内容を中心にe-Learning教材とし

て放送大学により開発、安価に提供されています。教

材配信サーバでは豊富な教材が管理されており、オリ

ジナル問題を作成する負担を軽減することができます。

また、学習履歴や成績はLMSに保存・管理されるため、

学習実態をリアルタイムで把握可能になり、効率的な

e-Learning教材の運用と学習履歴の管理を両立すること

ができます。LMSとしてmanaba courseが採用された理

由には、manaba courseがこれまでmoodleしか対応して

いなかったUPO-NETのSCORM （e-Learningコンテンツ

の標準規格）に対応したこと、全学学修支援システム

として高い評価があったこと、運用の負担が軽く、入

学生も事前に操作に慣れることができる等の利点があ

りました。

■manaba courseによるUPO-NET教材の
運用概要
2013年度の実施概要は、下記の通りです。

・実施期間：2013年12月～2014年３月（15週間）
・対象者：附属高校等推薦入学合格者（515名）

・実施教材：TOEICスタート、リメディアル数学、

大学生力検定、ニュース時事能力検定　他各学部

指定科目

manaba courseには教材単位で対象生徒を登録し、問

題を配信しました。UPO-NET教材の多くは、設問毎に

個別に正解と解説が表示されるため、自学自習には適

している一方、本当に理解した上で回答しているかを

判別するのは困難という事情がありました。そのため、

問題は何度でも受験可能なテストとして、週１回反復

学習をさせる一方、生徒の進捗状況や理解度に応じて

特定の問題を抽出し、一度のみ受験可能な中間テスト

として５週間毎に提示し、理解度の確認を図りました。

■統計情報の取得とアンケートにみる利用結果
manaba courseでは、15週間に亘る生徒の学習実態を

ログとして取得すると共に、「入学前教育アンケート」

(回答率53％)を行いました。アンケートの結果から、

学習環境や教材に関する回答の他、e-Learningによる入

学前教育への肯定的回答が89％と高い満足度が明らか

になりました。(以下一部抜粋)

・パソコンで課題を行うというのが大学生らしくて

よかった。

・難しいものもあり大変だと思うこともありました

が、自分のためになったと思います。

・大学に入って、この入学前教育が活かせたらいい

なと思います。

・勉強をするという習慣を続けることができ、課題

があってよかったと思いました。

■今後の展開
今後は、全推薦入学者を対象として、生徒が計画的

かつ主体的に学習を継続できるよう環境を整えること、

入学前後の教育課程に一貫性を持たせ、初年次教育に

も活かすこと、そのために学部と高校とが細やかな学

習指導体制を築くこと（高大連携）等、学習環境の構

築に一層力を入れていく予定です。

スタートボタンのクリック

によりUPO-NET教材を表示

ログイン後のマイページでは受

験すべき教材を表示
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賛助会員だより

クラウド型ポートフォリオシステム

『 manaba folio 』とグローバル人材育成

〜愛知県立大学への導入〜

■愛知県立大学とクラウド型ポートフォリオ
「 manaba folio 」導入の背景
愛知県立大学は、多数のグローバル企業が集結する

地域特性を背景に、少人数教育の強みを活かした語学

教育に力を入れてきました。真面目に学習に取り組む

学生が多い一方で、自分で課題を見い出せない、ある

いはグループで積極的な発信をすることに苦手意識を

持つ学生が多い、などの課題を抱えていました。

以上の問題意識にたち、語学力とともに課題発見・

解決できる行動力をもった人材育成を目指し、2012年

度より文部科学省の「グローバル人材育成推進事業」

の助成を受け、外国語学部で新たな教育プログラム

「グローバル人材プログラム」を実施しています。

このプログラムでは、留学前から留学後までの体系

的な指導を目指し、留学中の学生にも「双方向のコミュ

ニケーション」に基づいた指導をしています。このよう

な、遠隔地にいる学生の指導および、自律学習支援を

目的に、朝日ネットのクラウド型ポートフォリオシス

テム「manaba folio」を2013年２月より導入しました。

■課題と改善
現状における課題改善に向けて、正課および多言語

学習センターでの授業や留学中の学習に、以下のよう

な仕組みを作りました。

「自分で課題を発見する」
目標を意識せずに課題を発見したり、改善したりす

ることはできません。そこで、現状の自分と比較する

材料の一つとして、定期的に目標や学修計画を立て、

記録を残す仕組みを作りました。これにより、学生は

自分の現状把握や自身の変化を細かく認識できるよう

になりました。

「自発的に意見を述べる」
仲間内でのコミュニケーションは得意でも、課題を

解決するためや改善のために発言することには慣れて

いませんでした。そこで、manabaのピア・ラーニング

できる機能を活かし、学生が実施した調査や学びを随

時共有し、他の学生にフィードバックするという学習

を継続することにより、少しずつ「自分の意見を伝え

る」ことに慣れてもらいました。このような学習機会

を増やすことで、自発的に意見を述べる習慣をつけて

いきます。

■今後の展開
「入口」から「出口」までを意識した学生指導
入学時ガイダンスにて、学生にポートフォリオに記

録する意味や外国語学習の動機づけを十分に行うこと

で、在学中の目標設定を明確にイメージさせます。そ

して到達目標に基づいた外国語学習Can-doリストに定

期的に記録し、学習進度を「見える化」します。さら

に、キャリア支援と連携し、就職活動に活用できるポ

ートフォリオづくりと周知活動を行います。以上の取

り組みを通して、学生自身が意思決定し計画・

行動する力を養成することが狙いです。

manaba 活用ノウハウの共有勉強会の開催
「こんなことに使える！」といった manaba

活用ノウハウやメリットを教員間で共有し、正

課科目での利用の増加を目指します。これによ

り、大学での学びが総合的に記録できる「ポー

トフォリオ」としての魅力を向上させていきます。

問い合わせ先
株式会社朝日ネット　営業二部

TEL:03-3541-191
E-mail : info@manaba.jp 

http://manaba.jp これまでの外国語学習方法の振り返りと新しい目標をmanaba folio に

しっかり記録

遠隔地の学生と画像や音声データをmanaba folio で共有

留学中の日誌やゼミでの卒論ピアフィードバック等も

manaba folio に記録として蓄積。
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日本システム技術株式会社

賛助会員だより

「学生個人を大切にした総合的支援の推進」

としてICカード出欠管理システムを導入

要支援学生の組織的なフォローを強化

〜京都光華女子大学ICカード出欠管理システム

導入事例〜

■背景
京都光華女子大学は、1940年創立の光華高等女学校

を前身として1964年に開学しました。現在は、幼稚園

から大学院までを併設する真宗大谷派（東本願寺）宗

門の総合学園となっています。同大学では、「学生個人

を大切にしたキャリア教育の推進」が平成19年度に現

代GPに選定されました。翌平成20年度には「学生個人

を大切にした総合的支援の推進」が学生支援GPに選定

されました。両GPの連続採択を受け、総合学生支援の

取組み「エンロールメントマネジメント（EM）(1)」を

本格的にスタートさせました。

その後、平成24年度には専門部署であるEM・IR部

を創設し、入学前から卒業後まで、教育・生活全般に

渡って学生を支援するため、教職協同での推進体制を

強化し総合的にマネジメントを行っておられます。

■ICカード出欠管理システム導入の背景
ICカード出欠管理システムはその一貫として、平成

20年度後期に本格導入を行い、本年度で6年目を迎え

ます。学生自身がICカード学生証を利用し、教室備え

付けの専用端末にて、授業開始前の一定時間内にカー

ド記録を行います。それまでの出欠管理の仕組みは出

席カードによる管理が中心で、かつ教員個人に依存し

ていました。全科目で出欠を取ることが困難であるこ

とや、データがリアルタイムに収集できない点など多

くの懸案事項がありました。

全学的な出欠管理のシステム化を図ることで全授業

の出欠データが基幹事務システムに自動登録できるだ

けではなく、要支援学生に対しての即時フォローと、

「エンロールメントマネジメント」における重要な基礎

データとしてシステムに蓄積され、必要に応じて統計

情報のデータ源として活用できるようになりました。

■システムの特長と効果
ICカード出欠管理システムは、大きく二つの運用方

法で使用されています。一つは、教室の入り口付近に

出欠管理端末（カードリーダ）を固定して使用するネ

ットワークタイプです。もう一つは、教員が授業の際

に持ち運んで使用するポータブルタイプです。

取得した出欠情報は、リアルタイムでポータルシス

テムに反映されるため、教員が授業中に出欠状況を参

照できます。また、あらかじめ時間を設定しておくこ

とで自動的に出席だけでなく、遅刻等をきめ細かく管

理することも可能です。さらに出欠管理端末は、基幹

事務システムの情報（教室変更、履修者情報等）もリ

アルタイムで受信しているため、授業の情報を画面に

表示するとともに未履修者がかざしたときにエラーと

するなどチェック機能も有しています。

ポータブルタイプは、バッテリー駆動で持ち出し可

能な出欠管理端末にICカード学生証をかざすことで出

欠情報を取得します。授業終了後、学内ネットワーク

に接続されたPCに出欠管理端末を接続し、手動でポー

タルシステムへ出欠情報をアップロードします。主に

教室以外で実施するフィールドワーク等の授業で使用
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します。

ICカード出欠管理システムを導入することで、授業

開始時の出欠確認、授業終了後の出欠情報の記録など

出欠管理に関する業務負荷が大幅に軽減されます。さ

らに蓄積された情報を用いて大学運営、学生支援に関

わるさまざまなデータ分析を可能にします。

■大学からの評価
システム導入前は、出席カードで収集した情報を

Excelで管理していたため、手作業が多く管理も煩雑で

した。システム導入当初は、一部の教員からシステム

化への否定的な声もありましたが、現在では学内で当

たり前の存在となっています。導入当初65％だった教

室へのカードリーダ設置率は、現在では94％となるま

で増設し、ポータブル型のカードリーダを含め、全授

業で出欠を取得できるようになりました。ポータブル

型カードリーダは学外での授業以外に、イベントなど

でも活用しています。

目に見える効果として、授業開始時の学生や教員

の遅刻減少、休みがちな学生の抽出とタイムリーな

フォローなどさまざまなメリットを生み出していま

す。また、出欠データの蓄積は、同大学で取り組ん

でいるEM・IR活動の重要な基本データの一つになっ

ています。

＜教員からのコメント＞
「本学ポータルシステムである光華 navi（GAKUEN/

UNIVERSAL PASSPORT）の導入により、学生の成績や

単位取得状況等の静的な情報を一元的に把握すること

が容易にできるようになりました。それに加え、出欠

データのリアルタイムな収集により、授業での出欠確

認の時間と手間を減らすという直接的なメリット以外

に、学生個々の動的な情報を捉えられるようになった

ことが重要なポイントだと考えています。これらは、

本学 EM取り組みの重要な基礎データとなっており、全

学的に展開している IRにも繋がっています。」

（EM・IR部准教授　阿部一晴）

注
(1)学生の入学前から卒業後まで、あらゆる場面で教職

員が連携し、総合的に学生個人を大切にしたさまざ

まな支援を推進する大学全体での取り組み。

問い合わせ先
日本システム技術株式会社（通称：JAST）

（西日本地区）GAKUEN事業部

TEL：06-4560-1030

ICカード出欠管理システム（ネットワークタイプ）運用イメージ
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インターネットを利用した

映像送受信AV装置による

海外短期研修プログラムを強化

〜明治学院大学への導入〜

近年、若い世代に対しては、国際的競争力に対

抗しグローバルな舞台へも積極的に挑戦し活躍で

きる人材が求められています。そこで明治学院大

学では、グローバルに活躍できる語学力やコミュ

ニケーション力を身につけるために、ビジネス英

語を学ぶとともに、ビジネスに関する授業や社会

見学に加え、海外短期研修プログラムを実施して

きました。

※経済学部国際経営学科では、海外短期研修として2週間

(夏休みは米国『Hope College』と英国『Oxford University』、

春休みは豪州『Queensland University of Technology』）の

プログラムを実施

■導入の背景
明治学院大学では、海外短期研修プログラムの

事前研修として、現地提携校の講義科目を理解す

るため、基本的な内容を日本語で理解させ、キー

ワードとなる英語表現の学習や最終日で実施され

るプレゼンテーションの訓練等を実施していまし

た。しかし、現地講義の臨場感を伝えることや学

生の不安解消及び現地バディとの事前コミュニケ

ーションが十分でないなどの課題を抱えていまし

た（表参照）。

そこで、これらの課題を解決するためインター

ネットを利用した映像ソリューションを活用し、

現地提携校とのタイムリーな双方向コミュニケー

ション環境を強化することで、臨場感溢れる対面

学習の実現を検討していました。

表　明治学院大学が抱えていた海外短期研修プログラムの課題

チャペル（礼拝堂）

パレットゾーン白金

本館

・事前研修における現地提携校との連携強化による　

教育効果の向上

・現地教員やバディとの事前コミュニケーション強

化による学生の不安解消

・研修終了後における現地遠隔講義の提供による継

続的な教育の実現

・現地学生とのコミュニケーションを継続した語学

力強化
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■導入効果
今回導入した映像ソリューションでは、現地提

携校と直接接続し事前に講義内容に合わせた学習

準備ができるため、海外短期研修プログラムの事

前研修効果を最大限有効に活用することができま

す。研修後も簡単にフィードバックが実施できる

ため、充実したフォローアップの継続的な実施を

目指すことができます。

また、単に知識の伝達だけを重視する受動的な

学習ではなく、両校の『教授と学生』『学生と学

生』による協働学習が実現し、能動的な学習の場

を提供することができるとともに、『視覚化・同

時化』の環境により、リアルな国際交流や学生間

の絆の強化も見込めます。このような学習環境を

整備することで異文化に対する理解の深まりと日

本人としてのアイデンティティを意識した研修が

望めるようになりました。

結果、明治学院大学の目指す『多様な価値観や

習慣をもつ人々と柔軟にコミュニケーションを行

い、チームでの問題解決や目標達成ができる国際

的人材』の育成を達成でき、グローバルな人材育

成に繋がっています。

今後は、発展的効果として新規提携校の拡大や

学内他学部とも連携した取り組みなど、新たな教

育プログラムへの拡大も期待しています。

■システムの概要
ＮＴＴ東日本では、双方向遠隔講義支援システ

ムと映像送受信AV装置を一括で構築。白金キャ

ンパス及び横浜キャンパスそれぞれに映像送受信

AV装置を整備したことで、インターネットと接

続できるネットワークがあれば、キャンパス内の

どこからでも映像伝送が可能な環境を整備しまし

た。

本システムは、IDとパスワードだけで講義（会

議）を開催することができ、講義（会議）の予約

から参加までを簡易な操作で実施できます。また、

撮影カメラと移動可能な大型モニターをPCと接

続すれば、臨場感のある大人数での会議も開催で

きます。

インターネットを利用したシステムですが、招

待メール（ワンタイムURL参加）や録画が可能で

あり、CMSやLMSといった機能も実現できます。

海外提携校との質の高いコミュニケーションはも

ちろん、キャンパスをまたがった通常の会議や講

義等でも活用できます。

問い合わせ先
NTT東日本

ビジネス&オフィス営業推進本部ビジネス営業部

第三ビジネス営業部門

教育ICTイノベーションプロジェクト

TEL:0800-8007004（通話料無料）

E-mail:edu-ICT@ntte.jp

http://www.ntt-east.co.jp/business/edu/

システム構成図
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１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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加藤　直隆（情報環境専門部会長）
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坂東　眞理子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

白百合女子大学・仙台白百合女子大学

山田　和男（総務部情報システム管理課課長）

杉野服飾大学・杉野服飾大学短期大学部

菊池　俊昭（事務局次長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

栗原　裕（副学長、総合情報センター所長）

成蹊大学

甲斐　宗徳（高等教育開発・支援センター所長）

清泉女子大学

可児　光眞（情報環境センター長）

専修大学・石巻専修大学

高萩　栄一郎（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

村　俊範（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

並木　雅俊（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

高橋　敏夫（学長）

玉川大学

橋本　順一（ｅエデュケーションセンター長、芸術学部教授）

中央大学

平野　廣和（情報環境整備センター所長）

津田塾大学
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帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学・東海大学福岡短期大学

高橋　隆男（情報教育センター教授）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

新川　辰郎（コンピュータシステム管理センター所長）

東京経済大学

岸　志津江（情報ネットワーク委員長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長　コンピュータサイエンス学部教授）

東京工芸大学

永江　孝規（情報処理教育研究センター長）
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萩野　弘道（メディアセンター部長）
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太原　育夫（総合教育機構情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

竹村　牧男（学長）

日本大学・日本大学短期大学部

野田　慶人（理事、芸術学部長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（学長）

日本女子大学

濱部　勝（メディアセンター所長）

日本女子体育大学

三角　哲生（理事長）

文化学園大学・文化学園大学短期大学部

佐川　秀夫（理事・経理本部長）

法政大学

福田　好朗（デザイン工学部教授）

武蔵大学

梅田　茂樹（情報・メディア教育センター長）
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立正大学
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和光大学

小関　和弘（附属梅根記念図書・情報館長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

早稲田大学

深澤　良彰（理事［研究推進部門総括・情報化推進担当］）

神奈川工科大学

田中　哲雄（情報教育研究センター所長）

関東学院大学

岡嶋　裕史（情報科学センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

永井　敏雄（常務理事）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

森本　喜一郎（情報センター所長）

湘南工科大学

渡辺　重佳（メディア情報センター長）

女子美術大学・女子美術大学短期大学部

大村　智（理事長）

桐蔭横浜大学

佐野　元昭（医用工学部臨床工学科教授）

東洋英和女学院大学
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フェリス女学院大学
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新潟経営大学
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金沢学院大学
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中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

大西　健夫（学長）

静岡英和学院大学・静岡英和学院大学短期大学部

武藤　元昭（学長）

静岡産業大学

三枝　幸文（学長）

聖隷クリストファー大学

小柳　守弘（専務理事・法人事務局事務局長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

中尾　浩（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

森下　英治（ネットワークセンター所長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学
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愛知工業大学

伊藤　雅（計算センター長）

愛知淑徳大学

親松　和浩（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

石黒　宣俊（学長）

金城学院大学

長谷川　元洋（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

堀川　泉（学園情報センター長）

大同大学

朝倉　宏一（情報センター長）

中京大学

鈴木　崇児（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

東海学園大学

袖山　榮眞（学長）

豊田工業大学

鈴木　峰生（総合情報センター副センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学・名古屋学芸大学短期大学部

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

三井　哲（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

南山大学・南山大学短期大学部

ミカエル・カルマノ（学長）

名城大学

大槻　敦巳（情報センター長）

皇學館大学

河野　訓（情報処理センター長）

鈴鹿医療科学大学

奥山　文雄（ICT教育センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

浅見　直一郎（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

梶川　裕司（マルチメディア教育研究センター長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

酒井　浩二（情報教育センター長）

京都産業大学

山岸　博（副学長）

京都女子大学

田上　稔（教務部長）

京都橘大学

一瀬　和夫（学術情報部長）

京都ノートルダム女子大学

須川　いずみ（図書館情報センター館長）

成美大学

内山　昭（学長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

森本　朗裕（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

池田　勉（総合情報化機構長）

大阪青山大学・大阪青山短期大学

辰口　和保（情報教育センター長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学

江島　由裕（情報処理センター長）

大阪経済法科大学

永平　幸雄（情報科学センター長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

日本福祉大学

佐藤　慎一（全学教育センター教育開発部門長）
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大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

山内　雪路（情報センター長）

大阪歯科大学

藤原　眞一（化学教室主任教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

小松　泰信（教育情報企画室長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

大阪体育大学

淵本　隆文（情報処理センター長）

大阪電気通信大学

松村　雅史（メディアコミュニケーションセンター長）

追手門学院大学

橋本　圭司（総合情報教育センター長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

関西医科大学

伊藤　誠二（副学長、大学情報センター長）

関西外国語大学・関西外国語大学短期大学部

谷本　榮子（理事長）

関西福祉科学大学・関西女子短期大学

宇惠　弘（情報センター長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

木村　隆良（総合情報基盤センター長、理工学部教授）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

神澤　正典（副学長、情報センター長）

東大阪大学・東大阪大学短期大学部

太田　和志（情報センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

芦屋大学

宮野　良一（学長）

大手前大学・大手前短期大学

畑　耕治郎（情報メディアセンター長）

大阪産業大学・大阪産業大学短期大学部

近江　和生（情報科学センター所長）

関西学院大学・聖和大学

石浦　菜岐佐（学長補佐）

神戸学院大学

池田　清和（図書館・情報処理センター所長）

神戸国際大学

小門　陽（学術情報センター長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

行吉　宜孝（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

吉野　俊彦（情報処理教育センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

北島　律之（情報メディアセンター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

中野　彰（情報教育研究センター長）

流通科学大学

石井　淳藏（学長）

畿央大学

冬木　正彦（副理事長）

帝塚山大学

日置　慎治（経営学部長）

奈良大学

酒井　高正（情報処理センター所長）

奈良学園大学・奈良学園大学奈良文化女子短期大学部

門垣　一敏（情報センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学・吉備国際大学短期大学部

加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

中西　裕（情報センター長）

ノートルダム清心女子大学

木　孝子（学長）

広島工業大学

鈴村　文寛（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

西村　正文（情報処理センター長）

甲南大学

井上　明（情報教育研究センター所長）
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広島修道大学

海生　直人（情報センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

岡　隆光（学長）

福山大学

筒本　和広（情報処理教育センター長）

広島女学院大学

松浦　正博（共通教育センター長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長）

熊本学園大学

川田　亮一（ｅ-キャンパスセンター長）

崇城大学

西　宏之（総合情報センター長）

日本文理大学

市川　芳郎（図書館長、NBUメディアセンター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

久保田　博道（情報センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松尾　敬二（情報処理センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

金藤　完三郎（情報教育センター長）
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高松大学・高松短期大学

丸山　豊史（情報処理教育センター長）

松山大学・松山短期大学

墨岡　学（経営学部教授）
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久留米大学

原田　康平（情報教育センター長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

鹿児島国際大学

工藤　裕孝（情報処理センター長）

沖縄国際大学

鵜池　幸雄（情報センター所長）

新島学園短期大学

狩野　俊郎（学長）

戸板女子短期大学

辻　啓介（学長）

聖マリア学院大学

井手　三郎（理事長）

立教女学院短期大学

松本　尚（法人事務部IT室長）

産業技術短期大学

牛尾　誠夫（学長）

第一薬科大学

櫻田　司（薬学部長、薬用作用学教室教授）
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間瀬　玲子（情報メディアセンター長）
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新ヶ江　登美夫（情報処理センター長）

福岡大学

佐藤　研一（総合情報処理センター長）

鈴峯女子短期大学

朝倉　尚（学長）
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